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・馨

　昭和53年6月に大規模地震対策特別措置法が制定されたことに伴い、気象庁は地震防災対策強化

地域に係わる各種データの常時監視と、その地域内の大規模地震発生の可能性に関する判定を行う

責任官庁となった。これまで、地震予知計画に一沿って、気象庁は各種の観測システムの整備を行っ

てきたが、さらに上記特別措置法が制定された昭和53年には、他機関から傾斜、地下水位、地下水

成分などのデータが気象庁にテレメータされるようになった。

　これら多種・多様なデータをリアルタイムで処理して大規模地震の前兆現象を常時監視し、かつ、

検知した異常現象の評価のため、過去に蓄積された多種・多様なデータの中から必要なものを随時、

短時間に検索できる総合的監視システムが必要になった。そこで、気象庁は、昭和54年度から発足

した第4次地震予知計画の一環として、気象研究所に総合的監視システムの開発を要望した。これ

を受けて気象研究所はr地震予知に関する実験的及び理論的研究」と題する特別研究を、昭和54年

度から5か年計画で開始した。このテーマは、r常時地震監視システムに関する開発研究」と、r地

震予知に関する理論的研究」の2つのサブテーマからなる。

　この特別研究を遂行するに当って、地震火山研究部では田望研究部長が主任研究官となり、また、

昭和57年度からは渡辺偉夫部長がこれを引継ぎ、多数の研究者の協力の下に研究を進めた。

　気象庁における現業システムとして、幾つかの厳しい条件に耐えうることを念頭に本研究は進め

られたが、関係者の並々ならぬ努力の結果、昭和58年度で当該特別研究は完成を迎えることになっ

た。現在、気象庁はこの開発研究成果の実用化を進めている。

　本報告を発刊するに当り、この開発研究に側面から協力された関係者に深甚なる謝意を表すると

共に、この報告が関係方面の方々に多大な寄与をするものと期待している。大方の批判をいただけ

れば幸である。

昭和60年2月

気象研究所　地震火山研究部長

　　　　市川政治



轡

概要（和文）、

Abstract（英文）

第1章　研究の背景

　1．1　研究の位置づけ

　1．2　研究の必要性…

　1．3　関連技術の動向

目 次

第2章　地震活動総合監視システムの開発研究

　2．1ハードウェア設計………一…・一・…………・……

　　2．1．1装置の構成………・…

　　2．1．2　基本構想…・…∴……一・…・…………………一

　2．2　ソフトウェア設計・…・……………・…………一…

　　2．2．1　基本的条件………・…一…・・………・………・…

　　2．2．2　地殼変動監視処理関連のプ・グラム……・…

　　2．2．3地震活動監視処理関連のプ・グラム……・…

　2．3　ソフトウェアの特徴…

　　2．3．1　地殼変動関連プ・グラム…

　　2．3．2　地震活動関連プ・グラム…・…

　2．4　実用化試験…・…

　　2．4．1試験の概要……一

　　2．4、2地殼変動関連データの処理…・・

　　2．4．3　地震活動関連データの処理………一

　2．5　まとめ…・

　　2．5．1実験の終了にあたって……

　　2．5．2　地震波形処理技術のあゆみ・……・…

　　2．5．3　処理技術の展望……一

　　2．5．4　データ処理体制の強化にむけて・・…



第3章　自動検測手法の研究…・……一

　3．1　はじめに

　3．2　信号検出問題

　　3．2．1　ベイズ（Bayes）の識別手法

　　3．2．2　識別不能状態

　3．3　雑音の中の信号検出

　　3．3．1正規定常情報源に対する信号検出手順

　　3．3．2情報源のモデル

　　3．3．3　エント・ピー最大化原理と赤池の情報量基準AIC　一・

　　3．3．4　マルコフ的情報源モデルによる信号検出

　3．4　信号出現時刻の決定

　　3．4．1　信号出現時刻決定の統計モデル

　　3．4．2　ベイズの識別手法として見た信号出現時刻の決定

　　3．4．3　信号出現時刻の決定誤差

　3．5　地震波信号における相の同定

　　3。5．1　地表面でのP波、S波の振動方向

　　3．5．2主成分分析の立場から見たpolariaztion　filterの構成

　　3．5．3　震央方位角の推定

　　3．5．4P波、S波の特徴表現

　3．6　 おわりに二

第4章　自動処理に関する関連研究・……・3・………一

　4．1　初期の地震波形リアルタイム自動処理システム

　　4．1．1　はじめに

　　4．1．2　処理能力

　　4．1．3　処理手法

　4．2　マイクロプロセッサーによるデータ処理

　　4．2．1　導入の背景と経緯

　　4．2．2　東海テレメーターシステム

　　4．2．3　海底地震常時観測システム

　　4．2．4　歪地震計

　　4．2．5地震資料伝送網（L－ADESS）

　　4．2．6群列地震観測システム

ヤ＼



　4．2．7既存のシステムに共通する問題

4．3　地殻変動観測データの補間方法

117

120

第5章　傾斜計による地殼変動の観測と評価

　5．1観測の経緯

　5．2　観測の概要

　5．3　観測結果

　5．4　フーリエ解析

　5．5　まとめ

123

123

123

129

138

139

o

第6章　地震予知にかかわる前兆現象に関する研究・・

　6．1　検潮記録による地殻変動解析

　　6．1．1検潮資料

　　6．1．2　御前崎の沈下

　　6．1．3　地殼変動との関連

　6．2　東海沖海底地雷位恋化と地震

　　6．2．1　はじめに

　　6．2．2　地雷位異常現象

　　6．2．3　まとめ

　6．3　東海沖地域の地震活動

　　6．3．1　サイスミック・ギャップ

　　6．3．2　r東海地震」をめぐる問題・一…一・

　6．4　前震の規模別度数分布一b値の変化について

　　6．4．1　はじめに

　　6．4．2

　　6．4．3

　　6．4．4

　　6．4．5

　　　　　前震及び余震の震央分布と規模別度数分布

　　　　　前震と余震のb値の比較

　　　　　前震のb値が有意に小さい地震群について

　　　　　まとめ

　　　　　　　140

　　　　　　　140

　　　　　　　140

　　　　　　　141

　　　　　　　144

　　　　　　　151

　　　　　　　・151

　　　　　　　152

　　　　　　　154

　　　　　　　155

　　　　　　　155

　　　　　　　157

　　　　　　　165

　　　　　　　165

　　　　　　　167

　　　　　　　175

一。・・一。・一一一一一　　178

　　　　　　　181

あとがき 183



◎

概 要

　いわゆる『東海地震』の可能性が指摘され、それに対処するためにr大規模地震対策特別措置法」

が制定・施行されてから、6年が経過した。この間気象庁では、大地震の前兆現象監視のための組

織と観測体制の強化に努め、データ集中の面ではかなり整備が進行した。しかし、複雑なパターン

を示す前兆現象が出現したような場合には、その評価にかなりの時間を要することも考えられる。

このようなことから地震課（当時）からの要望を受け、気象研究所では昭和54年度から始まる第4

次地震予知計画の一環として、r地震予知に関する実験的及び理論的研究」を、特別研究として採り

上げた。本報告はその研究におけるこれまでの成果をとりまとめたものである。

　第1章のr研究の背景」は、研究開始の経緯、あるいは関連技術の動向を示し、この研究の位置

付けについてまとめたものである。

　第2章のr地震活動総合監視システムの開発研究」では、地震発生や地殼変動およびそれらの変

化状況を即時的に解析処理するシステムの開発を行った結果について報告する。地震予知を業務と

して実施するためには、地殼の活動とその履歴をたえず把握する必要があり、そのためのデータ処

理に最も適した装置の開発は重要な研究である。このため大構成あるいは小構成を想定した場合、

それぞれについて各システムの構成手法を検討した。特にハードウェア、ソフトウェアの設計・作

業手順については、それぞれの構成規模における必要条件およびプ・グラムの主なフ・一までを含

め、詳しく検討した。また、システムの運用試験と結果の評価に基づいて、今後の問題点について

考察し、地震活動を総合的に監視する業務用システムの設計に必要な基本概念をまとめた。

　第3章のr自動検測手法の研究」では、統計的方法として知られているBayesの手法を用いた信

号検出問題について考察する。内容的には、雑音の中の信号検出問題の一般的手法とその問題点に

ついて記述し、具体例として地震波信号の場合を扱い、従来の手法に対する問題点について明らか

にする。特に、地震波信号の場合に重要な信号出現時刻の推定方法とその推定誤差について述べ、

P波・S波の同定および、震源位置に対する補助的情報として震源方位の推定方式とその推定誤差に

ついて検討する。以上の方式により、地震波信号の同定が、震源も含めた形で評価でき、地震波の

自動処理の信頼度が飛躍的に向上し得ることを説明する。

　第4章のr自動処理に関する関連研究」では、初期の地震波形自動処理システム、マイク・プ・

セッサーによるデータ処理、および地殻変動観測データの補間方法について調査・考察した成果を

今後の参考のために報告する。今回のシステム開発では、これらの経験と成果が活かされている。

初期の地震波形自動処理システムは1967年に制作されたものであるが、運用テストの結果について

各要素ごとに評価し、それらの処理方法について記述する。マイク・プ・セッサーによるデータ処

1
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理では、海底地震常時観測システム、歪地震計、地震資料伝送網（L－ADESS）、群列地震観測シス

テムなどで採用されたマイク・プ・セッサー装置について紹介し、これらの既存システムに共通す

る問題点を検討する。地殼変動観測データの補間方法では、今回のシステムで採用された方法を示

し、観測資料の基本的整理として必要な欠測時の処理方法について考察する。

　第5章のr傾斜計による地殻変動の観測と評価」では、気泡管式の傾斜計を用いて、伊良湖およ

び尾鷲で1979年から84年まで行った観測と、その解析結果について述べる。連続長期間の記録を

・得ることができなかったが、数か月までの周期をもつ変動について知見を得た。この期間中には、

前兆的な変化が期待できるような規模の地震が近辺に発生しなかったことと、降水時の傾斜変動が

かなり大きいこともあって、地震と関連すると思われるような変動を検出することはできなかった。

これに関連して前兆的な微小な地殼変動を検出するためには、降水時におきる地域特有の地殼変動

を十分把握する必要があることを説明する。

　第6章のr地震予知にかかわる前兆現象に関する研究」では、主として東海地域における地殻変

動、電磁気学的異常現象、地震活動、および日本とその周辺の大地震に先立つ前震活動について扱

う。地殼変動については、検潮記録の解析から御前崎付近における沈下とその速度変化が明らかに

された。電磁気学的異常現象については、主として東海地域海底地震観測システムを利用して、地

電位の異常と地震との関係が検討された。地震活動については、最近の地震資料を用いて、東海地

域のいわゆる空白域が再検討され、小地震および微小地震活動レベルでは空白域は認められないが、

M4．0以上の地震活動では空白域の存在が認められ、この空白域と大地震との関連が検討された。

前震活動については、大地震発生との相互関係をみるならば、b値ばかりではなく、前震群の時間系

列および規模別度数分布の型にいたる過程の検討が必要であることを示した。

ヘ
ワ

σ
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Stu“y　on　Earthquake　Prediction　by　Geophysical　Mletho“

Abstract

　　　　In1979，the　Tokai　District　and　its　neighbouring　area　was　designated　as　anて《Area　under

Intensified　Measures　against　Earthqu＆ke　Disaster”on　the　basis　of　the疋疋Large－Scale　Earth－

quake　Countermeasures　Act”，The　Japan　Meteorological　Agency（JMA）is　responsible　for

the　short－term　prediction　of　a　Iarge－scale　earthquake　which　may　take　place　in　the　area．

　　　　The　JMA　has　developed　various　rea1－time　systems　for　monitoring　changes　in　seismic

actiyitiesanddetectingtect・nicprecurs・rs．ln1979，resp。五sibilitiesf。rgathering。therdata

such　as　groun（1water，radon，and　ground　tilt　were　transfered　from　other　govemmental　institu－

tions　to　the　JMA．This　has　required　the　JMA　to　install　a　new　rea1－time　system　for　routinely

processing　these　various　telemetered　data，in　order　to　detect　anomalous　changes　which　make

it　possible　to　discriminate　precursory　evidence　from　noise．

　　　　Under　the　circumstances，development　of　a　real・time　system　for　monitoring　seismic

activities　and　fmdamental　researches　on　the　discrimination　of　prβcursory　phenomena　were

carried　out　by　the　Meteorological　Research　Institute（MRI）of　the　JMA，as　one　of　the　major

items　of　thefourth　Five－Year　Plan　ofthe　National　Program　of　Earthquake　Prediction　Research

in　Japan（1979－1983）．

　　　　The　following　is　the　summary　of　the　results　obtained　by　the　project　research　l

　　　　In　chapter　l　are　stated　the　position　of　the　research，the　necessity　of　the　development　of　a

new　system，and　the　tec㎞ical　know－how　which　will　be　used　in　the　development　of　a　new

system。

　　　　The　design　of　the　comprehensive　real－time　system　for　processing　various　telemetered　data

and　for　detecting　unusual　variation　in　seismic　activities　and　cmstal　movement　are　described　in

Chapt6r2．Earthquake　prediction　as　a　routine　service　in　the●JMA　requires　the　real－time

evaluation　of　changes　in　seismic　activities　and　other　geophysical　an（1geochmical　phenomena．

Furthermore，it　is　necessary　to　discriminate　precursory　changes　from　noise　by　the　diagnosis

procedures　accumulated　in　the　past．

　　　　In　view　of　the　situation，two　different　systems　were　designed，one　consisting　of　a　rather

large　computer　and　another　of　many　microprocessors．In　the　report　are　fully　explained　the

processes　through　which　hard．and　software　were　designed　and　results　obtaine母by　the　test　run

3
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using　the　systems．Moreover，detai至ed　descriptions　are　also　given　on　some　problems　revealed

by　the　test　run　and　on　the　fundamental　conception　for　designing　a　comprehensive　system　for

routine　service　in　the　JMA．

　　　　In　Chapter3are　described　the　researches　conducted　on　an　automatic　extraction　of　arrivals

of　P　and　S　waves　on　a　digital　seismogram．Fundamental　problems　in　discriminating　signaI

from　noise　are　examined　on　the　conventional　procedures　as　well　as　the　present　one　developed

on　the　basis　of　the　Bayes　method　in　statistics．

　　　　The　orientation　of　the　epicenter　as　well　as　the　phase　extraction　is　one　of　the　merits　in　the

present　method．A　computer　program，which　was　written　on　the　basis　of　the　developed

algorithm，was　applied　to　many　seismograms．The　test　was　successfu1，showing　remarkable

improvement　on　the　old　method　in　accuracy　of　the　arrival　time　of　P　and　S　waves．

　　　　In　Chapter4is　reviewed　the　automatic　processing　of　digital　seismograms　by　various

computers　and　microprocessors．Particularly　the　microprocessors　used　in　the　existing　system

for　processing　digital　data　such　as　earthquakes　and　the　cmstal　movement　in　the　JMA　were

carefully　examined．In　view　of　the　merits　and　demerits　of　each　system　examined，a　micro－

processorsystemwasdesigned．

　　　　In　Chapter5are　given　results　obtained　by　simplified　bubble　tube　type　tiltmeters．The

observation　of　cmstal　movement　was　carried　out　at　Irako　and　Owase　in　central　and　south－

westem　Honshu　during　the　period　from1979to1984．The　observation　has　made　it　clear　that

the　cmstal　movement　was　considerably　influenced　by　precipitations，but　no　significant　change

in　the　cmstal　movement　related　with　earthquake　occurrence　was　detected．The　i㎡1uence　of

rainfall　on　the　cmstal　movement　suggests　that　the　study　on　relationship　between　local　crustal

movement　and　rai㎡all　is　required　in　detecting　a　weak　crustal　movement　prior　to　earthquake

occurrence．

　　　　In　Chapter6are　described　researches　on　various　precursory　phenomena　associated　with

large　earthquakes．Particularly，the　cmstal　movement，geoelectric　and　geomagnetic　anoma－

10us　phenomena　and　seismicity　in　the　Tokai　District　were　studied．Furthermore，foreshocks

associated　with　large　earthquakes　occurring　in　Japan　and　its　vicinity　were　studied．The

following　are　the　results　obtained：

　　i）　By　tidal　observations　in　the　Tokai　District，the　land　subsidence　and　changes　in　the

subsidence　rate　at　Omaezaki　and　its　vicinity　were　verified．

　　ii）　Relation　between　anomaly量n　geopotential　and　earthquakes　was　studiさd　using　the　ocean－

bottom　seismograph　system　installed　off　the　coast　of　Omaezaki，central　Honshu．
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第1章　研究の背景＊

1．1研究の位置づけ

　地震予知計画が国家的事業として発足してから、20年に近い年月が経過した。この間研究は順調

に進行し、UMP（UpperMantleProject）あるいはGDP（Geo－Dynamic　Project）等、同年代に進行

したプレートテクトニクス関連の国際的な研究の成果との相乗的な効果により、プレート境界に発

生する巨大地震の発生機構に関する知見は飛躍的に増大し、予知の理論的裏付けはこの期に大きく

前進した。

　これにより地震予知の観測手法も、節目ごとの計画に際して適確な標的を設定することが可能と

なり、電子技術の進歩の効果とあいまって、得られる情報は質・量ともに補強された。昭和40年代

の後半には、予知の実用化への明るい展望が開かれたとして、関連機関の間で、実戦的な予知体制

の策定を現実問題として真剣に検討する機運がかもしだされてきた。

　一方、大地震発生に関連して前駆的に出現する諸現象の発生過程を解明するため、基礎的あるい

は実験的な研究も平行して行われ、多くの成果が得られた。これらの成果に支えられて、前兆現象

を検出するための観測手法もようやく試行錯誤の域を脱し、技術的には出現する殆どの前駆現象の

捕捉は可能になったとの判断が、予知関連の機関で大勢を占めるに至った。

　このように地震予知計画は発足後10年を経ずして、その研究分野の成果が実を結び始め、関係者

間に行政への反映も可能となったとする考えが強まってきた。このため、計画機能を分担する測地

学審議会、評価機能を分担する地震予知連絡会に加えて、昭和51年10月に行政的な面から地震予

知に関連する研究及び観測の総合調整ととりまとめを行うため、内閣に地震予知推進本部が設置さ

れた。これを機に地震予知計画は、研究を主体とする発足時の状態から、序々に行政的責任を伴う

事業的な段階へ移行し始めたものと言えよう。

　この間に松代群発地震あるいは十勝沖地震等の発生により、予知に関する研究は効率よく検証作

業を行う機会が与えられた。これにより予知を行政的に採り上げる場合の条件の設定等についても、

かなり知見が得られたとの主張が容れられ、高い発生の可能性が研究面で指摘されてきた東海沖の

大地震に関して、行政的に予知を採り上げる気運が強まった。このため、測地学審議会は、昭和50

年7月、51年12月の2回にわたり東海地方の観測強化を建議し、関連機関はこれに応えて観測体制

＊松本英照：・地震火山研究部
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の強化をはかった。このような状況を受け、昭和53年6月に大規模地震対策特別措置法が制定され、

行政的な予知の実用化の第一歩が踏み出されている。

　気象庁は、地震予知計画の発足前から、大中小地震の全国的な活動を観測することを業務として

分担してきていたが、法の制定により、地震防災対策強化地域に係わるデータの監視、及び大地震

発生の可能性に関する判定を行う責任官庁に指定された。かくして、地震予知は気象庁の業務とし

て正式に発足することになった。

　そこで気象庁は、昭和57年度に地震予知情報課を新設する一方、将来の整備に備え昭和54年度

から発足した第4次地震予知計画の一環として、気象研究所に地震活動の総合的な監視技術を開発

するよう要望した。気象研究所はそれを受け、r地震予知に関する実験的及び理論的研究」と題し、

r常時地震監視ンステムに関する開発研究」とr地震予知に関する理論的研究」の2つのサブテーマ

で昭和54年度から5か年計画の特別研究を開始することになったものである。

“

1．2研究の必要性

　気象庁は地震予知計画に沿って、日本付近に発生するM≧3の地震の活動の時空間分布をより均

一な資料として提供するために、観測及び処理のシステムを逐次補強してきた。すなわち、高感度

地震観測網による検知能力の向上を目的として、昭和42年度から全国67地点の気象官署に67型の

地震計を配置したのを手初めに、昭和51年度からは76型地震計を要所20地点に補強して陸上の地

震観測網を強化した。また、昭和53年度には東海沖へ海底地震計を設置して、この海域に発生する

地震に対する検知能力の向上をはかっている。

　一方、地震計の高感度化に伴って増加したデータを手際よく処理するために、昭和49年度にはコ

ンピューターを主体とした験測処理システムを導入して、処理のシステム化に着手した。さらにそ

の経験を活かして、昭和56年から気象業務と地震業務とを統合した資料伝送網の整備を行い、デー

タの中枢官署への集中を可能ならしめるとともに、データ集中の利点を生かした処理装置を各管区

気象台に整備し、処理のスピードアップと精度向上への基盤を確立している。

　これとは別に、気象庁は、地震に関連した地殼変動を捉える目的で開発された埋込式歪計が、全

方位の歪変化には均一に感応し、比較的小規模な装置にもかかわらず、設置点近傍の歪の総量変化

を捉えていることに着目し、地震の前兆現象としての地殼変動を捉える最適手段として、昭和49年

度から東海・南関東地域の31地点に遂次センサーを設置した。各地点のデータはポーリング方式に

より本庁に集中され、地殼変動の監視の主要データとして、特に判定会招集の規準データの一つと

して用いられ、24時間観測と監視の対象ξなっている。

　このように地震予知計画の進行に伴い、年々増強されてくる知見と観測データを、判定業務へ反

映させるために、気象庁は、昭和57年度に大規模地震の短期直前予知の業務を担当する地震予知情

o
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辱

報課を新設するなど、組織・装備の両面からの整備に努めてきた。しかし、この整備を上回る速さ

で関連の技術は進歩を続けており、これに対し気象庁独自では必ずしも満足のいく対応が出来てい

ない面がある。すなわち、現在の予知技術の水準では、単独の観測要素から大地震の発生を判定す

ることは困難視されている。このため他の予知関連機関では、多種・多様な大量データの処理解析

を行うことを前提として、予知手法の開発を進めているが、気象庁ではこれら全種の観測は扱って

いない。

　このような状況をふまえて、気象庁は、科学技術庁のバックアップにより、昭和53年度に自庁の

観測に特に不足していると見られる傾斜計、地下水位、地下水成分等のオンライン地殼変動関連観

測データを他機関から受けている。これらの情報を加えることによって、大地震発生の可能性をよ

り客観的に判断するための体制強化を行っている。

　このように、現在気象庁における地震監視体制は、観測とデータ収集の面では整備が進んでおり、

平常的な地震活動を調査解析するには、障害はないものと評価されるに至っている。しかし、即時

的な異常地震活動の評価と、地殼変動データの即時解析に必要な設備に関しては、整備が遅れてい

ると言わざるを得ない。

　これは、一見華々しく見える新技術には欠陥も多く、これらの手法を業務に取り入れるためには、

業務に即した改善・改良が残されていることによることは言うまでもない。したがって、気象庁が

大地震発生の可能性について責任を全うするには、すみやかにこの改良・改善に着手して、地殼変

動、地震活動の双方の観測と処理を一元化した強力な監視システムを開発・整備することが必要で

ある。そのためには関連技術の調査研究を早急に実施することが不可欠となっている。

1．3　関連技術の動向

o

q

　地震計測の歩みが示すように、地震予知技術の近年の進歩には、関係者さえも目を見張るものが

ある。すなわち、予知計画が発足した昭和40年代前半の地震計測技術は、エレクト・ニクスによる

計測がこの分野にもようやく定着し始めたばかりで、主要観測機器としては、トランジスターを主

体として製造された増幅器・時計・アナ・グデータレコーダー・イγク書きレコーダー等が目新し

い測器として整備の対象であった。観測結果の験測と処理は殆どが人力によるといった状況で、コ

γピューターの使用も、震源決定などごく一部の処理に限定されていた。予知計画の推進に対する

関係者の熱意と、エレクト・ニクスの目ざましい発展を反映して次第に変貌を加速し、最近では殆

どの観測機器がIC等の採用により小型化されると同時に、飛躍的に性能が向上してきている。この

ため従来は、測器の性能限界から断念していた観測への取り組みが可能となった対象も数多い。ま

たコソピューターを含むデジタル処理とその応用技術の多角的な導入も、円滑に行えるようになっ

てきたので、観測と処理を直結した装置も数多く出現し、高度な処理情報を直接得る観測方式の普

9
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及が早まって、予知のための観測対象は急速に拡大されつつある。

　一方、地震予知に関する最初の提案（通称ブループリント）で採り上げられた殆どの予知手法は、

机上の構想の域を出ない状態から出発したが、この20年間に発生したいろいろな型の地震、例えぽ

松代に突然発生し複雑な過程を経て終息した群発地震、予測通り空白域を埋めるように発生した十

勝沖地震、顕著な地殼変動と異常な地震活動を伴った一連の伊豆半島近傍の大地震群等、幾多の事

例によって各種観測の有効性について指針が与えられた。それらに基づいて、地震の予知は行政的

に採り上げることも可能な技術水準にまで成長しているという評価さえ受けられる状況になってき

ている。ところが、このような評価には一部問題があることを指摘しておく必要があろう。

　地震予知の基本方針の中で策定された各種の予知手法は、被害を伴う何種類かの地震の洗礼によっ

て多くの知見を得て洗練されてきた。しかし、最近になって前兆現象の出現は定まったパ穿一ソを

示さないという知見も得られているので、大地震の発生過程の法則を見極めるためには、まだまだ

補足すべき知識が数多く残されているものと判断せざるを得ない。

　例えば現状では、地殻変動現象にも地震活動の変化にも、どのような変化を異常と定義するかに

ついて、個々の観測点ごとに定量的な基準を示しうる根拠は殆ど無いと言ってもよい。したがって、

それぞれの観測は地震発生を予測するための情報の取得をはかるとともに、対象とする地震あるい

はそれに類した地震の発生による経験の補足を期侍している一面を残しているのが実状であろう。

このような事から、どの観測点のどの観測項目にどのような現象が現われた時に、大地震発生の可

能性が強まったと判断するかについての基礎は、まだ規格化されるには至っていないといっても過

言ではない。

　この様な状況をふまえ、予知関連の各機関は、測地学審議会の建議に盛り込まれた指針に沿って

研究的な観測を意欲的に展開し、新しい経験を積み必要な知見を補修することによって、地震発生

とそれに付随して現われる前駆的な地殻活動との因果関係を見極め、地震予知技術の確度の向上を

図っている。しかし、まだ十分な経験則を抽出するに足るデータを得るには至っていない。

　このような状況説明のみでは、地震予知は不可能なのではなかろうかといった懸念を抱いてしま

いそうであるが、これまでに述べた評価は、あくまでも実験物理学的な面から見た、地震予知技術

の理想的な側面に対する現状を紹介しているに過ぎないもので、予知の技術は必ずしも悲観的な材

料だけではない。すなわち、この20年間の研究により、地震は断層上で一連の過程を繰り返しなが

ら発生しているという、予知計画を組み立てる上で、重要な知見が得られている。したがって、過

去に発生した地震の十分な資料が得られるならば、予想される震源モデルを作成することは可能で

あり、出現する可能性のある異常現象を、理論面から推定することも不可能ではなくなりつつある。

このことは、たとえ観測による経験的な裏付けが不足していても、各観測点が理論的に期侍できる

異常現象を捉えるために、必要な性能を具えた観測装置の整備を進めるならば、大地震発生の可能

性の判定の成否は決して悲観的な面のみでないことを意味している。

10一
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　しかし、この手法を用いて予知を実現させることも、必ずしも容易な事業とは言えない面がある。

すなわち、すべての観測が震源域近傍で行いうるのであれぽ好都合であるが、一般には震源域から

かなり距った地点で観測が行われており、この場合には異常の伝達媒体が必ずしも均一ではないこ

ともあって、震源域で起きつつある異常な現象そのものを正確に把握できない。すなわち、観測さ

れる現象は伝播途上で変質を受けており、必ずしも理論による計算通りには出現していないことが、

これまでの経験から確認されている。この対策としてかなり多くの観測点で、多くの種類の観測を

行い、観測網全体の変動パターンで異常を判定することが必要とされている。

　一方、前兆的な地震活動を定常的な活動と区別し、地震活動面から大地震発生の可能性をより正

確に判定するには、最小限の条件として、地震の波形データからP波・S波に関する情報を験測し

て震源要素を決定し、そり時空間的な変化をたえず追跡できることが必要とされている。すなわち、

地殼変動現象は時々刻々に得られる生データ自体に、異常か否かの情報が含まれているのに対して、

地震観測で得られる生データは、補助的な評価資料とはなりうるものの、震源要素の決定がなけれ

ば殆ど判定資料としては利用できない。このため地震の波形データを迅速に験測して、震源計算を

行うまでの一連の処理の自動化手法を確立することが必要である。元来地震波形の験測には、経験

による高度の判断を必要としており、人間の介在なしに信頼のおける結果を得ることは容易ではな

いと認識されている。しかしながら、この技術を確立しておかないことには、1983年5月の日本海

中部地震の余震活動、あるいは同年10月の三宅島噴火前後の地震活動の時のように、短期間に多数

の地震が集中して発生した場合には、人手の介在を必要とする現在の監視システムでは、地震活動

の監視機能は大幅に低下してしまう。したがって、1978年伊豆大島近海地震の直前の地震活動を上

まわるような前震活動が発生した場合には、判定作業に混乱が生じてしまうことは明白である。

　全国6か所に設置されている予知観測センターを所管する大学では、第4次地震予知計画の一環

として、このような処理の隆路を解消するとともに、東京大学に設けられた地震予知観測情報セン

ターに、微小地震の活動情報を円滑に送付することができるように、それぞれの観測点から所属す

るセソターにデータを集中し、自動験測を含む一連のデータ処理を施す手法の開発とその実用化に

取り組んでいる。これにより自動験測技術の開発は、それぞれの機関でかなりの成果があげられて

いる。しかし、その処理装置を地殼変動の観測・処理システムと有機的に結合させ、総合的に大地

震の可能性を判定するために用いるといった実務的な内容の技術開発までは完成されていない。
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第2章　地震活動総合監視システムの開発研究

2．1ハードウェア設計＊

2。1．1　装置の構成

　業務用の観測処理装置には、一般の測定器とは異なり、必要な機能を具えているだけではなく、

操作あるいは保守が容易で、しかも機械的及び電気的に堅牢で故障の少ないことが、最低限の条件

として課せられている。また得られる処理結果が安定し、常に信頼のおける出力を提供できること

が要求されることも言うまでもない。

　このような条件を満足させる装置を設計するには、通常は処理内容が明確で、しかもその観測・

処理手法が規格化されていることが前提となる。しかし、大地震発生の可能性を評価・判定するこ

どを目的とした処理システムの整備を計画する場合には、これらの条件は十分に整っているとは言

えない状況にある。すなわち、どの種の観測にどのような変動が生じたら異常と判断するのか、あ

るいは地震活動のどのような変化を異常と判断するのか等については、調査・研究の段階を完全に

超えてはいないものと評価されており、地震予知の観測・処理手法はまだ完全には規格化できる状

況には至っていない。

　このようなことから当面各種の観測を強化する一方、予知の手がかりに関する経験を逐次積み上

げることの必要性が、一貫して予知計画に盛り込まれてきた。ところがそれとは裏腹に、大規模地

震対策特別措置法では、地震防災対策強化地域等に関しては、業務として地殻の活動状況を即時的

に把握し、異常を判定することを求めている。このため、地震活動の即時解析に不可欠な、地震波

の験測の自動化手法の開発が、強く求められるようになってきている。

　この研究はこのような背景のもとで発足したものであるから、まだその内容には試行錯誤的な面

も多く含まれている。地震の験測は、元来高度な判断を必要とし、結果の信頼度を高めるために、

験測処理とその結果を用いた震源決定計算とが、相互に検定しあいながら最終結果を得るといった

過程を必要とする。このため、験測精度が悪ければ、本質的に震源計算の解は精度が不足する傾向

があり、冒頭に述べた業務として用いる装置としての条件（安定した出力の提供）を、完全に満足

させることは容易ではない。このような難問を抱えてはいるがこの班究では、とりあえず操作と保

守の容易さに設計の重点を置き、目標としては、できる限り装置の大型化を抑止し、簡易と堅牢の

＊松本英照：地震火山研究部
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q

条件を優先する方向で、ハードウェアの設計とそれによって得られる処理機能の拡大を図ることと

した。

　図2．1．1に開発用の実験機材として構成した処理システムの概要図を示す。この装置の構成に際

しては、堅牢さの面でハード・ジックに近く、同一規模の構成でもハード・ジックに比べ桁外れに

高い処理機能が期待されるマイク・プ・セッサーが、前処理装置として付加されている。これは主

処理装置の負担を軽減し、小規模な処理システムでより高度でかつ正確な処理を実現させることを

目的として導入したものである。これらの構成素子ごとに必要な機能をもれなく実験評価するとと

もに、採り上げた処理項目ごとに操作性の評価を行い、業務用として整備すべき装置の必要条件を

吟味するために、この実験システムを構成し、開発ツールとして用いた。

2．1．2　基本構想

　図2．1．1に示す構成のうち、ミニコンを含む主要機器は、既存の装置を転用したものであるから、

装置規模としては理想的な業務用システムとはかけ離れており、この図に示す構成は、ハードウェ

ア構想のすべてを表現するものではない。この図で示した方式の特徴として次のような点があげら

れる。

i）　主処理装置の負荷を軽減するとともに、故障による機能低下の低減と実時間処理能力の向上

をはかるために、入力成分数に応じた台数の前処理装置を導入する新しい手法が採用されている。

CPU

L　P　　CR P　　Eτ CET　　MT

T
R

R／P

TCH　　　DKCH P　　　　　　　I　　　　　　　O

MT
　　　Dβ
MT

　　　DISKMT

AI　DI DI　　　I　　R　　T　　　　GD

ADR

P
P
u

GD

HC

DELAY P
P
u

P
P
u

P
P
uT【ME

A－D

ADR

図2．1．1　研究用器材として用いた処理システムの機器構成図。

CETニコンソールタイプライター
P　P　U二前処理装置

ADR：アナログデータレコーダー
A　I　　アナ・グ入力インターフェイス

D　I　　デジタル入力インターフェイス

I　R　I二割り込み入力インターフェイス

R／P：紙テープリードバンチ

HC　：ハードコピー
その他は汎用記号である。
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このシステムは、マルチプ・セッサー方式の一例として、マイク・プ・セッサー導入手法の利点と

欠点を綿密に評価することができる。

ii）　一つの管理プ・グラムで全ての装置とその処理内容を一括制御する方式を採用したので、観

測とデータ処理の密な結合を必要とする監視システムとして、構成上の最小限の条件は満足してい

る。したがって業務用の監視システムの基本的な手法開発には、一応完備したツールである。

iii）各部の処理は、グラフィックディスプレイを介在させた会話処理が可能な設計となっており、

業務用として使用する場合の操作上の問題点の改善と、細部設計条件の確定に有効に使用できる。

iv）　地震活動と地殻変動の双方のデータを同時に取り込んで、それぞれに必要な処理をオソライ

ンあるいはオフラインで行い、必要とされるすべてのファイルを作成する一連の処理を、並列に行

うことができる装置構成となっている。したがって、ファイル作成に関する基本的な設計条件の確

定に有効に使用できる。

　この実験機材による各種の評価実験により、地震活動総合監視技術の基本的部分はほとんど吟味

し得るので、結果としてこの実験機材の構成に関する検討は、業務用として整備すべきハードウェ

アの基本構想の骨格を検討するのと同じ効果をもたらすことが期待できる。

　なお、ここで使用した前処理装置（図2．1．2）には、ROM8KB，RAM4KBを実装した8085型

のマイクロプ・セッサーを使用し、独自のモニタープログラムと、前処理に必要なアプリケーショ

・
も

シート

中　央　処　理　装　置

　　MP－85

團　團
入　力

デジタル
　入力
ユニット

デジタル
　出力
ユニット

割り込み
　入力
ユニット

デジタル
　入力
ユニット

デジタル
　入力
ユニット

テナス

ト

操　作　部

デジタル
　出力
ユニット

デジタル
　出力
ユニット

図2．1．2　前処理装置の内部構成図。
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ンプ・グラムとを組み込んでいる。ごく簡単なハードウェアの管理を行うとともに、P波初動とS

波の検出処理及び地震動終止の判定を行わしめる方針がとられた。

　一方、使用した主処理装置には、主メモリー360KBを実装したオキタックシステム50／40が充て

られ、すべての処理をその汎用オペレーティングシステムにより管理する方式がとられた。多成分

の地殻変動データのオンライン入力とオフラインのデータ編集処理を行うとともに、多成分の地震

波形データと前処理装置による地震波到達に関する判定信号とを入力して、地震波初動とS波の再

験測と震源決定を行い、その結果と地震の波形データを、ファイルとして編集する処理を併行して

行わせる方針がとられた。

　この構想は、小規模構成のハードウェアの基本設計の一例として、他に先駆けて採り上げたもの

で、今後もマルチプ・セッサー方式による地震波形処理手法の典型的な例として関連分野で応用さ

れていくものと思われる。

　しかしながら、ハードウェアの管理面では、この時点のマイク・プロセッサーに適したオペレー

ティソグシステムがなく、システム内に使用される台数が増加するに従って、人力による各種の管

理が加速的に必要となり、システムとしての管理はだんだん困難になる傾向が見られた。このこと

は、業務用の大きなシステムを構成する場合には、この問題をまず解決する必要があることを意味

している。管理プ・グラムの完備したマイク・プ・セッサーの出現を待って採用するのも一つの解

決法ではあるが、現状ではやはり処理を集中し、全ての処理を、管理プ・グラムが完備した大型コ

ンピューターに一括して行わせる手法が、操作と保守の面では優れていると言わざるを得ない。し

たがって、ここ数年内に関連システムを整備する場合には、この判断に沿って整備をすすめること

が必要であるというのが、この研究での結論となっている。

　このような観点から策定した、ハードウェアの基本構想を図2．1．3に示す。この構想は、市販、

コンピューターの平均的な演算能力を調査して構成を決定したものであり、これを基本にハードウェ

アを整備すれば、地震活動の追跡に必要な処理は、無理なく消化できるものと確信している。

勺

2．2　ソフトウェア設計＊

2．2．1基本的条件

　前節の『装置の構成』の項で述べたように、業務に用いる装置には、操作と保守の容易さが無条

件に求められるが、地震業務の中でも地殼活動の監視あるいは異常を検出した後の判定作業のよう

に、特に緊急性の高い作業に使用する装置に対しては、殊更に操作の単純化をはかることが必要で

ある。不注意による誤操作あるいは不慣れによる操作遅滞が起きにくいように十分配慮して、ハー

＊松本英照：地震火山研究部
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1NT 　　　　DK
INT 1NT CD　　　　CD
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図2．1．3 完全なバックアップ機能を備えることを条件とした地震活動総合監視システムの構成図。．

OD　K：光ディスク記録装置

C　D　二文字表示器

L　GD：大型図形表示器

その他は汎用記号である。

C　C　U二通信制御装置

INT：インターフェイス
KB　：鍵盤（会話用）

9

ドウェアとソフトウェアの構成を決定し、特にソフトウェアの面からは、装置の全ての機能が短時

間に発揮できるよう、操作の組み合わせあるいは操作の方式等を選ぶ必要がある。しかしながら、

操作性の良し悪しという判断には絶対的な規準を設定する術はなく、例えぱ熟練者にとって都合の

よい操作は、未熟な人にとっては不適当な場合もある。逆に未熟な操作者に目標を置いたのでは熟

練者にとっては、操作が冗長すぎるといった矛盾がつきまとうものであるから、操作に関するソフ

トウェアの構成の詳細な方針は、当事者でなくては決定できない面がある。

　幸いなことに最近は、パソコン単体あるいはマイク・プ・セッサーを用いた装置で、プ・グラム

によって機能を決定する方式のものが急速に普及し、気象庁でもかなり多くの部署でこの種の装置

の操作に慣熟した技術者が増加してきている。このような状況を考慮して、操作に関しては特別な

労力をかけて新しい手法を開発することはとりやめ、可能な限り既存の確立した操作手法を転用す

る方針を採った。

心

ε
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馬

　実験のための装置およびソフトウェアを構成するに当たっては、データを入力しつつ出力のファ

イルを作成する一貫作業の処理と、監視業務としての定常的な処理（例えば日報・月報・障害情報

等の作成と出力）の機能を重視して、これらの内容については少なくとも業務として運用する場合

の条件をもれなく吟味し確定することを目指した。そのために必要と思われるソフトウェアの内容

とそれに応じたハードウェア構成とを吟味し、試験を行った。

　試験に際しては、本来は同時の並列処理で実行することを必要とする処理プ・グラムが稼動試験

中に、ハードウェアの不足が原因でプログラムが停止してしまい、試験が中断するような事態もし

ばしば発生した。またその他様々な形態の不能処理も発生した。しかしこの試験では、それらが机

上の検討でも原因の追跡が可能で、入出力装置の不足に起因することが判明した場合には、実験に

よる確認は省略する方法を採り、装置構成の規模は小さく、ソフトウェア構成は大きくといった矛

盾を妊んだままの計画による開発への挑戦を続けた。そして計画年度内に所定の吟味を一応終え、

それに基づき地震活動総合監視システムの開発に関する研究の結論をとりまとめてみた。

ヨ

2．2．2　地殼変動監視処理関連のプログラム

　地殼変動監視手法を構成する各手法を評価する目的で使用したデータ処理に関するソフトウェア

は、次の通りである。

　1）ADIN
　このプ・グラムは、オソライソで地殻変動関連の多種類・多成分のデータをコソピューターに入

力し、全時間・全成分の観測量を無休で監視する手順と、磁気テープと磁気ディスクの双方に、入

力信号に対応したデータファイルを作成していく手順を吟味するために用意されている。

　ハードウェア構成上の制約から、最高サソプリング周波数は4Hzと低いが、16成分までのアナ・

グ信号を12ビットのデジタル信号に変換して、コンピューターに入力し演算する機能を持っている。

更にこのプ・グラムは、入力されたデータが異常値か正常値かの判定を行い、異常値を検出した場

合には、異常値の発生時刻と異常の大きさを印字する。A／D変換後の出力を1成分1データ毎のデー

タ配列として、図2．2．1のフォーマットで、磁気テープ及びディスクに記録し、ファイルとして保

存・管理する処理を行っている。

　2〉CNSTIN

　このプ・グラムは、入力される信号の成分、各入力信号の電圧物理量の換算率、観測地点名等、

観測条件の変更に伴って変る観測点の管理常数、あるいは異常値の判定に用いる観測点毎の処理常

数等の、登録・変更・抹消などの関連処理を行うもので、保存データの情報を管理する手順を吟味

するために用意されている。このプ・グラムは、ADIN等のオンラインプ・グラムが動作している

メモリー領域（パーテイション）以外の領域で、オフライン処理として実行される。

　このプ・グラムはオペレーターのコマンド操作により随時起動し、上記の常数を個別に管理する
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ノ／　　、　　、　　　、　　　、　　　、　　　　、　　　　、　　　　　、　　　　　、　　　　　、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／／

toのデータ　　　to・←250目S　　　　　　to十250日S　Xn
　　　　　のデータ　　　　　　　のデータ

地殼変動監視観測の一次データファイルの書込みフォーマット。処理時間を節

約するためにデータ配列は成分毎にはなっていない。

機能を持つが、外部条件の変更に伴い、常数変更の必要が生じた時以外には、起動させる必要はな

い。なお、これらの常数はディスク内に登録する方式が採られ、ADINが起動している時に参照す

る方式を採っている。

　3）PHGX
　このプログラムは、データファイル内の信号形態と時間軸の統一、不良データの除去とその補間、

データ量の圧縮等に関連した験測手順の構成を吟味するために作成された。

　現在気象庁に集中されている地殼変動関連の観測データは、観測・伝送方式の相違によって信号

形態が異なる場合があり、また同時に入力された信号相互にも、サンプルされた時刻が異なる場合

もあるので、これらを整合し、同一の解析は同一のプ・グラムで処理ができるデータに変換してお

く必要がある。また送付される観測データには、伝送あるいは地震の発生によって生じる装置起源

の雑音と、調整・校正・誤操作等人為的な起源の雑音とが混入し、直接長期的な変動現象を解析す

る為に使用するデータとしては不適当である。このためADINで作成されたデータファイルは、1

度グラフィックデイスプレイに表示し、目視検査により雑音と見られるものを完全に除去し、その区

間を短期間の欠測として補間し、長期変動の解析に便利なファイルに変換する。一方、ADINで作成

されるデータは、地殼変動監視の主要処理には必要以上の高速サンプリングを行っているので、処

理の内容に応じ冗長分を圧縮し、最適なデータ密度に変換したファイルを準備しておく必要がある。

　またリアルタイム処理のため処理時間が極端に制限を受け、図2．2．1に示したフォーマットで作
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も

成された1次のデータファイルは、利用毎にデータの直並列変換を行う必要があり、処理に多くの

時間を要するので、緊急な処理に使用するファイルとして必要条件を満たしていない。

　このようなことから、このプ・グラムでは12秒に1データの1次データ50個を平均して、それ

を10分毎のデータと見なし、10分に1データのデータ列に変換するとともに、図2．2．2に示すよう

にデータの直並列変換を行い、成分毎に10日分まとめ、そのデータブ・ックを成分番号順に並べて

2次ファイルを作成する。なおこのプ・グラムも、CNSTINと同様に相互に異なるメモリー領域を

使用することにより、ADINと平行して処理を進めることが可能な構成としている。

　4）　FVROOT

　このプ・グラムは、PHGXで旬毎に編成された2次ファイルのデータ形式を、更に高速処理に適

応する形態に変更するとともに、日報・月報・年報等の作表と、長期間データの表示等の処理、あ

るいはファイルのデータを用いたスペクトラム計算等の演算・処理を行う。地殼変動のデータを主

体として地震発生の可能性を検討するために必要な資料の構成を吟味するために作成された。

　このプ・グラムでは、PHGXで作成された10分に1サソプリングのデータを、更に1時間1デー

タに圧縮するとともに、旬単位で成分毎にまとめられていたデータブ・ックを、1か月単位にまと

めかえ、長期間データの高速処理に適合したファイルを作成する。また必要とするデータ区間を任

意に抽出して、目報・月報・年報を印刷したり、あるいはグラフィックディスプレイに表示し、必

要な場合はその表示のハードコピーをとる。また、判定作業に用いる画像の処理を想定した資料作

成の処理手順と、指定した任意の区間データを用い、波形解析処理等を行うバッチ処理とファイル

V　O　L　UME

F　i　l　e

　　　！　　　／　　　／　　！　　！　　／　　■　　！
　／　1　1　／／

！

／

！

BOT

File1

，霧

　　　　File2
M
z

　　　　　ノ

T
M

FlnalFile T
M

T
M EQ

　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー“辱甲
！　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、一嘱

　　　　　　　　　　　　　』　　』／　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　噂、
　　　　　　　　　　　　　　　　一　　、

ノ

卒 卒 卒 耀 亀 亀 亀

“ 5 1 1 卒 8 1 1 ト
ち『

、 、ト 、ト 、ト
魯 しo 1 、卜 1ト 、ト φ．

ム 巡 螺
い

、ト

ム
噸
い 懸 か　．＝．

と 1 瓜 索
o

卜｛＝・『 勧
輪 1 魚 宍

“ o
輯 ㎝

『　一 二爵一一 畷 卒 〇
一 o

N

珂 ，に 一｝一甲　一曹一　一一一一

K K
玲 口

＝
一
＝

顧
＝ 欄 軸

＝
㎝
＝

cq

＝
m
｝
一

駐癖
・一

9 o o り
，

⇔ o り 冨，簸

〃

〃

ト
ヘ
p
月
量
壽

卒
ー
ト
鴬
曜
o
p
醐
＝
Q

←jo28　W一一一←一一1028　W一｝一一一ウ

←一一一一CH1のデ　ター一一一←一一一一一CH2のデータ C　H16のデーター一一一一＿シ

図2．2．2　地殼変動監視観測の二次データファイルの書込みフォーマット。解析処理に適

　　　　合するようにデータ配列が並び換えられている。
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の保管手法が吟味された。

　なおこのプ・グラムは原理的には、ADIN及びPHGXと並列に作動し、上述の処理を行うことが

できなくてはならないが、通常は1か月に1度の編集処理を除いては不定期な作業である。これに

必要な入出力装置はPHGXと共同とすることも可能であり、現実に実験は入出力装置共用で行われ、

作業手順に大きな混乱は生じないことが確認されている。

2．2．3　地震活動監視処理関連のプログラム

　地震活動監視手法を開発するための試験と評価の対象として採り上げたソフトウェアの主要な構

成は次の通りである。

　（1）　前処理用プログラム

　ここでいう前処理とは、地震判別盤と呼称するマイク・プ・セッサーシステム』を使用して行う一

連の処理を総称する。処理内容は次の通りである。

i）　多成分の地震の観測波形データ巻遂一処理して、可能な限り早期に地震波の到来を検知し、

主処理装置が分担する精密な験測処理を確実に立ち上がらせるとともに、その検知時刻を予備的な

初動時刻として、主処理装置による第1次の震源決定演算に提供する。

ii）　その後に続く精密な験測処理に、初期情報を与える。

　前処理は、機械的に独立したハードウェアと、それにより制御される処理プ・グラムとによって

行われ、監視システムの全機能にとっては小さな処理を分担しているにすぎないが、主処理装置の

負荷を大幅に減らし、かつディスクアームのアクセス動作の頻度を圧縮することができる。またマ

イク・プ・セッサーというハード・ジックと同等の信頼性を持つ素子への機能分散により、監視シ

ステム全体の信頼性の向上をはかる新しい試みとして、その成果には期待がかけられ、ソフトウェ

アの吟味も特に念入りに行われた。

　図2．2．3にこの処理機能を吟味するために用いたソフトウェアの構成を示すが、図からわかるよ

うに、前処理装置には処理プ・グラムの他に、操作及び保守に必要な管理プ・グラムが数多く付加

されている。これが目標にくらべ処理機能が縮小された主要な原因となっている。

　一般にエンドユーザーが、自分が使用する目的で、マイク・プ・セッサーによる処理装置を設計

する場合には、機能を犠牲にしてまで、管理プ・グラムを強化するようなことは、殆ど考えられな

い。したがって、小さな構成の装置に、大型のソフトウェアを組み込み、製作費の低いわりに機能

の高いシステムを構成することも不可能ではないが、このようにして開発された装置には運用上の

欠陥が潜在し、業務用として採用するには問題が生じやすい。このようなことから、前述のような

ソフトウェアを構成してみたが、吟味の結果は必ずしも意図した全ての機能を得ることにはならな

かった。これは業務に必要な条件を優先する設計という面では、それなりに価値のある吟味を行っ

たものと言うことができよう。

哲

9
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　図2．2．4に前処理装置のために試作した処理プログラムの流れ図を示す。このプ・グラムの特徴

は、コソピューターの操作に慣れていない人でも、操作しながら処理の内容が理解でき、誤操作が

地震判別処理

や

基本甦理

プログラム

イニシャライズ処理

割り込みディスパッテ処理

W。0。丁処理

処　理

ブログラム

起動処理

常薮設定と

イニシヤライズ

ユーザーイニシャライズ処理

MEMORY　ALARM処理

レペル0　割り込み処理

レペル1　割り込み処理

レペル2　割り込み処理

レペル3　割り込み処理

レベル4　割り込み処理

レペル5　割り込み処理

レペル6　割り込み処理

判　　別　　処　　理

常数貰認

ノイズレペル

更　新

（

！∋

データ読み取り

．論

二｝欠マ噛呂一

國

ヂータ読み取り

終ア判別

図2．2．4 前処理装置内の地震認識処理手順と主処

理装置との交信手順の関係図。

図2．2．3 前処理装置内で地震認識のために行

う処理項目。各項目は次図に示され

る処理の各ステージに対応する。
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防止できるように、従来の観測装置の操作に類似したスイッチ操作で、処理装置を作動させる手法

を採用していることが第1番目に挙げられる。

　さらに、判定処理を2段階に分け、完全なリアルタイムを必要とする処理と、その処理の判断を

待ってから地震かどうかの判定を行うオンライン処理とを縦続させることにより、より高い確度で、

主処理装置の処理の起動をコント・一ルする手法を採用したことが、第2番目に挙げられる。これ

らは今までにない新しい発想である。

　この重複処理の構成により、かなり確度高く地震の判定が可能になったので、誤認による主処理

装置の無駄な処理とデイスクヘの書き込みの動作が軽減され、処理の輻較による処理停滞が解消さ

れるのみならず、ディスクのアクセスのような機械的な動作を軽減させることができる。このため、

装置全体の信頼度を向上させる面で有効なソフトウェアの構成を行い得たものと言うことができよ

う。

　（2）総合スケジュールの管理プログラム

　主処理装置がリアルタイムで処理するすべての地震波形処理に関して、系の初期化、データ入力

の制御、他機構の起動・停止、入出力機器の管理、コマンド処理等について吟味するために、TRIGIN

という名称の管理プ・グラムを試作した。データ入力の制御にあたっては、前処理装置から受けた

信号を用い、他機構の起動停止は、入力した波形信号による自からの地震の判別処理によって行う。

　図2．2．5にこのプ・グラムの地震判別処

理に関連する機能構成図を示す。図中、上　　　　地震の判別　　　　　トリガの受け付け

3行の処理は前処理装置からの信号を用い

る処理、残りは遅延入力した波形信号を必

要とする処理を示す。他のプログラムはこ

の処理結果によって起動・停止され、更に

この結果を参照して処理が進められる。ま

た、TRIGINは、コマンド処理として、各

時間ごとの地震数の集計表あるいはそのファ

イルを作成するとともに、集計された地震

図2．2．5
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主処理装置内のタスク管理

に係わるプ・グラムの機能

構成図。

の継続時間あるいは、最大値の度数分布についてファイルを作成するプ・グラムである。これは、

地震活動の監視情報として出力する機能等、一連のリアルタイム処理の流れを吟味するために用い

られた。

　（3）　自動震源決定のプログラム

　TRIGINで作成する各種のファイルを用いて、地震波のP波初動あるいはS波の再験測を行い、

その結果を用いて信頼性の高い震源を決定するために、処理過程のすべてを縦続し、人手を介さず

に地震活動の監視情報を得るATEQという名称の処理プ・グラムを作成した。
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の

　地震1つの処理時間を・定常的に3分以内に収めるには、可視記録の読み取りを必要とする方式

は適当ではない。電気信号を直接用いるリアルタイムの地震波形験測と、その結果を用いて、オソ

ラインの震源決定を行う手法の開発が必要である。

　このプ・グラムATEQは、まずTRIGINで作成した験測結果のファイルを用いて第1次の震源

計算を行い、その結果の精度を評価し、良ければその験測結果をそのまま新しいファイルヘ書く。

もし結果が悪ければ波形ファイルを用いる再験測処理プ・グラムを起動し、より精度の高い震源を

求めて処理を反復する手法を採っている。

　この処理の手順を図2．2．6に示すが、各手順の項目は、次のような機能を分担している。

　1）　処理する地震の決定

　TRIGINで到来が判定され、波形ファイルが作成されている地震の中から、震源決定精度の充分

ではない地震を選ぶ。まず1つの地震として区切られた波形ファイルの中に、規定の振幅値を規定

時間超過しているデータが、何成分ファイルされているかをチェックし、規定の成分数を超えたファ

イルは、再処理して再度震源計算を行うために、精密処理の対象として再験測を行う。

A　T　E　Q

別の地震の処理

う

処理する地震の決定

処理するチャネルの決定

位相の決定

組み合わせの選択

震源計算

計算結果の評価

再組み合わせ

終了

発震機構の決定

験震結果の出力

図2。2．6　研究開始時に設定した自動震源決定プ・グラム（ATEQ）の処理手順図。
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　2）　処理する成分の決定

　地震判別装置で、最初に初動の検出された成分の発現時刻から、規定の時問内に初動を験測され

た成分で、TRIGINで作成される最大値ファイルに、験測値が登録されている成分の波形信号につ

いてのみ、ATEQ処理の対象として精密な再験測が行われる。

　3）　位相の決定

　P波・S波の到着時刻、最大振動、地震終止時刻等、それぞれ工夫された論理処理により、自動

的に読み取られる。特にP波とS波については、複数の処理法での処理を行い、手法の優劣を検定

することも計画し、プ・グラムを構成している。

　また初動の検出については、その験測精度が震源計算の処理効率に直接影響することを考慮して、

特に念入りに処理する計画をたて、周期・振幅・明瞭度を統合して初動時刻の精度を評価するとと

もに、水平動成分と上下動成分の振幅比あるいは、ARモデルによる客観験測等の処理を重複させて、

信頼のおける初動時刻の験測をはかるよう、プ・グラムを構成している。

　またS波の験測も、その信頼度を高めるために、最大動との振幅比を用いる検出手法にAR法に

よる客観験測の処理を加えた。特にS波の誤認率の低下をはかるためには、震源計算とその結果を

用いた読み取り値の評価、さらにその評価を反映した再験測との3つの処理を組み合わせ、それを

繰り返し行う等、幾重にも験測をチックするプログラムの構成法について検討を行った。

　4〉組み合わせの選択処理

　地震波到来の1次判定の信号として、前処理装置から主処理装置が受け取る信号は、TRIGINの

プ・グラムで受け付けられた時点で、仮の初動時刻として登録され、第1次の震源計算に使用され

るが、この場合規定の時間内に規定観測点数の初動時刻の登録がなければ、ATEQによる処理は起

動しない。また例えこの条件が成立してATEQが起動しても、震源の求まらない場合も多い。すな

わち、大幅に験測を誤った成分があったり、あるいは験測は正確だがたまたま近接した時間内に異

なった地点で地震が発生した場合には、震源計算は解が求まらない。

　このような事態は観測網が広域化し、しかも高感度化している現在の観測では、日常的に発生し

ているので、験測とは別にこの対策の自動化が必要である。このプ・グラムでは、第1次の震源計

算で演算結果の収束の悪い場合には、和達ノモグラムあるいは初動振幅とS－P時間の関係を用い

て、異なる地震の験測データの排除と、データのグループ分けを目的とした検定処理を行い、自動

的に験測データの合理的な組み合わせを、決定するための手法について吟味した。

　5）　震源計算処理

　震源計算には、所要時間が短く所要メモリーも小さなことを特徴とするプ・グラムと、計算結果

の信頼度が高いことを特徴とするものとがあるので、この実験では複数の震源プ・グラムの選定と

実行順位を、オペレーターが任意に設定する方式を採っている。例えば、第1次の震源計算のよう

に、初動検出のリアルタイム処理に追従できる速度を要求される処理には、計算の速い方式のプ・
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グラムを、また後述のMAEQのようなオフラインの震源計算では、速度は無視しても精度の高い結

果を得るプ・グラムを選択できる構成を採用している。

　6）計算結果の評価処理

　震源計算結果の精度の評価は、計算が終了するかあるいは打ち切った時の震源位置と、その前回

の計算位置とのずれの量、すなわち計算結果の安定性を検定し、規定の条件に達しない時は、計算

結果不良のメッセージを打ち出し次の処理に移る方式を採った。また走時残差についても検定し、

これもプ・グラム内で定めた規定の条件に達しない時には、観測データの再組み合わせ処理を行い、

その成果を用いて再度震源決定を行う方針を採り、プ・グラムを構成している。

　7）観測データの再組み合わせ処理

　処理の対象として、ATEQが採り上げた観測成分の走時残差が、規定に達しない時には、4）で述

べた組み合わせ処理手順で、験測値が異常と判断され震源計算に用いるデータから除外されていた

験測成分に対し、それまでに得られた仮の発震時と震源位置を用いて、排除の妥当性を再検討する。

それによって有効な観測として評価できる観測成分を検出した場合には、そのデータを加えた再計

算を行い、可能なかぎり、震源を求める方針を採リプ・グラムを構成している。

　（4〉発震機構の決定処理

　発震機構は、地震の発生位置によってほぽ一定し、その変化は応力分布の変化を反映するものと

して、大地震発生の可能性の追跡手法の1つとしてその監視が要求されている。このようなことか

ら、このプ・グラムでは明確に験測された初動方向の地理的分布と震源位置とを用いて、発震機構

の自動決定処理を試み、その手法の信頼性を吟味した。

　（5）　験測結果の出力

　地震終止を判定した地震は、験測処理の終了を待って、験測結果を印字出力される。また同じ内

容が、験測ファイルを作成するためにディスクにも出力されるが、この処理に割りあてられるディ

スクの容量には限界があり、このままのハードウェア構成を業務に適用する場合には、業務の形態

に即して毎目、あるいは週に1度の再編集を行う必要がある。しかしながらこの手順や内容につい

ては、ハードウェアの構成を変えれば内容の変更は容易である。いつどこに何を出力するかについ

て、また各種の情報の管理方式をどうするか等については、整備時に機器の構成に即して再度検討

すればよいので、ここでは大学等とのデータ交換に便利なフォーマットを採用する方針で、調査・

研究用にも便利な資料を残すことに主眼をおいて、出力手法を吟味した。
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2．3　ソウトウェアの特徴＊

　大地震の発生の可能性を物理的基礎に立って判定するには、前兆的な地殼変動あるいは前震の発

生を前提としている。さらに現在までに得られている知見によれば、たとえ前兆が出現したとして

も、個々の観測量単体に出現する異常のみで、可能性を結論することには、問題が多過ぎると考え

られている。最低限の機能として、異常の地域的分布あるいはそれぞれの変動状況程度を即時的に

図示できなければ、判定に大変な労力ど時間を要するのみで、信頼のおける結論を得ることは困難

となろう。また、過去の経験あるいは岩石実験等から、地震発生の直前には歪の進行速度が変化し、

微小な破壊が発生する可能性の強いことが指摘されている。したがって、これらの時々刻々の状況

を、観測と即時の処理とによって常時追跡していなければ、異常の発見は原理的に不可能と言えよ

う。

．このようなことから、地震活動総合監視技術の開発に当たっては、これらの現象の常時監視と判

定のためのデータ処理に必要なハードウェアの構成と、ソフトウェアの構成について、開発ツール

を用いて吟味を行った。研究の成果として、今後の整備のためにまとめたソフトウェアの基本構想

は次のような内容である。

吃

2．3．1地殼変動関連プログラム

　前にも述べたように、地殼変動関連の観測データは、時々刻々のデーターつ一づに、異常かどう

かの情報を含んでおり、この情報をいかにわかりやすく人間の判断に反映させるかが、監視システ

ムに組み込むソフトウェアの作成に際して最大の課題となる。

　この開発・研究では、内容にも形態にも類似点の少ないデータを多成分入力し、コンピューター

内部では同質のデータとして扱うことのできるように、ファイル化していく手法と、データの表示

法について、ソフトウェア構成の吟味を行うとともに、入力するデータの監視手法について実験を

行った。図2．3．1に実験を行ったファイルの作成・洗練手順と、データ監視との関連を示す。

　この結果、この種のデータを用いて、業務用に監視処理システムを整備する場合には、次のよう

な点を考慮する必要があることがわかった。

i）　高速でしかも大型のコンピューターの導入を前提とするにしても、人間の介在による不良デー

タの除去と、データの縮減課程は残存させるべきである。また、この開発ではデータの補間処理を

当然の作業として組み込んであるが、業務化の際は、組み込むべきか否か、組み込むとすればどの

ような方式により、どれだけの区間までを対象に、行うべきか等について、庁内のデータ管理方針

に照らし、再検討すべきかもしれない。

＊松本英照二地震火山研究部
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鳶

異常判定資料

データチェック

　リスト

験測資料

判定資料

日・月・年表

納　　丁
　　ワーキングフアイル　　AD　I　N

lll∵十

　　　　　　　　P　H　G　X　　DK2次ファィル

llll』ll斗

　　　　　　　　F　V　R　O　O　T

　　MT3次フアィル⊥

図2．3．1各処理プログラムとその出

　　　　力ファイルとの関係図。

ii）　データの監視については1気象・天

文等の影響で発生する擾乱は、即時の補正

処理を行い、地殼変動の検知力を向上させ

て、できるだけ小さなイベントも採り上げ

る形式の処理手法を採用する必要がある。

装置のドリフトあるいは長期の変動現象に

対しても、可能な限り予測フィルター等の

処理を併用して除去し、短期変動に対する

検出能力を重視したソフトウェアを構成す

ることが必要である。

iii）　分かりやすいデータの表示は、判定

に最も有効な基礎情報を提供することにな

るので、可能な限り多くの表示手法を吟味

する。また、それぞれの表示処理に際して

は、表示する時間・感度・成分数等の変数

を手軽に変更できるような、手順を盛り込

むことが必要である。

iv）　データの解析については、周波数分析はもちろん、地殼変動のベクトル合成演算、あるいは

多次元表示に関連する解析手法を可能な限り豊富に組み込み、その結果を多様な形式で表示する出

力方式を用いるべきである。

2．3．2地震活動関連プログラム

　地震活動の監視に関連する業務では、地震の震源決定が不可欠であり、地震が発生したら何をさ

しおいても、早急に震源を決定する必要がある。

　現在気象庁では、可視記録を介在させた半自動の地震験測処理方式を採用しているので、最善を

尽くしても、1つの地震が発生して7～8分経過しなければ、震源要素を決定することはできてい

ない。このことは、1時間に10回以上の地震が発生すれば、処理作業が延滞し、気象庁の地震活動

監視機能が低下することを意味し、この改善なしではとても大地震の発生の可能性を判定する責任

を、全うすることはできないであろう。

　また、この研究の当初に計画していたように、小型ハードウェア構成に固執していたのでは、信

頼のおける初動検出の全数比が85％を上回るソフトウェアを組み込むことは不可能である。また小

規模なハードウェアの増強方式では、信頼のおける初動検出が全数比90％を上回る機能を組み込む

ことはできないことが、この研究ではっきりした。これらのことから、中小規模のハードウェア構
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成で行う処理についてはその検討を省略し、スーパーミニコン3台程度の大型なハードウェア規模

によってのみ実現しうる、ソフトウェア構成についてまとめた基本構想を述べる。

　（1）　前処理の機能関連

　オンライン処理のプ・グラムを圧縮して、コンピューターの負荷を減らすことは、方式の如何に

かかわらず重要である。このためには、地震の初動をいち早く検出し、精密験測を起動する機能を

組み込むことが最も有効と思われる。この開発では、この機能をマイク・プ・セッサーに分担させ

ることを計画したが、これはシステムの構成条件によって固執する必要はなく、要は開発した処理

手順が活用されればよい。

　この報告書では大型な処理システムを推奨しているが、その場合にはこの開発で得た前処理の技

術は、そのまま全システムのバックアップ機能の組み立てに利用することができる。すなわち地震

活動の監視処理を分担する装置、あるいは地殼活動の監視処理を分担する装置のいずれか一方に故

障が発生した場合には、残された処理装置は自己の分担する機能の一部を一時停止して、他方の装

置が分担していた必要最小限の処理内容は代行するよう、システムを構成する必要がある。いずれ

の装置に故障が発生した場合でも、最も大型の演算を必要とする地震波形のリアルタイム処理の切

り捨ては、避けられない。このような場合にはまず、震源決定に最小限必要な成分のみに入力信号

・数をしぽることが必要になる。また、バックアップ用に付加した装置により遅延信号を得て、可視

のトリガー記録を出力するなどして、人力による小規模な験測処理を行うか、あるいはこの研究で

開発した機構を用いて、初動の簡易な検出処理と応急的な震源決定を行うことも必要となろう。こ

のようなことからこの研究で開発した前処理に関するプ・グラムは、その応急的機能に関するソフ

トウェアとして、有効に利用することが考えられる。

　（2）総合スケジュール関連

　いくつかのプ・グラム（ジョブ）を組み合わせてまとまった機能を得るには、それら相互の結合

と交通整理が必要である。総合スケジューラーは、その種の処理を分担し、システム全体の機能を

形成する基幹となるソフトウェアであり、ハードウェア全体の稼動効率を左右するものであるから、

必要な機能とその実行タイミングについては、十分に吟味しつくさなければならない。

　この開発研究では、開発ツールとして使用したコンピューターの規模が限定されていたため、大

規模なハードウェア構成を必要とする大きな処理内容に対して、一連の処理スケジューラーの完全

な働きと、実験による詳細な手順の吟味は、十分にはできていない。したがって、ここでまとめた

基本構想には、机上の検討のみによって得た結論も含まれている。このことは実用システムを設計

する際、ハードウェアの構成の細部については、推定部分も含まれているので、選択する処理手法

に合わせて、整備の際には再度検討を要する内容であることを、あらかじめ断わっておく。

　前にも述べたように、地震防災対策強化地域に係わる観測は、急速に強化され、気象庁にはかな

り大量の観測データが集中されたが、強化の時期がたまたま関連技術の大幅な変換期と一致し、各
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機関が独自に観測方法を選択し、データ交換に際しても特別な変換は行っていないので、集中され

たデータの形態はほとんど統一されていない。したがって、これらのデータをコンピューターに入

力し、統一した形態でデータファイルを作成することが、大変な難事業となることは衆目の一致す

るところがあり、この解決をさけていたのでは、気象庁の地震関係のデータ処理業務のシステム化

はできない。このようなことから、新しいシステムの総合スケジュールを設計する場合にはミこの

難問の解決を優先して計る必要がある。

　ここでのまとめの中では、開発としての実作業の内容には含まれていないこの種の処理について

も、総合スケジューラーの主機能の一つとして盛り込むことにする。

　コンピューターヘのデータの入力には、いろいろな装置や手法が用いられているが、磁気テープ

やカードの読み込み等のように、一般にはコンピューター主導でデータを採り込む場合が多く、こ

の場合には、データ入力には困難は生じない。一方、電気通信を利用して伝送される信号を、リア

ルタイムで入力する場合は、コンピューター主導かどうかを問わず、CPUにかなりの負担がかかる。

そのため、通常は通信制御装置として、専用の小型のコンピューターを充当する事例が多く、これ

に類似した処理関連のソフトウェアの蓄積は進んでおり、いずれのメーカーでもかなりの実績があ

るようである。

　上記のように気象庁に集中されている地震予知関連の観測データは、分解能・サンプリング周波

数・フォーマット等が全く統一されていない。このようなデジタル信号を主体に、若干のアナグ・

信号もまだ残されている状況なので、これらの規格を統一して、コンピューター内部の処理に便利

なデータに交換し、ファイルを作成していくには、既成の手法の応用は不可能であり、特別な工夫

が必要である。

　ここではこの種の処理のために、異なるサンプリングと異なる分解能（ビット数）の信号を、一

旦大容量のバッファメモリーに個別に入力し、コソピューターに取り込む時には、一括して同一タ

イミングの同じ形態の信号として出力する特別な変換バッファーを、通信系とのインターフェイス

として採用することを提案したい。

　また、整備の対象となる処理装置は、予測のできないイベントを24時間無休で捜索し、大きな地

震の発生の可能性を常時評価していくための装置であるから、機能の完全停止は許されない。この

ようなことから、総合スケジュールの管理ソフトウェアには、データの入出力処理ともからんで、

故障時には、平常時に各々のプ・セッサーが分担する処理、及び必要な入出力装置を切り分けて再

配分する処置として、大変に複雑な機能を必要とすることが判明している。この処理は、ク・一ズ

カップルのマルチプ・セッサーの管理手法として、すでに机上の検討は終了し構想設計も終わって

いる。系の初期化、他機能の起動停止のコマンド処理等、この研究開発で吟味して得た基本的な管

理機能と、机上の検討で得た気象庁独自のバックアップ機能とを組み合わせ、新しいシステムのす

べての機能が、矛盾なく作動するよう、完備したスケジュール管理プ・グラムを作成する必要があ
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る。

　（3）　自動震源決定のプログラム関連

　新しく整備が計画されている地震活動監視システムに最も強く要求される機能は、人間介在の処

理結果と同等、あるいはそれ以上の信頼度を持つ震源を、いかにして誤験測による脱落を防ぎつつ

迅速に決定するかといった面にある。

　ところが気象庁では、全国的な地震活動を均一に把握するために空間的に均等な観測を展開して

いるので、験測する地震のデータは、大学等が特定地域を対象に実施している観測から得られる、

波形データに比べ、一般にはS／Nの悪い観測点が多く、地震波形の自動処理、特に初動の自動験測

は非常に困難視されていた。この問題は横田（1981）により、統計的手法を用いて、精度よく位相

の変化を検出する手法が開発され、殆ど解決を見たので、この成果を盛り込んで験測処理を行う方

針を採っているが、この場合にも、まだ2つの問題が残されている。

　一つは、高い験測精度を得るためには、かなり高速・大容量の演算を必要とすることであり、も

う一つは、頻度は少ないものの、大幅でしかも初歩的な誤験測をおかす恐れがあることである。精

度はよいが誤験測の発生を抑止できていないという欠陥が挙げられる。前者は、整備時にどのよう

なハードウェアの構成規模を採用するかといった、財政的な問題であり、技術面での本質的な問題

ではないから、ここではシステム規模に関するまとめは省略し、後者の解決法についてのみまとめ

ておこう。

　ここでまとめた震源計算プ・グラムの特徴は、人間が介在して震源を決定する従来の定常的な作

業をなぞって、処理内容を組み上げる一方、人間の追加判断部分を、コンピュータが容易に代行で

きるように、波動の性質を確認する手法を数多く導入し、より客観的と思われる判断手法で得た観

測値を用いて、震源を求められるように配慮していることである。このため験測と計算との相互検

索に関連し、かなり反復処理の多いソフトウェアの構成を用いる必要がある。従来の処理手順をな

ぞる処理プ・グラムについては、すでにソフトウェアの構成の節で、かなりくわしく手順を説明し

ているので省略し、ここではコンピューターによる、コンピューター処理の評価原理と、その反映

手法について説明し、このような手順を推奨する理由を示す。

　図2．3．2に、自動震源計算に関連したプ・グラムのフ・一チャートを示す。この図の中で、網目

を入れた部分の処理が、この開発研究で焦点を合わせた新しい処理手法である。特に重要な処理と

しては、観測網処理から験測処理に対して指定した区間を再験測の要求を行う一連の処理が挙げら

れる。この処理フ・一の追加によって、先に述べた自動験測手法の欠点が補われるとともに、自動

震源計算の結果にも信頼度の向上がもたらされることは、疑う余地はない。

　（4〉発震機構の決定処理関連

　この研究での発震機構の決定に関する結論は、震源決定のために自動験測によって得た初動の情

報では、質・量ともに不足するということである。験測結果の採否の判定と、更にその結果を用い
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信頼度・到来方位
　和達ノモグラム
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3・4回目　　　　　評価不合格 評価不合格’

A　N　D

5回目以降　　　　　3回目以降

結果の登録

2回目まで

情報の出力 情報の入力待ち

観測網処理

図2．3．2　震源決定と検測の処理を密に結合する手法を追加し、結果の信頼度を向上させ

　　　　るために用いた改良ATEQの処理手順。

3

“

た押し引き分布から、発震機構を求める処理を、人間の介在なしに行うことは、現在の観測体制下

では非常に困難なことが確認された。すなわちこの処理を完全に自動化するには、観測点の大幅な

増強を必要とするとともに、震源決定の演算処理の手順における位相の同定以上に、評価と観測と

の反復処理手法を採り入れることが決め手になる。将来に向けて、この処理も自動化する方向で、

観測体制の整備計画も進める必要があろう。

　（5）　出力処理関連

　地震活動の監視システムで得られた処理結果は、地震活動の常時監視のための資料として活用さ

れる。また、異常を検出した場合には、大地震発生の可能性を判定するための資料となる。そのた

めに、すべての処理結果及び波形データが、緊急的な使用を予定されており、それに対応し得る形

態のファイルにまとめる必要がある。また、その結果は調査・研究のための資料としても活用され

る予定なので、最終的には他システムと交換可能な形態で、ファイル化しておくことが望ましい。

　このようなことから、験測結果の出力は、自動験測と自動震源計算で得られる最初の仮出力を初
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期データとし、C一アデス等のシステムから遅れて入力される験測データを加えて処理・更新するな

ど、時間の経過に従って順次洗練し、最終的な資料を得ていく必要がある。また、このためにもか

なり大量な波形データのファイルも必要となるので、ハードウェアの構成に即して、新しいデータ

管理方式を計画する必要があろう。これらについては、この報告書では特に採り上げないが、この

為に必要なハードウェアとソフトウェアの検討はずでに終わっており、整備に際して、資料の提供

は可能となっている。図2．3．3に自動処理系で作成されるファイルの種類とその洗練過程を示す。

地震
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Q

データ
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地震数
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験測
フアイル

最大値
ファイル

波形

最終結果
ファイル

R
E
S
u
L
T

醸
匝

位相
験渕
ファイル

験渕
データ
ファイル

　ー

験測モニタ M
A
E
Q

験測情報

験測
データ

4

図2．3．3　データファイルとそれを作成するプログラムの関係図。

　　　　　　　　　　　　　　　　　参考　文献

横田　崇、1981：地震波信号の時系列解析と自動検測処理への適用、A　Thesissubmittedtothe　University

　of　Tokyo，for　the　Degree　of　Doctor　of　Science．

2．4　実用化試験

2．4．1試験の概要

　地震活動総合監視システムの開発では、既製品のミニコンピューター（以下ミニコンと略す）に、

処理の主要部を分担させるために、インターフェイスとして必要なハードウェアを付加して、一群

の処理システムを構成することを計画した。これにミニコン付属の既成ソフトウェアとしての制御
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プ・グラムと処理プ・グラム、それにそのサポートをうけて機能する応用プ・グラムを作成して組

み込み、ハードウェアと合体させて、地震活動監視に必要な一連の処理機能を持つシステムに組み

上げることを主な作業内容としている。

　したがって、個々の処理に必要なメモリーの大きさ、あるいは演算時間等のハードウェアの構成

条件を試験によって確認するとともに、処理の手順あるいは処理の結果を吟味して、ソフトウェア

の内容と構成を確定することを主な作業としている。ここで挙げた実用化試験とは、こ．のような作

業を総称するものであり、以下地殻変動と地震活動の2項にわけて、試験の内容と結果を説明する。

2．4．2地殼変動関連データの処理＊

　（1）試験の背景

　地震活動に関する観測に比べ、地殼変動を対象とする観測を、気象庁が業務として採り上げてか

らの歴史は浅く、処理手順を含めて試行錯誤を必要とする作業内容が多く残されている。一方、東

海地域の監視のために、他機関から提供されているデータは、その信号の形態や内容が機関毎に異

なり、統一された手法でコソピューター処理を施すには問題が多い。このようなことから、地殻変

動関連のデータベースを作成し、いつでも異常の判定を行うことを可能にするためには、データの

収録と管理の手法について、特に実際的な試験を行う必要があった。

　（2）試験の内容

　この研究のために整備した地震活動総合監視システムの開発ツールを用いて、1979年から84年3

月までの東海地域の地殼変動観測データによる実用化試験を行った。各要素のデータは防災セソター、

国土地理院、および地質調査所から地震予知連絡会や地震防災対策強化地域判定会委員打合会にそ

の都度詳しく報告されているので、データ及び現象の物理的な解明は各機関の調査・研究報告にゆ

ずり、ここではデータ処理技術上の問題点について試験から得られた点を紹介する。なお、気象研

究所で処理した結果も、一時期を除き、前述の判定委員打合会に参考資料として提出され、総合的・

な判断材料として有効に使用され、一応データ収録・管理手法とその利用手法について方式を確定

することができた。

　（3）試験の結果

　地殼変動関連要素として入力されるデータの量は、地震波処理に用いる信号に比べかなり少ない。

また、その入力速度は遅く、コソピュータの処理速度から見れば問題にならない。このようなこと

から、ハードウェアの構成に関して、この開発では特に必要な試験項目は見当たらない。そこで試

験は、主としてソフトウェアの構成と、それによって定まる処理機能の評価に限られた。

　使用したデータは、傾斜観測として静岡市近傍の3地点（岡部、近又、野田沢）に防災センター

＊岡田正実・松本英照：地震火山研究部
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が設置しているボアホール型傾斜計の信号、潮位差観測として国土地理院が集めた御前崎、田子、

焼津の3地点の潮位信号、それに地質調査所が関東東海地域に展開している地下水観測のデータの

中から、大東、榛原、清水、賎機の4観測点の、水位又はラドン濃度の変化量を加えて用いた。

これらの観測量は、テレメータ方式（フォーマット、サンプリング速度、遅れの時間等）が異なる

ので、この開発ではこれらを統一するために、全信号ともそれぞれの受信端局でD／Aして得られた

アナ・グ信号を用いる方法を採った。また、時刻のずれの補正、あるいは信号形態を統一するため

に、画面を用いた編集処理を行っている。

　図2．4．1A～Dに、この処理の各ステージで出力される画面例を示す。ADINプ・グラムによって

入力された信号は、成分ごとに電気量（V）としてファイル化され、その内容はA図で示す形態と

なっている。このファイルは、PHGXプ・グラムで電気量→物理量の変換を受け、B図に示す内容

のファイルに変換される。次に人間による管面処理で種々のノイズを除去すると、C図で示すファイ

ルヘとなる。さらにこのファイルは、1時間に1回のデータヘ変換され、FVROOTプ・グラムヘ引

き継がれる。FVROOTでは、D図のようなデータ表示のほか、作表、スペクトル解析等を行う。

　各年ごとの処理結果を、図2．4．2A～Eに示すが、欠測がかなり多い。研究段階ではあまり問題と

ならないが、実用化する際はソフトウェアやハードウェアの問題よりもむしろ欠測を極力少なくす

ることに努める必要があることがわかった。

　欠測の原因としては

　　i）　観測測器の障害

ii）

iii）

iv）

v）

基準値の点検など、精度維持のために必要な観測休止

通信回線の障害

データ収録装置の障害

データ処理関連装置の障害

などがある。

　今回扱ったデータは、他機関から気象庁へ伝送されてきたものであり、気象庁側だけでは対処で

きない障害もかなり含まれている。一般論として、測器の安定性の向上が望まれるが、特に地中深

くに埋設する測器（例えば傾斜計）が故障すると、修理に多大の労力・経費を要するうえに、デー

タに大きな不連続が生じ、前後の資料を同じデータとして扱えなくなる。したがって、関係機関に

も可能なかぎり、落雷等による障害対策をたて、不連続のないデータを得るよう配慮頂く必要があ

ろう。

　通信回線の障害は、短時間で回復するものが多く、データ処理（補間処理）でほとんど克服でき

た。データ収録装置の障害として、気象庁に置かれている各要素の受信記録計から信号を取り出し、

簡便な方法でレコーダにつなぎ込んだので、つなぎ眉にさびが生じて接触不良をおこし、欠測となっ

た例もある。またレコーダのオーバーホールでは40目程全面欠測している。システムの実用化の際
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データ入力後に自動的に作成される電圧値によるファイルの中味。
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図2．4．1C 地殻変動データの処理過程。

管面対話方式によるデータ処理を施した後のファイルの中味。
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図2．4．2A　地殼変動データの処理結果（1979年）。

　　　　　観測地点（NAME）は、・岡部（OKB）、野田沢（NDZ）、近又（CHK）、御

　　　　　前崎と田子（0－T）、焼津と田子（Y－T）、清水（SMZ）、大東（DIT）、お

　　　　　よび榛原（HBR）で、検出成分（SE）は傾斜南北成分（TN）、傾斜東西成

　　　　　分（TE）、降水量（PR）、潮位差（DT）、ラドン濃度（RD）、および地下水
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図2．4．2B 地殼変動データの処理結果（1980年）。

観測地点（NAME）は、岡部（OKB）、野田沢（NDZ）、近又（CHK）、御

前崎と田子（0－T）、焼津と田子（Y－T）、清水（SMZ）、大東（DIT）、お

よび榛原（HBR）で、検出成分（SE）は傾斜南北成分（TN）、傾斜東西成

分（TE）、降水量（PR）、潮位差（DT）、ラドン濃度（RD）、および地下水

位（WL）である。
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図2．4．2C 地殼変動データの処理結果（1981年）。

観測地点（NAME）は、岡部（OKB）、野田沢（NDZ）、近又（CHK）、御

前崎と田子（0－T）、焼津と田子（Y－T）、清水（SMZ）、大東（DIT）、お

よび榛原（HBR）で、検出成分（SE）は傾斜南北成分（TN）、傾斜東西成

分（TE）、降水量（PR）、潮位差（DT）、ラドソ濃度（RD）、および地下水

位（WL）である。
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図2．4．2D 地殼変動データゐ処理結果（1982年）。

観測地点（NAME）は、岡部（OKB）、野田沢（NDZ）、近又（CHK）、御

前崎と田子（0－T）、焼津と田子（Y－T）、清水（SMZ）、大東（DIT）、お

よび榛原（HBR）で、検出成分（SE）は傾斜南北成分（TN）、傾斜東西成

分（TE）、降水量（PR）、潮位差（DT）、ラドン濃度（RD）、および地下水

位（WL）である。
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図2．4．2E 地殼変動データの処理結果（1983年）。

観測地点（NAME）は、岡部（OKB）、野田沢（NDZ）、近又（CHK）、御

前崎と田子（O－T）、焼津と田子（Y－T）、清水（SMZ）、大東（DIT）、お

よび榛原（HBR）で、検出成分（SE）は傾斜南北成分（TN）、傾斜東西成

分（TE）、降水量（PR）、潮位差（DT）、ラドン濃度（RD）、および地下水

位（WL）である。
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は、オンラインでデータを処理装置に取り込むことになるので、データ収録関連の障害はほとんど

なくなり、欠測は大幅に改善されることが期侍できる。

　処理装置関連の障害としては、記録再生装置の一部チャンネルの故障があり、その成分だけ欠測

となったことがある。リアルタイムで処理しないので、この試験ではミニコン等の故障や点検保守

は欠測を生じる原因とならなかったが、装置は年平均3回以上の障害が発生する可能性があり、こ

の対策がかなり困難で設計の重要な力点となることが確認された。

　また欠測として扱われていないが、ところどころに異常な変化を示すデータが見られる。時間軸

を数10倍に拡大すると、これらはかなり滑らかに変化しており、定常業務的な処理過程では”測器

の異常”かどうかを確認できなかった現象である。測器の異常を観測データだけから判別すること

が困難な場合が少なくないので、実用化の際には、観測を実施している機関と連絡を密にし、測器

の作動状況を十分把握する必要があることを確認した。できれば毎時の観測値を観測機関から入手

して、処理結果の相互チェックを行う手法が最も効果的なことも確認している。

　傾斜や潮位差には潮汐成分がかなり含まれており、図2．4．2では短周期のノイズのように現われ

ている。地殼変動の異常を監視するには、多くの場合潮汐成分を除去した方が好都合である。潮位

差は基準面が安定して～・るので、通常の方法で潮汐定数を求め、天文潮を差し引けばよい。傾斜の

場合はかなり大きなトレンドがあるので、それらを除いてから調和分析する必要がある。降水の影

響などと比べ、潮汐は明確な現象であり、処理方法に本質的な問題はあまりないようである。なお、

降水や気圧の影響を除去することは、各観測機関で試みられており、処理結果が地震予知連絡会等

に報告されているが、画一的な手法を採用することはできないことが判った。

2．4．3地震活動関連データの処理＊

　（1）試験の背景

　この研究は、できるだけ小さなハードウェア構成によって、地震活動監視に必要な機能をもれな

く持たせることを目指して、研究を発足させたにもかかわらず、結果としては、装置の構成規模を

大きくしなければ、信頼のおける処理機能を組み上げることは困難であるという結論を出さざるを

得なかった。ここではこの経緯を、この実用試験の経過を辿りながら説明する。

　地震波は既存の断層が滑ることによって発生し、震源ではかなり立ち上がりの急峻な弾性波とし

て、波動エネルギーが放射されるものと想定されている。しかし、一般に観測点で観測される地震

波動には、短周期成分の含有が少なく、地震波初動の波形は必ずしも立ち上がりのはっきりした形

状を示すとは限らない。一方、地震の観測点、特に市街地に近接した観測点では、地点により多少

の相違は認められるが、人間の活動に起因する振動や、気象状況等による自然現象を発生源とする

＊松本英照：地震火山研究部
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振動が重畳して、常に地盤が揺れている。しかもその挙動は、その地点特有の地盤の共振現象によ

り、到来する地震波動と類似した振動性状を示す例が多い。このたあ、小振幅の地震初動の到来を、

その第1波目の立ち上がりから検出して、正確な初動時刻を求めるには、殆ど同振幅の地震波動と

雑微動とを正確に区別する必要があり、かなり高度な判断を要する。

　したがって、小さな地震から大きな地震まで、また近い地震から遠い地震に至るまでの全ての地

震に対し、同じ精度で地震の初動を験測するには、ただ単純に振動の有無をチェックするのみでは、

誤認が多く充分でない。また、スレッシュホールドを設けて到来を捉えた験測時刻をそのまま地震

計算に使用した場合には、求められた震源の信頼度がかなり低下することは避けられないので、『地

震波の自動験測には、かなり高度な処理手法を用いる必要があるということは、関係者の常識となっ

ている。

　しかしながら、高度な処理には大型のコンピューターが必要となるので、コンピューター価格、

特にメモリー価格の急激な下落が始まるまでは、何とか小さなコンピューターで自動処理を行うこ

とができないものかと、小さなコソピュータを使った研究が、気象研究所をはじめとして、一時期

地震観測を行っている各機関で一斉に採り上げられた。結果としては、現在気象庁が採用している

ような人間介在の半自動処理の手法が、多くの機関で採用されたようである。

　同じころ松本（1971、1977）は、小型のコソピューターとその補助装置を用いて、振動振幅の変

化の検出による地震初動の全自動験測手法を考案し、その実用的価値について試験を行ったが、小

規模な地震の自動験測装置による験測結果では、震央距離が遠くなるに従って急速に精度が低下し、

それを用いて求めた震源の精度は、とても実用の域には達し得ないことを確認している。また、そ

の後の研究、例えば菅原ら（1974）、渡辺・勝山（1975）、松村ら（1976）、渡辺ら（1977）などでは、

松本の考案に改良を加えた手法で地震の自動験測の可能性を吟味し、これも人間介在の験測に完全

には置き換え得ないことを確認して、実用化には踏み切っていない。

　これに対し溝上（1974a、1974b）、溝上ら（1980）は、横田（1981）による統計的な予測手法を

用いる地震初動の検出処理が、人間の判断よりも客観性のある判別能力を示し、さらに半自動験測

に比べ、処理に要する時間をかなり短縮することができることを確認し、実用化に踏み切っている。

しかしこの成果に対する、当時の国内関係者の評価はまちまちで、特に手法実現に必要なハードウェ

アの構成が大きすぎることが、問題視されていたようである。

　気象研究所は、時期的に菅原らの研究発表と、溝上等の研究発表との中間に、この研究計画を立

て、開発に着手している。したがって、当初は振幅の変化により位相を同定する手法を更に洗練し、

その験測値の評価・選別処理に力を入れることによって、震源の決定精度を向上させることを計画

し、開発に着手した。これは当時の関連分野の開発状況から見て決して方針を過ったものではない。

　しかしながら、その後の多くの研究、例えば、前田（1978）、松本（1977）、渡辺ら（1977）、Allen

（1979）、Jonson（1979）、Mcevelly（1982）、Stevenson（1976）、Stewart（1977）などが明らかにして
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いるように、この手法をいかに洗練したとしても、得られる験測精度は、原理的に熟練者の処理結

果を上回ることはあり得ない。このようなことから、当初の研究方針では、若干の精度の劣化は、

観測点の数と観測の能力の強化によって補うことを条件としていた。

　すなわち、質の高い観測点を増強し、良質な信号のみによって得られる験測結果を震源計算に用

い、評価結果の悪いデータは無視することを前提とした処理方式の開発を、目指していたのである。

しかしながら、観測点の増強は仮定の条件であり、この条件を短期間内に満たすことは容易ではな

い事が判明してきたので、研究途上で急拠方針を変更し、研究計画の後半からは、システムの規模

が膨らむことはあっても、現在の観測体制下で実現しうる方式として、横田の手法による験測処理

を導入して、それに必要なソフトウェアとハードウェアの検討を併せ行った。このようなことから、

開発のツールとして整備した処理システムは、振幅の変化を用いて初動を験測する前半の研究方針

に最も適合した構成となっており、後半の研究方針による試験には、かなり機能的に欠ける面が見

られている。また、後半の研究方針下では、前半の研究で得られた主要成果さえも、全く補助的な

機能を分担ずるに過ぎなくなってしまった。

　一般に、大型な構成を採用する場合には、装置の完全な二重化は現実的ではなく、故障対策がか

なり重要な機能の一つとなる。それでここでは、前半の研究で得た成果を活かし、一刻の機能停止

も許されない地震監視システムの機能を、システムが一部故障した時応急的に代行させる機構の一

部として、この研究で開発した地震判別盤に重要な験測処理の代行を分担させることを検討し、提

案をまとめる方針をぎめた。

　（2）ハードウェアの評価試験

　前項でも述べたように、この開発は関連技術の進歩を反映して、着手時と研究の終了時点とでは、

得られる験測精度と、震源計算の歩どまりに対する目標設定は大きく引き上げられた。これに対し、

開発用に整備したツールの構成は、小規模な構成に即した処理手法の開発を目的とする初期の研究

方針によって固定され、大容量のデータを用いた大規模な演算を要する変更後の開発目標に必要な

構成へは変更できていない。

　このため、変更後の目標を実現するための研究としては、信号処理に関連するアルゴリズム、及

び各処理プ・グラム相互のインターフェイスの部分的な試験と、それに関連したハードウェア構成

の検討に作業が限定され、現実に即した多様な多成分信号の入力手法、あるいはその入力を前提と

した処理内容等については、机上の検討に止められている。機能別にハードウェアを区分し、試験

の内容とその評価結果を以下に示す。なお、処理機能の評価は、必ずしもハードウェアのみによっ

て決定するものではなく、むしろソフトウェア作成手順の巧拙に密接に関係する場合が多いが、こ

こでは可能なかぎり、両者の貢献度を分離し、ハードウ至アの機能の評価に限定してとりまとめを

行った。

　1）　前処理装置（地震判別盤〉

一44＿



o

◎

気象研究所技術報告　第16号　1985

　前処理装置は、8085型のCPUを主体としたマイク・プ・セッサーによって構成されており、この

評価試験の大部分は、直接的に8085型CPUの機能について評価すればよいものと考えていた。と

ころが企画したシステムでは、管理および操作性を強調するために、オペレーターとの会話処理を

各所に採り入れたので、それらの殆どが直列の処理として組み込まれ、処理時間を大幅に消費して

しまうことが判明した。OS（オペレーテングシステム、例えばCP／MあるいはMS／DOS等）を持

たないマイク・プ・セッサーから、リアルタイム処理で十分な機能を引き出すには困難があり、下

手をすれば8085型CPUの単体から期待される半分程度の処理機能しか引き出せない。

　すなわち、高いサンプリングレートで信号を入力しながら、その信号に予定したすべての処理を

施していくためには、許容処理時間内には、たかだか4～5種のリアルタイム演算処理しか組み込

めないことが、実験により確認されている。このことは、第1世代のマイク・プ・セッサーの用途

の限界を示すとともに、リアルタイム処理のように、処理時間の制約の強い処理に多くの機能を盛

り込むには、現状ではまだ、ファムウェアとOSの完備した大型のシステムの使用が必要なことを意

味している。

　このようなことから、前処理装置で行うことを予定していたS波の検出処理は、後続のミニコソ

による処理へ移行させ、前処理装置では、1次・2次の地震判定として、振動振幅の変化の検出と、

周期および上下・水平成分の振幅比を用いた地震初動の判定処理と、地震動終止の検出処理のみに

機能を限定し、機能試験を行った。これにより、地震の初動については、従来の検出手法に比べ、

かなり高い確度で判別できることが確かめられた。

　このことは、すでに述べた用途、例えば大型構成の監視システムのバックアップ処理に、この装

置を用いれば、有効に機能を発揮することを約束するものであり、前処理装置としては期待どおり

の機能を得るには至らなかったが、バックアップ装置の一部として、重要な機能を果たす装置を開

発したものと評価できよう。

　この間に行った主な試験は

　i）　処理速度の限界試験

　常数の設定条件をいろいろに変え、組み込んだプ・グラムの実行に要する時間を測定して、プ・

グラムリストから算定した処理時間と比較し、ハードウェア単体あるいはそれらの組合せによる演

算時間を合成した値と、実行速度との間に大きな差は生じていないか、またプ・グラムの組み込み

量の限界設定に、問題はないか等について試験した。その結果は、予想どおり、許容される最大許

容時間の約90％程度が、処理の実行で消化されていることが判明し、マイク・プ・セッサーを用い

た前処理装置として、地震判別処理の内容を限定した方針が、正しい選㌍であることが証明された。

　ii）　常数設定機能の試験

　処理に必要な常数を、各観測点の信号の情況に応じて設定し、処理の結果を評価した。その結果、

デジタルスウィッチによる観測点毎の常数の設定方式が、期待どおり有効であり、しかも操作性の
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面から望ましい方式であることを確認した。

　なお、処理に必要な時間の評価と併行して、1成分の信号処理に1台のプ・セッサーを充当する

方式について検討し、8085クラスのCPUを用いたマイク・プ・セッサーでも、この開発で採り上げ

ている処理の他に、振動振幅の変化を用いて、S波を検出する程度の処理の追加は可能なことが分かっ

た。しかし、その験測の確度は、組み込みうるプ・グラムの量から推察して、あまり期待できない

ことも確認された。一方、新しい高性能マイク・プ・セッサーの開発と、それに伴う処理機能の向

上は急速であり、加えてそれらに組み込まれるOSの開発も進んできている。これらの技術は、例え

ば比較的近距離の地震を対象とする、直下型地震予知のための野外の観測で得られる地震波形信号

等を、簡易に自動処理するのに応用できるので、この技術をまた同規模のシステムとして開発する

必要が近い将来に必ず生じるものと予想される。その場合に、この開発で得た経験は、ハードウェ

アとソフトウェアの叙方の設計に直接役立つことが期待される。

　2）主処理装置

　監視システムの機能を決定し主要な処理を分担するミニコンと、それによる総合的な評価試験の

結果について報告する。

　用いるコンピューターの規模の選択は、コンピューターの大型化と相対価格の下落に伴って、め

まぐるしく変貌してきている。すなわち、小型でしかも高価なコンピューターの使用しか許されな

かった時代には、殆ど選択の余地がなく、あてがわれたハードウェア構成下で、アルゴリズムの創

作と同様に、いかに大きな処理までこなすかといった、エンドユーザーによるハードウェア機能の

特異な活用手法の創作も、関係者から高い評価を受けていた。しかし最近は、その種の創作にエン

ドユーザーが時間を費やすよりむしろ、より便利な大型機を導入し、その労力を結果の優劣に関係

するアルゴリズムの創作に向ける方が、より建設的であると認識されるようになってきている。

　この開発でツールとして用いたミニコンは、主メモリーが360KB、ディスク容量が60MBといっ

た構成となっており、昭和50年代初期のミニコンとすれば、かなり大きさ構成に属する装置であっ

た。管理プ・グラムや組み込みの処理プ・グラムも整っていたので、かなりの処理能力を期待し、

少なくとも監視に必要な情報はすべてリアルタイムでファイルしていくことを目指して、開発に着

手したものである。しかし、振り返って見ると、自動処理によって得られる験測情報の精度向上の

限界に挑戦するといった面では、開発の方針に積極性が欠けていたことは、認めざるを得ない。

　このようなことから当初は、処理の質を高めることよりはむしろ、できるだけ多くの処理をこな

すための手順の開発に重点が置かれていた。すなわち地殼変動・地震活動の双方をリアルタイムで

監視するための機能として、コンピューターの主メモリーを分割し、最低限次の5種類の処理を同

時にこなす機能の実現を目指した。

　　i）　地殼変動データの入力と監視

　　ii）　地震発生の判定と地震波形データの入力
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　　iii）　オンラインの震源計算とその評価及び再験測再計算の制御

　　iv）　地殼変動データの編集・験測と地震波形データの再験測及び計算結果の再編集

　　v）　集録データを用いた各種の解析・処理とその出力表示

　これら各種の処理』プ・グラムを組み込み、ハードウェアとソフトウェアの両面から機能試験を行

うことを計画した。この試験に際しては、ハードウェアの構成面では、試験用という理由で、それ

ぞれの処理で必要とする入出力装置の全数は用意されておらず、共通するものは切換使用を前提と

ているので、全機能の同時評価の試験を行うことは原理的に不可能であった。

　したがってここでは、個々の処理あるいは組み合わせが可能な最大3種までの処理の、同時試験

の結果に基づいてのみ評価を行う。

　ハードウェアの構成に関する主な評価は、次のとおりである。

　i）地殼変動データの入力と監視に関してはメモリーを約56KB割り当てて実験を行った。デー

タの入力速度が遅く入力成分数も少なかったので、リアルタイム処理に特に大きな問題は起きてい

ない。なお、データの入力手法に地震活動とは異なる方式を採用して実験することによって、地殻

変動データの受信端末とのインターフェイスには、ルーズカップル方式（通信結合方式）の採用も

可能なことが確認された。

　ii）　地震発生の検出と波形信号の入力処理には、約78KBのメモリーを割り当てて実験を行った。

この処理は、地震活動の監視に必要な処理に対する、ミニコンの窓口ともいうべき処理であり、こ

の処理が信頼ができなければ、処理系全体の機能は麻痺してしまう。入出力制御装置を介したミニ

コンと地震判別装置との情報交換、あるいは信号遅延装置との信号の授受は、この開発のハードウェ

1ア構成上の一つの重要検討事項であったが、マイク・プ・セッサーとミニコンの結合手法に関する

周辺技術が進んだので、ハードウェアの設計手法には特に問題がないことが確認された。

iii）　オンライソの震源計算とその結果の評価等に関する処理には、約110KBのメモリーを割り当

てて実験を行った。震源計算には一般に、80KB程度を割り当てれば正常に演算が進むと思われて

いたので、走時表をメモリーに搭載しない形式の演算プ・グラムを用いて実験を行った。実験に際

し、不良験測データが混じり、震源の解が求めにくい状況が生じた場合に、震源計算は不能と判断

ができるまでに5分以上を経過し、1地震あたりの処理時間を3分以内という当初の計画どおりに、

処理が終了しない現象が多発した。原因は、震源計算のプ・グラムにオーバーレイ構造を用いたた

め、それがディスクアクセスの面で他のリアルタイム処理と競合し、演算効率が低下したことによ

ることが確認された。これは単にソフトウェア構成手法だけの問題ではなく、ハードウェアの構成、

特にメモリー領域に、走時表までを搭載して実行させることが、最も良い解決法であることを示唆

する。

　一方、初動検出のための、AR法による地震波形の精密験測には、最も計算量の少ない簡易な手法

を用いても、この開発ツールの演算速度では、16成分の入力全信号を対象にリアルタイム処理する
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ことは不可能なことが判明したので、この開発研究ではとりあえず、区間を指定し限定した成分に

対する験測のみで、この験測プ・グラムの実験と評価を行い、必要な演算時間を推算した。

　iv）　地殼変動データの編集、験測と地震波形データの再験測、及びデータ再編集に当っては、約

90KBのメモリーを割り当て、バッチ処理は、全てこのメモリー領域を使用して試験を実施した。

　バッチ処理であり、しかもごく普通の計算処理を行っているだけなので、ハードウェア面で特に

問題は生じていないが、入出力装置の不足が処理作業に混乱を与えるのみならず、誤操作を誘発し

て、時にはリアルタイムの処理を停止させてしまうことを経験した。実用システムでは、主要な処

理には専用の入出力装置を充分に割り当てる方針を採る必要があることを確認した。

　v）　収録データを用いた各種の解析処理の出力表示には、残り約15KBを割り当て、オンライン

の定型情報出力の印刷処理と共用し、リアルタイム処理とバッチ処理の双方から同一の入出力装置

を使用する手法の実験を採り上げた。前項同様に、入出力装置の不足が作成時期の異なるプ・グラ

ムの稼動に混乱をもたらしたが、本質的な問題は発見されていない。

　なお、験測に係る評価は全プ・グラムの一斉稼動が不可能であったので、完全な評価となり得な

いことが判った。したがって、この件に関しては、紙面を替えて報告する。
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2．5　まとめ＊、

2．5．1実験の終了にあたって

　予知の手段として策定され、試行錯誤を重ねてきた各種の観測とそのデータ処理手法は、理論的

な研究の進展と周辺技術の向上に支えられ、急速な変貌を遂げつつある。このようなことから気象

庁の地震業務は、これらの洗練された手法を反映させて、高度な観測・［気象研究所（1983）］と処理

装置の早急な再整備に取り組まなければ、地震予知に対する気象庁への社会的信頼への裏切になり

かねない状況となってきている。

　この研究は、進展を続ける観測・処理の技法とそれに関連する予知手法とを吟味して、業務の永

年計画へ資するとともに、関連する研究・開発の将来予測も採り上げ、それによって浮上してきた

新しい技術の開発を手掛けたものである。

　この間にも、処理に用いるコンピューターのコストパフォーマンスは向上し、装置規模に関する

経済的な制約も僅かながら緩和されてきた。したがって、関連機関でのリアルタイムデータ処理技

術の開発対象は、ハードウェアを小規模にするための追及よりはむしろ、ハードウェア規模にはこ

だわらない高度な処理論理の追求へと移行していったようである。

　このため、この期間中に大学での研究が実り、実用化のための追試を行う段階に至った処理手法

の多くは、処理精度の面で格段の進歩を示す一方、用いる装置には、だんだん大規模な構成を必要

とするようになってきている。このような状況下で、5年先を予測して業務用の監視装置のシステム

設計を行うためには、かなり大胆な意識の革命を必要とし、機能やハードウェア構成には、未来予

測も取り入れ斬新な目標を設定することが求められる。

＊松本英照：地震火山研究部
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　さいわい、大学で最新の技術開発に携わり、未来予測に必要な情報と、コンピューターの新しい

利用感覚を修得してきた研究者の参加を得たので、これらの問題を一挙に解決して開発作業を終了

させ、59年度からはその成果を、気象庁の業務計画に反映させるための作業へ取り組んでいる。そ

の際に行った整備目標の設計（概念設計）は、この研究の重要な成果の1つであり、これには一般

の研究とは異なった面で、特に厳しい時代の先取り感覚と緻密な未来予測の成果が盛り込まれ、少

なくとも、5年以上は陳腐化することのない策定を行い得たことを確信している。

　これらの策定の背景を示すために2．5．2～2．5．4項では、主として関連各機関のデータ処理体制の

動向について報告し、気象研究所の研究の位置づけを行ってみたい。

“

　2．5。2　地震波形処理技術のあゆみ

　ウイーヘルト地震計や強震計が、地震観測の主力となっていた昭和30年以前には、観測される地

震の数は少なく、全国を対象とした気象庁の観測網でさえも、震源の決められる地震の数は、月平

均で10個にも及ばなかった。これに対し、昭和30年以降は、微小な地震までを対象とした研究が

脚光を浴び、電子機器を用いた高感度な観測が普及し、更にその研究成果が認められて地震予知の

計画に盛り込まれるに至って、観測される地震数は飛躍的に増大した。気象庁を例にとってみても、

決定される震源の数は、月平均で300個を超え、験測作業を人力のみに依ることは困難になってき

ている。

　このようなことから地震予知に関連して、微小地震を対象とした観測を展開してきた各研究機関

では、観測と験測を規格化し、験測結果の普遍性を高め、個人差の原因となる人間の介在を除去し

た験測を行う手法を確立したいという願望と、験測に要する研究者の労力を軽減したいという願望

にせまられて、長い年月をかけかなりの数の研究者［例えば、浜口・鈴木（1979）、渡辺ら（1976）、

横田（1981）、森田ら（1984）］が、関連の研究に取り込んでぎている。

　Matumoto（1966）は1966年に、殆ど無数に近く発生していた松代の群発微小地震を観測するため

に、ハード・ジック回路を組み合わせて構成した装置を用いて、初動時刻・S波到着時刻、地震波の

到来方向、終止時刻等を活字で出力する装置を開発した。これが日本で最初に、地震波信号のオン

ラインリアルタイム方式による自動験測を手掛けた研究と言えよう。その後松本ら（1971）および

松本（1977）は、1967年から、主メモリーが約4KBの小型のミニコンを用い、前出の処理内容を

コソピューター処理に置き換え、処理の追加と精度の向上に成功したが、必要な精度と信頼度を得

るには至らなかった。

　1970年以降になって、関連の各大学のうち、京都大学が簡易なオンライン方式［渡辺ら（1977）］、

東北大学が可視記録を介在させたオフライン方式で、地震験測の補助装置を開発し、地震波形自動

処理の実用化の口火を切っている。気象研究所では、地震波形をグラフィックディスプレイの管面

上で験測し、その読み取り結果を直接震源計算に連動させる手法を市川（1980）および市川ら（1980）
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が、昭和45年度から4年の年月をかけて開発し、半自動験測装置の整備計画に反映させ、49年度か

ら気象庁の地震の験測業務に用いている。

　ここでこれらの開発を、地震波形自動処理技術の進展過程における第1期と定義すれば、1979年

から年次を追って整備されてきた各大学の処理システムは、技術的な内容あるいは装置規模の面か

ら見て、かなり異質な開発、すなわち第2期の開発として位置づけることができる。関連大学にお

ける、第1期と第2期の開発の主な相違点は、第1期に開発された処理システムでは、主メモリー

が16キ・ワード程度の、第1世代のミニコンを用いた簡易な処理に限定されて、しかもまだ人間の

介在を条件としていたのに対し、第2期の開発では、主メモリーが500KBを超え、更に補助メモリー

として、100MBを超える容量のディスクを備えた大型でしかも複数の、第2あるいは第3世代のミ

ニコソを用いて、かなり高度な処理を行い、人間の介在なしでもかなりの処理をこなすようになっ

ていることである。

　これに比較すると、国立防災科学センターでは、一つの機関としては、観測網の規模が、単独の

大学の観測点の3倍を超えるようになったので、現在使用中の第1期の自動処理装置では、しばし

ば定常処理に支障を来すようになった。そのため第2期の装置として、汎用の中型機を含む大構成

な処理システムを計画する等、大量データの処理といった面では、大学とは一味異なった開発に取

り組んでいる。

　この間気象庁では、資料伝送網の整備が進められ、その結果、管区気象台単位で管面表示法によ

る半自動験測が行われるようになり、地方官署を含めたコンピューターによる波形処理のシステム

化の基盤が、ようやくでき上がってきている。

　表2．5．1に、地震予知に関連する研究機関の、地震波形処理システムの整備状況を示す。この表

から分るように、整備年次の相違によって、使用するコンピューターが、第2世代の16ビットのミ

ニコンから、第3世代の32ビットミニコソ、あるいは汎用コンピューターへと移行しつつあること

が、この数年間における処理手法の変化を反映して特徴的である。地震波形処理技術の開発は、研

究観測に携わる研究者によって手掛けられ、その実用性が確認されてから、業務観測へ移植されて

いるといった面では、理想的な研究開発課程を踏んで、研究と業務の調和が図られながら進歩して

きており、処理の規格化といった面では、ほぽ満足できるレベルにまで達したものと評価できる。

　気象庁は、大学等の研究機関とは異なり、地震予知の最前線で、観測とそれによって得られる処

理情報によって、大規模地震発生の可能性を常時監視することが求められている。このためには、

客観性のある処理結果をいつでも即時に提供できる体制の、緊急な整備が必要であり、よい観測シ

ステムと、よい処理システムを車の両輪として、名実ともに地震予知の責任を全うする体制を確立

する必要がある。そのための技術的な裏付けは、この研究によって着実に補強され、最新技術の導

入も十分に検討されたので、自動験測技術とコンピューターの利用技術の先端に位置づけられる装

置を、設計することが可能となったと判断している。
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表2．5．1　関連研究機関における地震波自動験測システムの整備状況

装置規模 観測点数 整備年度 備　　　　考

北海道大学
MS－190（NEC）　　　　　1台

小型ミニコソ　　　　　　　1台
15（自己）＋8（他機関）

昭和58年度

昭和59年度
MS－190…スーパーミニコン

東　北　大　学
OKITACSYSTM50－60　　2台
OKITACV－65　　　　　　1台

19（自己）＋16（他機関）
昭和56年度

昭和57年度

東　京　大　学

　地震研究所
　南海道ネット

MS－50（NEC）　　　　　　3台

MS－50　　　　　　　　3台

17（自己）＋24（他機関）

16（自己）＋8（他機関）

昭和54～55年度

昭和56～57年度

名古屋大学
ECLIPSE－S140（DG）　　　1台
NOVA－3（DG）　　　　　　1台

MP－100（DG）　　　　　　1台

16（自己）＋18（他機関） 昭和55～56年度 DG：データジェネラル社

京　都　大　学
　理　　学　　部

OKITACSYSTM50－60　1台
MP－85（OKI）　　　　　　6台

12（自己）＋12（他機関） 昭和55～56年度

京　都　大　学

　防災研究所
E－800（HITACHI）　　　　2台 21（自己）＋9（他機関） 昭和58年度 E－800…スーバーミニコン

科学技術庁
　防災センター

汎用中型　　　　　　　　1台

スーパーミニコン　　　　　2台

地震計　　　66
傾斜計　　　23
歪　　　計　　　　2

昭和59～年度 59年度に設計開始・詳細未定

CALTEC
　（パサディナ）

NOVA－820（DG）　　　　　1台

ECLIPSE－S230（DG）　　　1台
最高　　140 昭和51～54年度 南カリフォルニァ観測網

UCB
　（バークレイ）

VAX－11（DE）　　　　　　1台

1802（RCA）
最高　　127 昭和54～57年度

商品名Q－LOGとして発売

北カリフォルニア観測網

DE：デジタルエキュプメント社

◎

2．5．3　処理技術の展望

　オンライン処理に適したコンピューターとして、昭和40年代の初期に日本にも登場してきた第1

世代のミニコンは、主メモリーとして4キ・ワード、補助メモリーや管理プ・グラム（OS）がなく、

入出力装置は紙テープリーダーとテレタイプといった程度の構成が多かった。これらの装置は速度

も遅く、周辺機器も少ないので、現在では殆ど個人の専用機化しているハンドヘルドクラスのコン

ピューターにも及ばない機能しか発揮できなかったが、価格は数百万円以上もしていて、研究機関

でも容易に購入することはできなかったようである。

　それが、約20年を経た今日では、既にメモリー1MB以下の第2世代のミニコソの時代も終期を

迎え、第2世代の代表的なものとして一世を風びした、DEC社のPDPシリーズのミニコンさえも

殆ど姿を消して、現在では第3世代ミニコンのトップバッターとして登場してきた、同社のVAX－11

に置き換えられつつある。さらに最近はそのVAX－11代表される処理速度1MIPS＊クラスのスーパー

ミニコンさえも、計算速度の面ではそろそろ時代遅れといわれるようになってきている。

　このように、コンピューターの世代交代は、急速である。また、要求される処理の内容は年々複

＊MIPS　l毎秒1，000，000命令を実行する速度。
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雑化し、OSの巨大化もあって、必要な主メモリーサイズが大ぎくなっていく傾向が強い。さらに、

処理の高度化に伴い、データ等を蓄えるために必要な補助的なメモリー容量も年々増大し、光ディ

スクが出現するに至って～ミニコン使用の処理システムでも、ギガバイト単位の補助メモリーを実

装することは、技術的にも経済的にもかなり容易となってきている。

　一方、マイク・プ・セッサーの開発競走も激しく、これを応用した多機能な処理装置も容易に入

手できる状況になってきた。通信制御あるいは図形表示等、従来はコンピューターの稼動能率を低

下させることで敬遠されていた処理を、マイク・コンピューターに分担されることにより、ホスト

コγピューターの負荷を軽減させる手法もかなり普及してきている［檜皮ら（1980）］。

　このように、マイク・コソピューターもミニコソピューターも、それぞれ得意な分野での機能は

限りなく前進を続けている。そこで、これらを組み合わせて通信系と処理系を一体化し、効率よく

地震活動を監視するかなり大規模なシステムを構成することは容易であり、一連のリアルタイム処

理を経てデータベースを作成し、即時的な大地震発生の可能性の判定に役立てることは、夢ではな

くなってきている。

）

2。5．4　データ処理体制の強化にむけて

　この小節では、これまでに行ったこれらの技術検討にそって、将来の業務に向けた地震活動総合

監視システムの導入に関する問題点を概観してみよう。

　気象研究所の開発目標が、当初計画に比べより高性能を求める方向へ途中で修正せざるを得なかっ

た事情が物語るように、最近の関連技術の進歩速度には目を見張るものがあり、従来より大幅に関

連技術の将来予測が困難となっていることをこの研究報告から読み取って頂ければ幸いである。ま

たこのような経緯を反面教師として、今後この種の大型な整備計画を立てる場合には、可能な限り、

斬新な装置と新しい手法を取り入れる努力が必要なことをまず提言しておきたい。また、最近の社

会通念として、良くも悪くもコソピューターの導入に際しては、ほぽ5年間という耐用期間が常識

化してきており、これを超えて使用する場合は、機能は陳腐化し、保守の困難さが増大してくる可

能性が強く、これを避けるためにも、最も新しい装置の採用が必要である。この2点の主張は、可

能な限り既存の技術と使い込まれた装置を採用するといった、従来の業務的な観測、処理装置の設

計方針とは、大ぎく矛盾するものであるが、この開発研究で得た重要な結論であるから、あえて問

題点としてあげておこう。

　次に、採用すべきコソピューターの条件についてまとめてみよう。気象庁では、管区気象台単位

で業務を分担し、機能を分散することによって、不事の障害対策を画ってきているので、ここでは

とりあえず、特に緊急性の高い東京地区に設置すべき処理システムの構成について、考察すること

とする。

　東京管区気象台の分担地区には、地震予知に関連して2つの観測強化地域（内1つは地震防災対
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策強化地域）が指定されているが、データの集中あるいは処理に関しては、この2つの地域を1つ

の観測・処理ユニットにまとめて装置全体を管理運営することが効率的である。この場合、処理シ

ステムに入力される観測信号の成分数は、今後の整備予定を含めると、地震波形信号で300成分以

上、地殻変動信号で300成分以上が想定されている。

　気象庁内には現在地震予知関連の観測データとして、Lアデスによる津波監視・地震調査用の信号

に、東海・南関東の強化特別観測の信号が加えられ、更に関連他機関から提供される多種・多様な

信号が収集されている。これらの信号は、整備年代あるいは提供機関の相違によって、データの形

態あるいはサンプリング数等が異なっているが、コンピューターによる一括処理を望むならば、こ

れらは統一することが必要である。

　このようなことから、データの形式を統一することを前提に、発生するデータ量を計算してみる

と、例えば、地震波形データを毎秒100サンプリング、地殼変動データを毎秒1サンプリングとし

た場合には、1秒間に60KB以上のデータが発生するので、少なくともその30秒から40秒間のデー

タエリア、すなわちl　MB以上のメモリーを持つコンピューターを必要とすることがわかる。一方、

保存を必要とするデータ量は、抜取の地震波形データ（20～30地震分）で約100MB／日、連続の地

殼変動データで約50MB／日程度が想定されるので、コンピューターには、このような大容量データ

の管理プ・グラムと、補助メモリー装置の運用プ・グラムを具えていることが必要となる。

　さらに、100サンプリング／秒、300成分のデータに対し、そのサンプリング間隔内にリアルタイ

ムで1つの処理を行うだけでも、単純計算で約3MIPSの計算速度を必要とする。もちろん、実際に

は処理手順を工夫し不要データの間引き使用あるいは大量データの一括処理等を行って、必要な計

算速度を低く抑えることはできるが、本質的にかなり高速な演算を必要とすることには変りはなく、

これは使用するコンピューターに課せられる絶対的な条件である。

　以上、3つの条件を満たすには、現状ではまだ汎用コンピューター（メーンフレーム）か、特定

のスーパーミニコンの使用が必要であるが、この研究での検討では、複数のスーパーミニコソの使

用が望ましいという結論を得ている。

　最近は、中型のメーンフレームとスーパーミニコン、あるいは小型ミニコンと新型のパソコン相

互では、演算機能の面では徐々に差がつまってきている。このため1最近ではメーカーのカタ・グ

等に示される機種の使用区分の指針には、処理内容と適応機種の区分境界は明確さが欠けるように

なってきている。しかし、メーンフレームはあくまでも演算の高速化と大規模演算の実現を追求す

ることによって成長してきた機種であり、リアルタイム処理に関する機能と、そのソフトウェアの

サポート強化への取り組みは、むしろ避けて来た経緯がある。したがって、リアルタイム処理を主

としたシステムを組む場合には、コストパフォーマソスの面で制御用として誕生し成長してきたミ

ニコンの方が優れている。

　一方、バソコンを含むマイク西プ・セッサーの機能は急速に拡張されつつあり、ハードウェア面
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弓

でのミニコンとパソコンの機能差は、ミニコンが追い上げられることは間違いない。しかし、ミニ

コソには約20年の稼動実績があって膨大なソフトウェアの蓄積があり、それらを総合した機能を評

価すれば、オンラインリアルタイム処理に関するミニコンの優位は当面は動かし難いものと思われ

るQ

　このような理由から、新しい整備に際しては、スーパーミニコンによって必要な機能を得ること

が望ましいものと判断した。スーパーミニコソで使用不可能な入出力装置や、インターフェイス技

術を検討し、得た結論のとりまとめを、図2．1．3に示した構成の決定に反映させ、研究成果の活用

を図った。

　以上、気象庁の地震予知に関係したデータ処理体制の強化に必要な問題を検討し、まとめてみた

が、これらはあくまでも技術面からみた提言であり、運用その他に関して、変更を要する部分も当

然起きるであろう。
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第3章　自動検測手法の研究＊

3．1　はじめに

　近年、地震活動の早期把握の必要性から、震源決定の即時性および精度の向上が急務となってい

る。これらの要求に応えるべく、観測網の拡大・充実、観測方式の近代化等が実施され、テレメー

タ方式による集中観測が一般的に行われるようになってきた。このため、多量の地震波信号を自動

的に、しかも高速・高精度で処理するための方式の開発が、地震計測の重要な課題となって，きた。

　地震波信号の処理は、大別すると、

　　i）　地動に含まれる地震波信号の検出

　　ii）　P波、s波の初動時刻の決定

の2段階に分かれる。i）の処理は、信号系列の中に地震波が含まれているか否かを判別するもの

で、ii）の処理は、i）の処理の後、震源計算のための観測情報を得るものである。震源位置の決

定精度は、観測網の幾何学的形状と関係し複雑であるが、初動時刻の決定精度に依存することは言

うまでもない。このため、ii）の初動時刻の決定は、十分な配慮の下で行わなければならない。

　従来、これらの処理は人間が行っており、永年の経験と慎重な配慮の下で作業を実施するという

意味から、『験測』（例えば、P波験測、S波験測）と呼ばれてきたようである。しかしながら、験測

者の経験や主観の相違によってその結果が多少異なることは避けられない。最近では、このような

主観的方法によらず、統計的モデルに従って処理することが可能となってきた。この新しい方法で

は、統計的合理性に基づき、客観的な検査・検定をして測定を行うので、『検測』と称し、従来の『験

測』と区別して使うこととする。

　地震波信号の自動処理の一つに、1960年代に地下核爆発の探知のために考察されたもので、規則

的に配置した群列地震計による手法がある［Carpenter（1965）、Green　et．a1．（1965）、Carpon

（1969）］。この処理方式は、多数の観測点からのコヒーレント（Coherent）な信号の重ね合わせによ

る雑音除去を基礎として組立てられている。群列地震計は、地下核爆発の探知だけでなく、遠地地

震の観測にも広く利用されている。

　1970年代に入ると、地震予知研究に関連して、多くの微小地震観測網が展開されるようになった。

しかし、遠地地震の波形信号と異なり、観測網の近傍に発生する地震の波形信号は、同一地震でも

＊横田　崇：地震火山研究部
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観測点ごとの地震波信号に類似性が見られないのが普通である。そのため、通常我々が対象とする

地震観測網における自動検測処理では、群列式地震計のそれとは事情を異にし、インコヒーレント

（incoherent）な地震波信号を取り扱わねばならない。したがって、コヒーレントな地震波信号を前

提とした群列式地震計における自動検測処理の方式を、通常の観測網へ適用することはできない。

また、通常の観測網では、観測点の配置が幾何学的に不規則であり、群列式地震計とはその性格を

異にする。このような事情から、それぞれの観測点からの信号を一つ一つ個別に検測処理する方式

を採用する必要がある。さらに、地動（常時微動）そのものが変化するうえに、人工的振動も加わ

る場合もある。すなわち、地震波信号以外を通常、地動雑音と呼んでいるが、この地動雑音そのも

のが多様であり、自動検測方式の開発を困難にしている要因ともなっている。

　このような自動処理方式の困難さにもかかわらず、従来より様々な方式が開発されてきた［例え

ば、渡辺ら（1975）、渡辺・黒磯（1977）、Stewart（1977）、Allen（1978）、Anderson（1978）、市

川（1980）］。これらの方式の代表的なものは、ある種のフィルターあるいは特性関数からの出力の

長期的平均値（10ng－term　average）と短期的平均値（short－term　average）との比較から地震波

信号の検出および初動時刻を決定する方式である。しかし、これらの手法は経験的要素を多分に含

み、必ずしも十分な合理性を持つ手法とはいえない。

　地震波信号の検出手法とし七は、Freiberger（1963）の信号検出手法を基礎とし、Walsh関数を

適用した手法がある［Goforth　and　Herrin（1981）］。これは、近似された尤度比の判別基準の設定

等に人間の介在を要するが、地震波信号の検出に関しては、最も検測的な手法と言えよう。従来の

手法が以下で述べる検測的な手法からかけ離れていた要因としては、使用された計算機の能力から

の制約も大きかった。

　一方、地震波信号の自動処理において、最も重要な初動時刻の決定に、統計学的概念を導入した

手法の開発が行われた。白井・徳弘（1979）は、ARモデルで地震波信号を表現し、ベイズの手法に

基づき処理する方式を提案した。彼らの方法を適用して、浜口・鈴木（1979）、森田・浜口（1981）

は、P波、S波の初動時刻の決定を試みた。しかし、彼らの手法は、1時点毎にベイズの手法を適用

して信号か否かの判別を行う方式のため、不安定で尤度比の系列を平滑化して再評価する必要に迫

られた。

　横田ら（1981）は、Ozaki　and　Tong（1975）、Kitagawa　and　Akaike（1978）らによる局所定常

という概念を利用し、ある非定常区間を定常な2つの区間に分割する手法により、到着時刻の決定

を行った。これより、数学的客観性を保ち、合理的に初動時刻の決定が実用化できるようになった。

　以上、地震波信号の処理手法の変遷について述べたが、同様な問題は他の地球物理関係のデータ

についても言える。例えぽ、地殼変動関係データの処理では、地震発生前の異常の検出が地震予知

のための重要課題となっている。Ishii（1976）は、チェビシェフ多項式を、石川・宮武（1978）は

ARモデルを、大内・高橋（1981）はIARモデルを、橋爪・三雲（1983）は多成分ARIMAモデル
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を用いて、それぞれ異常の検出を試みている。地殼変動関係のデータは、トレンド成分や季節変動

成分等の多種類が混合したものであり、これら成分の分離も含めたより一般的な手法が開発されて

いる［例えば、Ishiguro　et．a1．（1981）］。岡田・高橋（第6章）はIshiguroet．a1．（1981）の方法を

用いて、検潮データから地殼変動の解析を行っている。また、検潮データに関しては、津波到着時

刻の決定問題などもある。

　地震波信号、地殼変動関係の信号、検潮信号等の処理は、それぞれに含まれる信号を検出する点

において、本質的に同じである。このようなことから本報告では、異常の検出という観点から処理

の内容に一般性を持たせ、

　　i）信号検出

　　ii）　信号出現時刻の決定

のための自動検測手法について述べる。

　本章は6節からなり、以下の各節の内容は次の通りである。

3．2節『信号検出』では、信号検出問題の基本的手法について述べる。

3．3節『雑音の中の信号検出』では、実際的な時系列データの信号検出手法を扱う。

3．4節『信号出現時刻の決定』では、横田らの手法を一般化した形で記述する。

3．5節『地震波信号における相の同定』では、特に地震波信号の際に問題となるP相、S相の同定法

について記述する。

3．6節『おわりに』では、本報告における結果と将来の展望について述べる。
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3．2信号検出問題

信号検出の問題は、通信やレーダーなどに関連して古くから研究されており、そのモデルは種々

考案されている。ここでは続計的手法による検出モデルを考えるが、これは一種のクラス分類（識

別問題）で、比較・判断の基準をいかに合理的に設定するかという問題［Wald（1950）、Rao（1977）］
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に帰する。

　信号検出問題は，信号か否かを判別する2者強制選択問題であり、その判別・決定結果は、

　　i）　正報　（Hit）　二信号を信号と正しく識別

　　ii）誤報　（Miss）二信号をノイズとして見落とす

　　iii）虚報　（False）ニノイズを信号として誤って判断

　　iv）実報　（Quiet）ニノイズをノイズと正しく識別

の4種に分類できる。これらを真のクラス（母集団）と、決定したクラスとの対応で示すと次のよ

うになる。

　　　　　．．夏のクラス
　　　　　　ー一＼、、決定したクラス　　＼

S（信号） N（ノイズ）

S（Signal） 正報（Hit） 虚報（False）

N（Noise） 誤報（Miss） 実報（Quiet）

　統計的検定問題として、これらHit，False，Miss，Quietの確率を考えると、帰無仮説として信号

S、対立仮説としてノイズNを仮定した場合、Hitは帰無仮説を採用する信頼区間に、Missは帰無

仮説を棄却する第一種の誤りに、Falseは第二種の誤りに、そしてQuietは検出力に対応している。

帰無仮説と対立仮説を入れ替えた場合は、これらの対応は逆になる。

　ここでいう信号SとノイズNは、情報源空間として2つの排反する事象を含むものを考え、一方

をクラスS、他方をクラスNと言葉上分類したものであって、クラスNは通常の雑音源だけを想定

しているわけではない。これら2つの情報源のうち、特に知りたいものを信号Sとし、他方をノイ

ズNとしており、クラスSは”刺激”とも呼ばれる。このため、信号検出問題においては、識別結

果をHit，False，Miss，Quietと分類している。

3．2．1ベイズ（Bayes）の識別手法

　ある情報をもとに、排反な有限個のクラス（群、class）のうち、・それが属すると思われる1つの

クラスを決定する問題は、識別問題（discrimination　problem）と呼ばれている。

　情報（観測量あるいは特徴パラメータ）ベクトルをx、識別されるべきクラス数をk個とし、各

クラスをA、，A2，…，Ak（Ai∩Aj二φ，i≠j）で表す。また、Aiの出現確率をP（Ai）、Aiからxが出

現する確率をP（x　l　Ai），xであるときAiと判断される確率をP（Ai　I　x）とする。P（Ai）、P（Ai　l　x）

はそれぞれ事前確率（priorprobability）、事後確率（posteriorprobability）と呼ばれ、P（x　l　Ai）

は尤度（1ikelihood）と呼ばれることもある。

　識別問題において、一般的に損失という概念が導入される。これは、誤って別のクラスのもので
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あると判断したときに被る損害である。いま、A、からの情報をA、のものであると識別したときの損

失をCijで表すことにする。Ciiは、正しく識別された場合の損失である。識別することにより利益（得

点）が得られる場合は、負の損失と考えることもできる。損失は、経済的観念から、費用と呼ばれ

ることもある。損失Cijを要素とする行列C＝［C、j］は、損失行列と呼ばれている。

　一般に正しく判断された場合の損失は最も小さく

　　　　　　　　　　　　Cii＜Ci」orC」i，（i≠j）

である。

　いま、P二（P（A、l　x），P（A、l　x），…，P（Ak　l　x））’とおき、損失ベクトル1を、

1＝（4，あ，…　，lk）’＝CP

（3．2。1）

（3．2．2）

と定義する。ここで記号’は転置を表す。損失ベクトルの成分るは、Aiと識別したときの平均的損失

を表わしている。

　合理的な一つの識別方法は、判別することによって生じる損失が最小となるように行うことであ

る。識別のための決定ベクトルをd＝（d、，d2，…　　，dk）’とする。diは、情報xがAlに属している

ことを意味し、

　　　　　　　　　　　　　　　0≦di≦1、　　　Σdi二1

である。このベクトルdを用いると、全体の平均的損失関数Lは、

L＝d71 （3．2．3）

と書ける。したがって、情報xがA、，A2，・一，Akのいずれのクラスに属しているかを識別する問題は、

Lが最小となる決定ベクトルdを決める問題となる。

　いま、決定ベクトルdを

　　　　　　　　　d＝（廟、，虜2，…　，廟k），虜j二〇（i≠」），虜j＝1（i＝j）

とすると、吻n　L＝桑となり、損失ベクトルの要素のうち最小となるものを求めることと、情報xの

判別が同等になる。これらのことを整理すると、

4，あ，…　　Jkのうち最小のものが4→x∈Ai （3．2．4）

となる。ただし、x∈AiはクラスAiと識別したことを意味する。

　（3．2．4）の識別手法は、事後確率P（Ai　I　x）により構成されている。すなわち、事後確率が既知

り場合は、合理的に識別基準を設定することができることを意味する。事後確率を知ることは、一

般には容易ではないが、事前確率P（Ai）が既知の場合はベイズの定理により推測することができる。

事後確率P（Ai　l　x）をP（Ai）P（x　l　Ai）で置き換えた識別基準は、ベイズ解と呼ばれている。
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　識別基準を幾何学的立場から見ると、n次元のxの空間をk個の部分空間に分割することと同等に

なる。部分空間の境界面は識別境界面と呼ばれている。一般的には、事前確率は末知な場合が多い。

そのため、この識別境界面をいかに設定するか（決定方式）という問題が生ずる。識別境界面さえ

合理的に設定できれぽ、識別は機械的に行える。しかし決定方式のうち、優劣が単純比較不可能な

もの（許容的決定方式）が存在する。これら許容的決定方式の中から先験確率が既知という条件の

もとで選択された最適決定方式がベイズ解である。

　（3．2．4）の識別手法を信号検出の二者択一問題について具体的に適用する。母集団（情報源）を

排反事象の信号SとノイズNとし、損失行列Cを

〕N　
N

S
　
NC
C

S
　
S

S
　
NC
C

〔一一C

とする。Css，CNNは正しく判断された場合の損失、CsNとCNsはそれぞれFalseとMissの場合の損失

である。損失ベクトル1＝（IS，JN）’の成分は、

Js＝Cssp（S　I　x）十CsNp（N　I　x）

lN二CNsp（S　I　x）、十CNNp（N　I　x）

（3．2．5）

となる。したがって、識別は、

Js＜JN→x∈S

ls〉IN→x∈N

（3．2．6）

で行われる。ここで、

Js－JN二　｛（CsN－CNN）P（N）P（x　l　N）一（CNs－Css）P（S）P（x　l　S）｝／P（x），

よって（3．2．1）式より、（3．2．6）式の識別手法は次のように書ける。

A＞β→x∈S

A＜β→x∈N

（3．2．7）

ただし、

A＝P（x　I　S）／P（x　I　N），

β＝（CsN－CNN）P（N）／（CNs－Css）P（S）。

Aは尤度比（likelihoodratio）とよばれ、（3．2．7）は統計学では尤度比検定として知られている。

また、Aの対数は情報量の測度となる。
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　識別基準の設定としての立場から、ベイズ解を見てみよう。簡単のために、信号検出の二者択一

問題を考えることとし、Sの識別領域をRs、Nの識別領域をRNとして考える。識別結果の期待値；

Hit：P（H）一P（S）みSp（xlS）dx

Miss：P（M）一P（S）みNp（xlS）dx

False：P（F）一P（N）録sp（xlN）dx

Quiet：P（Q）一P（N）遜Np（xlN）dx

なので、損失関数L。は

Le＝CssP（H）＋CNsP（M）＋CsNP（F）＋CNNP（Q） （3．2．8）

となる。したがって、L，を最小とするような領域Rs，RNを決める問題となる。いま、識別境界面を

x＝θとすると、Leを最小とする条件は、

（CNs－Css）P（S）P（θI　S）＝（CsN－CNN）P（N）P（θl　N） （3．2．9）

となる。これがベイズ解である。したがって、ベイズ解を用いた識別手法は、

A＞β→x∈S

A＜β→x∈N

（3．2．10）

ただし

A＝P（x　l　S）／P（x　i　N），

β＝（CsN－CNN）P（N）／｛（CNs－Css）P（S）／

、 となり、（3．2．7）に相当している。xがス

カラーの場合の概念図を図3．2．1に示す。

　ベイズ解に基づく識別手法は、統計学に

おける最良尤度比検定に相当する。これは、

二者択一問題において、事前確率が既知で

あれば、Neyman－Peasonの定理に基づく

最良棄却域を設定できることを示している。

　次に事前確率が未知の場合の識別基準の

設定を考えてみる。このときの制約条件は、

P（xiN）
P（xlS〉

P（S）十P（N）＝1 （3．2．11）

　　　　　　　　e（㌔
←一一一一RN一一一→1←一Rs

X

図3．2．1 情報xが1次元連続で、μS＞μNの

場合の識別境界面の概念図。

P（x　l　N）、P（x　l　S）は情報源Nおよ

びSの密度関数。RN、Rs、はそれぞ

れのクラスの識別領域を示す。島は、

（CNs－Css）＝（CsN－CNN）で、P（N）；

P（S）の場合のベイズ解を示す。
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である。この制約条件のもとに（3．2．8）のL，の最小化は、

　　　　　　　　婦、p（xlS）dx＋蟻P（xIS）dx　　　（3．2．12）

　　　　　　　　　一C頭sp（xIN）dx＋CNψ，p（xIN）dx

のとき実現される。識別境界面をx二θとすると、この場合の識別基準βは、

　　　　　　　　　　　　　β二P（θl　S）／P（θl　N）　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．2．13）

となる。ただし、θは（3．2．12）式を満たす。これは、窺初一窺砿解と呼ばれている。

　識別手法として、ベイズ解を用いた手法はベイズの識別手法、窺1n一窺砿解を用いた手法はアn吻

一吻砿識別手法と呼ばれている。しかし、窺初一㎜解はあるベイズ解と一致するので、本章では、

これら両者合わせてベイズの識別手法と呼ぶことにする。

琢’

3．2．2　識別不能状態

　信号検出問題を一般化し、ここでは信号検出問題の決定出力に、識別不能状態Uを設けた場合に

ついて扱う。すなわち、情報源はクラスSとクラスNの2つとし、最終判断として、S、N、Uの

3つの状態のいずれかを選択する問題について述べる。

　簡単のために、正しく判断する場合の損失をCss＝CNN二〇、誤って判断する場合の損失をCNS二

CsN〒Ce＞0、判断不能とする場合の損失をCus二CuN＝Cuとする。また、決定ベクトルをd＝（ds，dN，

du）フとすると、損失関数Lは（3．2．2）、（3．2．3）式より、

　　　　　　　　　　　　　　　L＝Ce（1－L）　　　　　P　　　　　　　　　　　　　（3．2．14）

ここに

～

　　　　　　　　L＝dsP（S　l　x）十dN（N　I　x）十du（C，十Cu）／Ce　　　　　　　　　　　（3．2．15）

となる。Lの最小化は、Lの最大化と同値である。du＝0の下での最大化、すなわちS、Nのいずれ

と識別するかについてはすでに述べたので、ここでは識別不能状態Uと決定される場合を問題とす

る。

　識別は損失C，とCuの大小により、次のように分類される。

（1）Cu＞C。

　　　常に、

　　　　　　　　　　　　　P（S　l　x）〉（C，一Cu）／C，〈P（N　I　x）

　　　　したがって、識別不能の場合は生じない。

　（II）C。＞Cu＞0

（
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　　（i）　P（S　I　x）＜（C．一Cu）／C，＞P（N　I　x）

　　　　識別不能。

　　（ii）　（i）　以外の場合

　　　　識別不能ではない。実際P（S　I　x）＝P（N　I　x）二〇の場合は生じないであろうから、C，二

　　　　Cuの場合も識別不能ではない。

　（III）Cu≦0

　　　　　　　　　　　　　　　0≦P（S　I　x），P（N　I　x）≦1

　　　　したがって、常に識別不能。

　これらのことから、識別不能状態の損失が、誤りを犯した場合の損失以上であれば、識別不能状

態は生じない。また、識別不能の状態を損失としなければ、常に識別不能とすればよく、何もしな

いことと同じである。

　実際問題として、信号検出問題はクラスSか否かを知ることが目的であり、最終的識別クラスと

しての識別不能状態（U）は、後の変化を生せず好ましくない。したがってクラスUと判断された

場合は、人問が介在するにしろしないにしろ、情報の抽出法あるいは情報源の状態を変更する等、

次に何らかの処理を経由して、クラスSか否かの判断を下すことになる。

　クラスUと判断された場合の次の処理の一つに、判断の保留という処理が考えられる。これは、

次の新たな情報が得られるまで判断を保留し、その情報も含めて再び識別を行う手法である。すな

わち、識別結果の確度が低い場合は、次の情報も含めて標本数を多くすることにより識別の確度を

高める手法である。このような識別手法は、逐次識別手法と呼ばれている。この手法を適用するた

めには、同じ情報源から連続して情報が発生されることが大前提となる。

　情報源に識別不能状能のクラスを設定した場合は、3つのクラスからの情報を3つのクラスのう

ちいずれかに決定することであり、もはや識別不能の問題ではない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　参考　文　献

Rao，C．R．，1977：Linear　statistical　inference　and　its　applicalions（2nd　ed．）．Wiley，New　York．

Wald，A．，1950：Statistical　decision　functions．Wiley，New　York．

3．3　雑音の中の信号検出

　本節では、得られた情報が単に情報源Nからの出力”N”か、これに情報源Sからの出力”S”

が加わった出力”N＋S”なのかを識別する問題を考える。

　時刻tにおける情報源Nの出力をnt、情報源Sの出力をSt、我々の測定系への入力を簸とする。

時刻パラメータtは整数の全体Zを動くとする。識別に用いる時刻を／1，2，．．．解／とし、識
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別区間と呼び、記号丁で表す。

　情報源N、Sの母集団が共に知られている時、識別クラスを

　　　　　　　　　　クラスN二Xt…nt，　t∈Z
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．1）
　　　　　　　　　　クラスS：Xt≡nt十St，t∈Z

として、検定すべき仮説を

　　　　　　　帰無仮説　H。：Xt≡nt，　t∈Z（クラスN）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．2）
　　　　　　　対立仮説　H1：xt≡nt＋st，t∈Z（クラスS）

と設定する。

　H。（クラスN）かH、（クラスS）かの識別はベイズの決定手法に従い次のようになる。

　　　　　　　　　　　A＞β→H、（クラスS）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．3）
　　　　　　　　　　　A＜β→Ho（クラスN）

ここで

　　　　　　　　　　　　＿P（Xt，t∈TIH1）
　　　　　　　　　　　A一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．4）
　　　　　　　　　　　　　P（Xt，t∈T『H。）

であり、βは識別基準を与える定数である。

　もし、情報源Sの母集団が不明ならば、対立仮説H、（クラスS）は、

　　　　　　　　　　　　H1二Xt羊nt，t∈Z　　　　　　　　　　　　（3．3∫5）

3．3．1正規定常情報源に対する信号検出手順

情報源N、Sが互いに独立な正規定常過程に従う場合に識別手順を具体化しよう。

最も簡単な場合を考える。すなわち

　　条件A二叛（渉∈Z）は互いに独立で平均0分散σ祷の正規分布ψ（0、品）、St（孟∈Z）も互い

　　　　　に独立で平均μs分散σ§の正規分布ψ（μ，、σ書）にそれぞれ従う。

まず各時点毎に識別を行うことを考える。この場合識別区間丁は1時点｛1／よりなる。仮設H。

（クラスN）、H、（クラスS）を（3．3．2）のように設定すると、クラスNに対する尤度は、

　　　　　　　　P（xllH∂一嘉exp｛一2導貧｝　　　（3．3．6）

で与えられる。クラスSに対する尤度も簡単に求めることができ、
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　　P（為陶』。．d鉦烹呵一（Xl嘉）2／毒¢功／一（s蓑）2／

　　　　　　　一2π（議＋σ粛）吻／一捲漏／『　　　（3・3・7）

となる。対数尤度比ln　Aは

　　　　lnA－1％詣2（σ繹σ蕎）＋σ尋σ畜｛　＋2讐斎x多／　（3・3・8）

となり、識別手方は、

　　　　　　　　　　L＞α→H1（クラスS：信号有り）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．9）
　　　　　　　　　　L＜α→H。（クラスN　l信号無し）

で与えられる。ここで

　　　　　　　　　　　　　　σ甕　2
　　　　　　　　　L＝x1μs十　　2x1
　　　　　　　　　　　　　2σ‘N
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．10）

　　　　　　　　α一（σ§＋σ貧）／lnβ一ln詣／＋ヂ

である。この場合識別は真の信号の平均値と観測値との相関および観測値のエネルギーにより行わ

れる。したがって、平均信号の絶対値が大きく分散が小さければ識別能力は高い。そうでない場合、

各時点毎の観測値を用いる識別手法の確度は低い。

　今、信号をm個連続して受けるとしよう。この場合仮説（3．3．2）に対する尤度は

　　　　P（一一痴隅）一邑烹呵一2弩昌／

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．11）

　　　　P（一・商IHD一且蒲ゆ｛一2潔詣／

となる。したがって対数尤度比ln　Aは

1％A－m／l％識一2（σ搾σ為）／＋（σ§｝σ畜）／藤＋2繋xそ｝（3・3・12）

となり、（3．3．3）式にしたがって識別が行われる。これは、前節の逐次識別手法に相当する。

二つの判定方式の優劣を具体例で見ておこう。μ，＝0、P（N）二P（S）、Css＝CNN＝0，CsN＝CNsかつ

σ蕎＝σζとする。各時点毎の識別方式では、P（Hit）≒0．49，P（Miss）≒0．51，P（False）≒0．24，P

（Quiet）≒0．76となる。いいかえれば信号無しを信号有りと誤るのが4回に1回、信号有りを信号無

しと誤るのが2回に1回でその識別結果は殆ど信用できない。m時点判別方式では同じ前提条件下
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でm二100とすると、P（Hit）≒0．99，P（Miss）≒0．01，P（False）≒0．01，P（Quiet）≒0．99となる。

mは検出したい信号とノィズのS／N比と、期待する検出の信頼度により決まる。

　次に条件Aを要求しない、すなわち各時点毎の独立性を仮定しない場合にm時点識別方式を以下

に記しておこう。正規定常過程という仮定からn二（n、，n2，…，nm）’は平均ベクトル0，共分散行列

ΣN＝E［m’］のm次元正規分布、s二（s、，s2，…，sm）’は平均ベクトルμ＝（μs，μs，…，μs）’、共分散行

列Σs二E［（s一μ）（s一μ）’］のm次元正規分布に従う。ここでE［・］は平均を表わす。nとsの独立

性を用いるとx二n＋sは平均ベクトルμ共分散行列ΣN＋Σsのm次元正規分布に従う。仮説（3．3．2）

の下で、クラスN及びクラスSの確率は

　　　P（一・ヲ服）一（2π）叢≠ふ）券呵一麦どΣ虻x｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．13）

　　　P（一・㌔IHD一（2π）糀！複＋ふ）｝参吻｛一壱（x一μ）7（糸＋ふ）一1（x一μ）｝

で表わされる。したがって対数尤度比は

　　　1％A一麦1㌦渉窓転）＋去｛緩1x一（x一μ）・（糸＋ふ）一・（x一μ）／（3・3・・4）

となり、識別方式は

　　　　　　　　　　　　L＞α→H、（クラスS）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．15）
　　　　　　　　　　　　L＜α→H。（クラスN）

となる。ここに

　　　　　　　　　　　　　ユ　　　　　　　　　L＝x’Σ　x一（x一μ）’（ΣS十Σw）一1（x一μ）

　　　　　　　　　　　　N　　伽ΣN　　　　　　　　（3・3・16）
　　　　　　　　　α＝21箆β一1％46渉（Σ、＋ΣN）

　（3．3．15）の識別手法がスペクトルを反映していることは、Wiener－Khintchineの公式より明らか

であろう。ΣN二σ鳥1，Σs二σ§1（1：単位行列）ならば条件Aを満たし既に述べた場合に帰着する。

3．3．2情報源のモデル

　前節において情報源の確率構造は既知とした。しかし実際上は観測値からそれを推定しなければ

ならない。一つの手がかりは観測時系列のスペクトルであるが、周波数領域からのアプ・一チは非

定常あるいは非線形現象に対して心ずしも有効ではない。我々は時間領域からアプ・一チする。

　時間領域での情報源モデルとして取り扱いが簡単なものにマルコフ的情報源がある。情報源Xの

時刻tの出力をx此する。　IXt／が多重マルコフ過程、すなわちある自然数Lが存在して時刻t＋1

における出力Xt＋・の確率分布がXt，Xt一・，…Xt－L＋・のみに依存してXt－L，Xt－H，…にはよらない時、

Xをマルコフ的情報源とよぶ。いま、t＝（xt，xt一、，…，xt－L＋、）’と考えると、xt＋1の分布はxtのみに依
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存し、単純マルコフ過程になることを注意しておこう。

　さて条件付き確率P（xt　I　xt一、，xt－2，…，xt－L）はxt，xt一、，…，xt－Lのみからきまるのだから適当な

L変数関数fと正規確率変数εtを用いて

乃

xt二f（xt－1，xt－2，…，xt－L）＋εt （3．3．17）

と表されるであろう。fが線形関数のとき線形時系列モデル、非線形関数のとき非線形時系列モデ

ルという。線形時系列モデルで表される情報源は正規定常過程に従い、（3．3．1）項で検討した範疇

にはいる。

　線形時系列モデルとしてよく知られているものに、自己回復（AR）モデル、移動平均（MA）モ

デル、これらの混合型である自己回帰移動平均（ARMA）モデル、積分型自己回帰（IAR）モデル、

積分型移動平均（IMA）モデルおよびこれらの混合型である自己回帰積分型移動平均（ARIMA）モ

デル等がある。

　AR，MAおよびARMAモデルは共分散が発散しない、つまり平均値のまわりで振動する時系列

データを表現するのに適している。もちろんこの3者の中ではARMAモデルが最も優れているが、

MAモデルも含めて推定は困難である。これらに対してARモデルは最も取り扱い易いモデルであ

る。IAR，IMA，ARIMAモデルはトレンド成分をもつような時系列データを表現するのに適してお

り、ARIMAモデルが最も優れている。IAR，IMA，ARIMAモデルのうち、最も取り扱い易いのは

IARモデルである。これらのうち、どの時系列モデルを採用するかは観測データにより決まる。例

えぽ地震波信号に対してはARモデルが、地殼変動データにはIARモデルが適している。

　線型マルコフ的情報源は、次の状態空間表現により一般化して表される［例えぽ、Akaike（1974）、

Kalman（1968）］。

Yt＋1二FtYt十GtVt

Xt＝HtYt十Wt
（3．3．18）

ただし

　　　　　　　　　　　　　Yt　　　　二状態ベクトル

　　　　　　　　　　　　　Xt　　　二観測値ベクトル

　　　　　　　　　　　　　Vt　　　二遷移確率ベクトル

　　　　　　　　　　　　　Wt　　　：観測誤差ベクトル

　　　　　　　　　　　　　Ft，Gt，Ht二状態ダイナミックス

状態空間表現は、ダイナミックシステムとして見ることができる。Ft，Gt，Htが時間によらず一定で

あるものは時不変システム、時間と伴に変化するものは時変システムと呼ぽれている。（3．3．19）の

表現により、上述の時系列モデルを含むより一般的な時系列データを表現することができる。本章

一69一



気象研究所技術報告　第16号　1985

では、通常用いられる定常・非定常の概念とは異なり、状態ダイナミックスが時不変として表現さ

れ、かつ遷移確率ベクトルの従う分布が不変である場合を定常、それらのいずれか一方でも時変の

場合を非定常と呼んでいる。

3。3．3　エントロピー最大化原理と赤池の情報量基準AIC

　前項で想定したマルコフ的情報源の内どれを選ぶべきかという問題を考える。これは、想定した

モデルのうちどのモデルを選択するかという問題である。これに対する有力な基準の一つに赤池に

よる情報量基準AIC［Akaike（1973，1977）］がある。これはエント・ピーを最大にすることによっ

て最良のモデルを選択しようとするための基準量である。以下、AICについて解説する。

　真の分布と近似分布の差を測るため、kullback情報量

　　　　　　　　　　　　1（f：9）一乃z伽姜1劣　　　（3・3・・9）

を導入する［kullback（1959）］。ここでfは真の密度関数、gはあてはめたモデルの密度関数である。

この情報量は性質；

1（f：9）＞O

I（f：9）二〇⑬f＝9

（3．3．20）

を持つため、近似モデルgは1（f；g）→minとなるように選べばよいことがわかる。一1を一般化さ

れたエソト・ピーと考えれぽこの手続きはJaynes（1957）によって提唱されたエント・ピー最大化原

理にほかならない。

　今近似モデルgはパラメータθのみに依存するとしよう。すなわちg二g（Z，θ）とする。

　　　　　　　一1（f：9）一一∫旨zf（z）1盟f（z）一∫ヒxf（z）1％9（z）　　（3。3．2・）

において右辺第1項は真の母集団のみに関する項でgにはよらないので、第2項のみを最大化すれ

ぽよい。

　真の分布密度fを持つ確率変数をN回独立に観測して値Xi（i二1，。．N）を得たとする。大数の法測

より

　　　　　　　　撫N一・ゑ1宛9（xbθ）一∫dzf（z）1％9（ろθ）　　（3・3・22）

となる。ところで平均対数尤度を1（θ）とすると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1（θ）＝N｝1Σ1％g（Xi，θ）　　　　　　　　　　　　　　（3．3．23）
　　　　　　　　　　　　　　　　　i二1
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したがって∫dzf（z）1箆9（励を最大にすることは＋分大きいN耐して畑撮大化すること

を意味し、最尤法は近似的にエント・ピー最大化原理と同等である。

さて・撃∫dzf（Z）1％9（励を実現するθを島とし真のパラメータと呼ぶことをこする・こ砥

g（z，島）＝f（z）とは限らないことを注意する。また対数尤度1（θ）を最大にするθをθとする。θは

最尤定量とよばれる。θは島に十分近いとして

　　∫dzf（z）lng（か∫dzf（z）」κ9（鴫）

　　　　　　　　　　　＋声zf（z）〔蓄1　（賜）〕（秒一島）　　（3・3・24）

　　　　　　　　　　　＋吉（み一島）∫dzf（z）〔∂語び1　（賜）〕（3一島）

と展開する。ここでθ。の定義より

　　　　　　　　　　　声　　　　　　　　　　　　　　　∂　　　　　　　　　　　　z　f（z）一1多z　g（z，θ。）＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．25）

　　　　　　　　　　　　　　　∂θ

したがって（3．3．25）は

　　　∫dzf（z）1π9（吻一∫dzf（z）1　（脇）一去（碗」（命）（島一島）　（3・326）

となる。ただし

　　　　　　　　　」（島）一一∫dzf（z）∂藷〆η9（筋）　　　（3・3・27）

ここで声zf（z）1η9（z，島）は

　　　　∫dzf（z）1％9（筋）一西zf（z）1％9（賜）一N一・菖1％9（x謝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ
　　　　　　　　　　　　　十N－1Σhz　g（x茎，θ。）一N－1Σln　g（xi，の　　　　　（3．3，28）
　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1　　　　　　　　　　　　　　i＝1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ
　　　　　　　　　　　　　十N－1Σ1銘9（Xi，の
　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1

と書ける。N－1呈1％g（x、，島）を3のまわりで展開すると

　　　　　　iニ1
　　　N一・菖1銘9（xb島）雲N一・急♂％9（xi・初＋N－1鵠1％9（畑（曲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．29）

　　　　　　　　　　　＋⊥（仇一初・N－1至∂21銘9（x、，あ（島一初

　　　　　　　　　　　　2　　　　i一・∂θ∂θ’

最尤推定量の定義から

　　　　　　　　　　　　N一・呈一塗一1％9（Xi，あ一〇　　　　　　（3．3．30）
　　　　　　　　　　　　　　i－1∂θ
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またNが十分大きいとし、θ≧島より

　　　　　　　　　　　N　∂2　　　　　＾　　　　　　　　　　N－1Σ　　　　1η9（xi，の2－J（θ。）　　　　　　　　　　　　（3．3．31）
　　　　　　　　　　　i－1∂θ∂θ’

一方中心極限定理より

　　　　N一麦呈』L　lπg（x、，島）雲平均0共分散1（島）の正規確率変数　　　　　（3．3．32）

　　　　　　　i－1∂θ

ここに1（θ。）はFisherの情報行列で

　　　　　　　1（島）一∫dzf（z）券1箆9（謡）島1％9（協）　　（3・3・33ン

で定義される。したがって、（3．3．29），（3。3．30），（3．3．31），（3．3．32）より〉下「（み一θ。）は平均0

共分散J－1（θ。）1（θ。）の正規分布に従うことが分かる。故に、

　　　　　　E［（θ一θ。）’J（θ。）（θ一θo）］ンN－11zα66（J『1（θ。）1（θ。））　　　　　　　　（3．3．34）

ここにE［・］は平均を表わす。また

　　　　　　　　　　　N一・菖lng（X離∫ヒzf（z）1η9（幅）

よって（3．3．24）式はNが十分大きい時に

　　　　　　声zf（z）1κ9（吻＝諭一N一’∫勉66（J－1（島）1（島））　　（3・3・35）

となる。

　もし9（z，θ。）＝f（z）ならぽIJ（θ。）＝1（θ。）となるので

　　　　　　　　　　　　　　　加06（J（島）一11（θ。））＝K

ここでKはパラメータの次元である。これを（3．3．25）式に代入すれば

　　　　　　　　　　声　　　　　　　　　　　　　　　　　＾　　一＾　　K　　　　　　　　　　　z　f（z）1錫9（z，θ）21（の一一　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．36）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N

を得る。これを一2N倍したものが赤池の情報量基準AICである。

　　　　　　　　　　　　　AIC二一21（の十2K　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．37）

　AICが小さい程dz　f（z）ln　g（z，θ）は大きくなり9は真の分布に近いとことがいえる。

　赤池の情報量基準AICによりパラメータの次元の異なるモデル間の比較も可能になりパラメトリッ

クなモデル構成がパラメータの個数を含めて行える。AIC導出の過程からわかるようにデータ数が

少ない場合や想定したモデルが真の分布と掛け離れている場合はAICをそのまま適用することはで
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きない。

　最後に統計的検定問題をエント・ピー最大化原理の立場から見ておこう。仮説H。、H、に対する確

率分布をP（・l　H。）、P（・l　H1）、真の分布をP（・）とする。Nが十分大きい時

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　一1（P（・）：P（・iHo））2N『1Σ1解P（xilHo）一N－1Σ1％P（xi）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝I　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　一1（P（・）二P（・l　H1））＝とN－1Σ1％P（xi　l　H1）一N一1Σ1％P（xi）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1

したがって

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　nP（x五iH、）
　　　　N｛一1（P（・）二P（・l　H1））十1（P（・）：P（・l　H。））／＝伽i看1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11P（Xi旧。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1

これは尤度比検定と同等であり、先に述べたベイズの識別手法とも等しい。

3．3．4　マルコフ的情報源モデルによる信号検出

　xt（t∈Z）において、x、，x2，…，xnはクラスNであるという条件のもとに、x。＋、，xn＋2，…，xn＋mが

クラスSか否かを識別する問題を考える。時刻パラメータtに関して、T＝｛1，2，・一，n＋m／、T・＝

｛1，2，…，n／、T2＝／n＋1，n＋2，…，n＋m｝とおくと、識別クラスは、

　　　　　　　　　　クラスN：Xt二nt，　　t∈T
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．38）
　　　　　　　　　　クラスS：Xt＝nt十αtSt，t∈T

ただし

　　　　　　　　　　　　　　　　　儂謝

となる。したがって検討すべき仮説は、

　　　　　　　　　　　　帰無仮説H。二Xt・＝nt，　　　t∈丁

　　　　　　　　　　　　対立仮説H、：xtニnt＋αt　st，t∈T

　　　　　　　　　　　　　　　　　｛1：1詔

このとき、それぞれの丁上での結合確率は、

　　P（xt，t∈TIH。）＝P（x1，x2，…，xn，…，xn＋mlN）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．39）
　　P（xt，t∈TIH1）＝P（x1，x2，…，xnlN）P（xn＋1，xn＋2，…，xn＋mlS①N）

となる。ここにP（・l　N）、P（・l　S①N）は、それぞれ情報源Nおよび合成された情報源S①N
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からの出力と考えたときの結合確率である。

　情報源モデルを通して情報を測る立場から上の識別問題を考えてみる。まず、情報源モデルの推

定も含め同時に上の識別問題を解決する手法について述べる。記法を簡単化するため、H・に対する

情報源モデルの状態ダィナミクスおよび遷移確率の共分散列をそれぞれFT，GT，CTで表わす。また

H・に対しては、FT1，GT1，CT1、およびFT2・GT2・CT2とする・各情報源モデルのパラメータ次元は

異なるため、AICを通じてこれらパラメータ推定の実現を図る。実現されたパラメータに記号　を

つけて表わすと、H。，H、に対するAIC（H。）、AIC（H、）は、

AIC（H。）＝（n十m）1η4αCT十2κT十const．

AIC（H1）＝nln46渉CT、十m吻4切CT、十2（κT、十κT2）十const・
（3．3．40）

も

となる。ここに、κT，κT、，κT、は、推定情報源モデルのパラメータ数である6AIC（H・）・AIC（H・）の

大小によりクラスN、クラスSの識別が行える［Ozaki　and　Tong（1975），Kitagawa　and　Akaike

（1978）］。

3．3。3項で述べたよ鬼呵一がIC掩尤度の不偏推定量を目指したものである・そ砥

尤度をAICにより表わすと、ベィズの識別手法は

A＞β→H1（クラスS）

A＜β→Ho（クラスN）
（3．3．41）

ただし、

　　　　　　　　　　　A－exp｛一青AIC（H・）＋去AIC（Hの／

となる。

　次に、情報源N（マルコフ用情報源）は既知という仮定のもとに｛Xt，t∈T／T＝／1，2，…，m／

がクラスSか否かを識別する方式について考えてみる。この場合の識別クラスは、（3．3．38）におい

てTをT2に限定したものとなる。情報源Nによる予測誤差をWtとすると、新たな識別クラスは、

クラスN二｛Wt，t∈T2／⊂x：ψ（0，CN）

クラスS：IWt，t∈T2／d〔ψ（0，CN）
（3．3．42）

ここにψ（u，C）は平均u共分散行列Cの白色正規密度関数を表わし、　｛・／俣ψは／・／が、ψ

に従うことを意味する。クラスSに対してWtは新たなマルコフ的情報源｛Fw，Gw，Cw／で表現され

るとすると、クラスN、クラスSに対するAIC（H。），AIC（H1）は、

　　　　　　　　　　　AIC（Ho）＝ml％4αCN十ΣwlC西lwt十const．
　　　　　　　　＾　　

t＝

AIC（H1）＝ml箆4αCw十mr十2κw十const．

（3．3．43）
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となる。したがって、この場合の識別手法は、AICを用いて尤度を表わすことにより（3．3．42）と

同様になる。

　さて、（3．3．43）の識別をクラスSの情報源モデルの推定により行ったが、E［w，wl＋．］＝0、（τ

キ0）と仮定し、単に共分散行列の検定のみを行っても十分実用に耐える。この場合wl　C西l　w，が

π2分布に従うことを利用して検定を行なってもよい。また、共分散行列Cが未知であるとして、F

分布を用いることもできる。

　ここで述べた手法は、次節の信号出現時刻の決定に応用されている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　参考文献
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　　　Biology，ed．M．D．Mesarovic，Springer－Verlag，New　York，222－232。
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　　　analysis．Proc．8－th　Hawai　lnt，Conf．on　Sytem　Science，224－226。

3．4　信号出現時刻の決定

　信号出現時刻は、地震波信号にあっては、初動時刻あるいは別種の波の混入という意味で位相混

入時刻［横田ら＜1981）1とよばれている。それを客観的に精度よく知ることは震源を定める上で不

可決であり、決定手法について数多くの研究がなされている。

　非統計的手法としては、渡辺ら（1975）、Stewart（1977）、Allen（1978）、Anderson（1978）等

がある。そこではある種のフィルター出力による特徴関数を内外挿して初動時刻が求めてられてい
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る。統計的手法による試みとして、白井・徳弘（1979）によるベイズの手法に基づくものがある。

しかしこれは、1時点毎に信号か否かの判別を行う手法のため、すでに前節で述べたように、その

確度は十分とはいえない。横田ら（1981）は’、初動時刻＝入力波の定常性が破れる時刻”であるこ

とに注目し、非定常時系列の一般論を応用した決定手法を開発した。

　信号出現時刻の決定は、信号検出問題においてクラスSと識別された後に実行される。基本的に

は前節までの議論の応用により解決される。白井・徳弘（1979）の手法を1時点識別手法、横田ら

（1981）の手法を多時点識別法として区別する。

3．4．1信号出現時刻決定の統計モデル

　横田ら（1981）に従って述べる。横田ら（1981）では、特に地震波信号に主眼をおいているため、

情報源として最も取り扱いやすいARモデルを採用しているが、ここではマルコフ的情報源という

一般的制約のみをおく。

　信号出現時刻の決定問題は、定常・非定常状態を判別するという立場から次のように考えること

ができる。図3．4．1に示すように任意に与えられた区間ACにおいてB時点から信号が混入した場

合を考えよう。すなわち定常な情報源からの出力にB地点からやはり定常な情報源Sからの出力が

混入したとする。区間AC全体は非定常であるが、区間AB及びBCのみでは、定常な時系列であ

る。言いかえると、信号出現時刻の決定は任意に与えられた非定常な区間を定常な2つの区間にわ

けることに他ならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3．3節と同様に、時刻tにおける情報源

　A　　　　　　　　B　　　　　　　　　　c　　Nの出力をnt・情報源Sの出力をSt我々の
　l　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　l
　ド．stati。nary　＿→く。＿　stati。nary　一一．．→i　　測定系への入力をXtとする。時刻パラメ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じ

　・　　　　　　　　1　　　　　　　　　　’　　一タtは整数の全体Zを動く。判別に用い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る時間を／1，2，……，m／としてこれをT

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で表わす。k時点から信号が出現したとす

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　ると
　し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こ

　1←一一一一一…　　nonstati・narγ　　一…一…一一ゆ1
　！　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　xt二nt十αtSt、t∈Z　　（3．4．1）

図3．4．1 定常な情報源Nからの信号に定常な情

報源Sからの信号が混入した場合の概

念図。情報源Sからの信号の混入時点

をBとすると、区間ABは定常な情報

源Nからの信号で、区間BCは合成さ

れた定常な情報源S①Nからの信号と

なる。区間AC全体は、1つの定常な

情報源では表現できず、非定常とな
る。

で》
」こ

一｛慧一1（3・4・2）

　さてSk．、Sk．2……についての情報を我々は

一切持っていない。したがってk時点付近

亀

（
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でSを通常のマルコフ的情報源とみなすことは妥当性を欠く。むしろ時間の向きを逆転してStの分

布はSt＋、、St＋2、……で決まると考えるべきである。実際、信号出現時刻の決定は信号有りの判断後

に行われるもので、情報源Sを表現するに十分長い区間｛k，k＋1，……，m／にわたる情報が既に我々

の手にある。このように時間の向きを逆転させて作った情報源を後ろ向き情報源と呼び、記号←を

つけて表すことにする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Xtはt〈kでは情報源N、t＞kでは合成された後ろ向き情報源S㊦NFからの出力である。それぞれ

の多重マルコフ性の次数をLN、LSNとすると、Xtは条件付き確率の系

P（xt　I　xt＿1，xt＿2，…，xt＿L）　t＜k

　　　　　　　　　　N
P（xtlxt＋・，xt＋2，…，xt＋LNs）t≧k

（3．4．3）

で表わされる。信号出現時刻の決定範囲を丁二｛1，2，…，m／に保つため観測範囲を前後に拡張して

To二｛1－MN，…，1，2，・…・・，m，・一，m＋MsN｝としておく。　｛x｝のTo上での結合確率は

　　　　P（xt，t∈Tolk）二P（x1＿MN，…，x1，x2，…，xk＿1iN）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←一　　　　（3．4．4）
　　　　　　　　　　　　×P（xk，Xk＋1，…，xm，…，…xm＋M　I　S㊦N）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　SM

　　　　　　　　　　　　　　く　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
となる。ここにP（・I　N）、P（・I　S㊦N）はそれぞれ情報源N、情報源S㊦Nからの出力と考え

た時の結合確率である。記法を簡単化するため｛1－MN，…，1，2，…，k－l／＝T9、　／k，k＋1，…，

m，…，m十MsN／＝T8N、／l－MN十LN，…，1，2，…，k－1／＝丁歯、　／k，k十1，…，m，…，m十MsN－

LsN／＝丁杢Nとし、丁歯∩T§N二丁1とする。また、情報源を3，3，2項の状態空間表現により／F，G，C／

　　　　　　　　　で表わし、情報源N，S㊦Nに対してそれぞれ｛FN，GN，CN／、｛FsN，GsN，CsN／とする。

　（3．4．4）に対して、t∈T1上での条件付き確率を

P（xt，t∈Tllk，icx）＝P（xt，t∈Tolk）／｛P（x1－MN，…，xLN－MNIN）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×P（xm＋MsN－LsN＋b…，xm＋MsNIS㊦N）／
（3．4．5）

とする。

　信号出現時刻kの決定は（3．4．4）あるいは（3．4．5）を最大1こするkを求めることに帰着する。その

具体的手法を以下に3つ述べる（図3．4．2参照）。

手法1二情報源N、N＋Sを推定するのに判別区間丁の全データを用いる。

まずt∈丁畠に対して

t∈Ts箔に対して

P（xt，t∈丁畠IFN，GN，CN） （3．4．6）
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（1） ．N

k t
k－1

S㊥N

（五）

N　WN　　一一一一一→k－1

t
〕
↑
酬

｛皿
N

一
聡

ぐk

（皿）

N　WN　　一一一一一＞k－1

図3．4．2

　　　　　　　　　　　　　k一一一一一一→〉D

　　　　　　　　　　　　　　　WN

信号出現時刻kの決定のための情報源NおよびS㊦Nの推定区間の概念図。

（1）は手法1、（II）は手法2、（III）は手法3に対している。波線矢印はN

およびS㊤Nからの予測誤差Wn（t）、Wsn（t）を計算する方向を示す。（HD

の手法3においては、S㊦Nのみの情報源を推測した場合はこの図とは逆向き

になる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t

P（xt，t∈TgNIFsN，GsN，CsN） （3．4．7）

を計算し、最大値を実現するFN、GN、CN、FsN、GsN、CsNを記号　をつけて表わす。このとき、

（3．4、4）に対する赤池の情報量基準AICは

　　　　AIC（k）＝（k－1十MN）1％4αCN十（m－k十1十MsN）1％惚CsN
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．4．8）
　　　　　　　　　十2（細十κSN）十const．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で与えられる。ここで撤、κSNはそれぞれ情報源N、S㊦Nのパラメータの個数である。このAICを

最小にするkをもって信号出現時刻とする。

　この手法は、判定する時点k毎に2つの情報源を作成しなければならず、計算時間がかかる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　手法2二判定区間の最前部および最後部のデータから情報源N、S㊦Nを推定する。

　この手法は次の2つに大別される。

　　1）　予測誤差の共分散行列をCN、CSNに固定する。

　　2）　予測誤差の共分散行列AN、ASNを計算される予測誤差より推定する。
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　　　　　　　　t時点のNおよびS①Nからの予測誤差をそれぞれwN（t）、wsN（t）とすると（3．4．5）に対するAICは、

1）の場合は、

　　　AIC（k）＝（k十MN）1％惚CN十（MsN－k十1）1％惚CsN

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．4．9）
　　　　　　　　k－1　　　　　　＾　　　　　　　　MSN　　　　　　＾
　　　　　　　十Σ．w長（t）C『歯wN（t）十Σws脳（t）C一§NwsN（t）十const．
　　　　　　　　t＝一MN　　　　　　　　　　　　　　t＝k

となる。ここで

　　　　　　　　　　　　　　　　MN＝MN－LN－1

　　　　　　　　　　　　　　　　MSN二m十MSN－LSN

とおく。

また2）に対するAICはxの成分数をrとして

　　　　　　AIC（k）＝（k十MN）1％惚AN十（MsN－k十1）ln襯AsN
　　　　　　　　　　　＿　＿　　　　　　　　　　　　　　　　（3．4．10）
　　　　　　　　　　十（MN十MsN十1）r十2（r十r2）十const．

となる。これらのAICが最小となる時点kを信号出現時刻とする。

　手法1と比較して、計算時間は飛躍的に短縮され、精度もさほど見劣りしない。手法2－1）におい

て、近似情報源の共分散行列によっては結果が多少不安定になることがある。

手法3：判別区間の最前部あるいは最後部のみの情報源を推定する。

　簡単のため、最前部のみの情報源Nを推定する場合を考える。t時点の情報源Nからの予測誤差

をwN（t）とするとt∈丁爵とt∈Ts翁ではwN（t）の共分散が異なることに注目する。t∈Ts㌔における

wN（t）の推定共分散をAwとし、（3．4．5）を最大化する。ただし、t∈丁吾NにおいてもE［wN（t）w長（t＋

τ）］二〇（7キ0）と仮定する。手法2と同様、2つに大別される。

1）t∈丁爵の共分散行列を推定情報源の共分散行列に固定する。このときAICは

　　　　　　　AIC（k）＝（k十MN）1η惚CN十（MsN－k十1）Aw

　　　　　　　　　　　　k－1　　　　　＾　　　　　　　　＿
　　　　　　　　　　　十　Σ　wl（t）C一凸wN（t）十（MsN－k十1）r　　　　　　　（3．4．11）
　　　　　　　　　　　　t二一MN

　　　　　　　　　　　十r2十r十const．

2）t∈丁轟の共分散行列を推定する。このときのAICは

　　　　　　AIC（k）＝（k十MN）劾44AN十（MsN－k十1）肋44Aw
　　　　　　　　　　　　＿　＿　　　　　　　　　　　　　　　　（3．4．12）
　　　　　　　　　　　十（MN十MsN十1）r十2（r2十r）十const．

　これらのAICが最小になるkをもって信号出現時刻とする。
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　手法3はただ1つの情報源のみを推定するだけなので、SまたはNいずれかの情報源が推定困難

な場合にむいており、計算時問は3つの手法の中で最も短い。以上、大別して3種の手法を述べた。

ここで述べた手法は、バラメータ数をゼ・と仮定することによりOrigina1なデータをそのまま用い

ることもできる。手法3は、手法1～3との組み合せとして用いることもできる。つまり、片方の

モデルによる逆フィルタを通すことと同等である。このホワイト化フィルタの出力に対して再び手

法1～3を適用するのである。これは、手法2についても同様である。このようにあらかじめホワ

イト化フィルタを使用する手法を、仮に手法0と呼ぶことにしよう。

　実際的問題として観測量が多成分の時、計算量は膨大になるが、次のように簡略化できる。まず

第1成分の事後確率を第2成分の事前確率とし、ベイズ流に第2成分の事後確率を得る。これをr成

分まで順次繰り返して最終的な事後確率を得る。このときのAICを最小とする時点kを信号出現時

刻とする。この方法は、本質的に共分散行列の対角成分を0と仮定することに相当しているが、十

分実用に耐える。実際に適用するときは、第1成分で十分な精度が得られないとき第2成分を…と

満足すべき精度が得られるまで順次成分数をふやしていく。

　さてこれまで述べてきた信号出現時刻は、

等時間間隔でサンプリソグされた観測量を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k
用いて、最初に信号が出現した時刻として　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

定義される。しかし、これは従来のアナ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

グ可視記録によって人間が信号出現時刻と

判断していた時点とは異なる。例えば、地　　　　一”響
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k－1
震波信号の初動時刻としては、正に信号が

始まらんとする時点を初動時刻としてアナ　　　　　↑

・グ可視記録から人間が読み取っている。

このように、時間を離散的に見た場合と連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3．4．3　離散時間のモデルにおいて信号が出現した
続量的視点から見た場合とでは信号出現時
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時点kと連続時間的視点からみた信号出現
刻のとらえ方が多少異なる。この両者の視　　　　　　　時刻との違い。図中矢印の時点（k－1）

覚的な差異は、出現した信号が大きければ　　　　　　　を視覚的な初動時刻と呼ぶ・

大きい程顕著である。そこで、ここで定義

した信号出現時点を1サンプル時点前にもどした（k－1）時点を、視覚的な初動時刻として定義する（図

3．4．3）。

3．4．2　ベイズの識別手法として見た信号出現時刻の決定

前項で述べた信号出現時刻の決定手法を、ベイズの識別手法の立場から見直してみる。

信号出現時点kすなわち（3．4．4）あるいは（3．4．5）を最大化するkは確率過程｛Xt｝により決まる
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確率変数である。しかし、実際には各kにより逆に確率過程／Xt｝が決まる。なぜなら、情報現N

からの出力／nt／および情報現Sからの出力｛St｝の確率過程がそれぞれ独立に存在し、これら2つ

の出力端子を接続させた時刻がkであり、その結果として｛Xt／が決まるからである。そこで、こ

れらの出力端子を接続させる事象の全体をAとし、時刻iに端子を接続させる排反事象をAiで表わ

すと、信号出現時刻の決定問題は、情報／Xt／が事象Aのうちどの事象からの情報であるかを識別

する問題となる。

　いま、A＝IA1，A2，…，Am／、（Ai∩Aj＝φ，iキj）とし、／xt，t∈To／の全体をX、損失行

列をC＝［Cij］、P二（P（A、I　X）…P（Am　I　X））’とおくと、損失ベクトル1＝（1、」2…塩）’は（3．2．2）

と同様に表わされる；

　　　　　　　　　　　　　　　　1＝CP　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3。4．13）

したがって、ベイズの識別方法は

　　　　　　　　　　　　郷初li二lk→X∈Ak　　　　　　　　　　　　　　　（3．4．14）
　　　　　　　　　　　　　i

となる。ここにX∈AkはXがAkからの情報であると識別された、すなわち信号出現時刻がkであ

ると判断されたことを表わす。

　（3．4．14）のベイズの識別手法において、前項の多時点識別手法を見てみよう。前項で述べた種々

の手法は、本質的には尤度関数の違いと考えられる。そこで、これらの手法におけるi時点に信号が

出現する尤度をP（X　I　Al）で代表させることにする。前項のAlc（i）を用いると

　　　　　　　　　　P（X陶一呵一麦AIC（i）／　　　（3・4・・5）

により与えられる。したがって、3．4．1項の手法は、

　　　　　　　　　吻砿P（X　I　Ai）＝P（X　I　Ak）→X∈Ak　　　　　　　　　　　（3．4．16）
　　　　　　　　　　孟

により信号出現時刻の決定を行ったことになる。これは、事前確率および損失を

　　　　　P（A1）＝P（A2）＝一一二P（Am）

　　　　　C11－CQ　『　（i＝1，2，…，m）

　　　　　Cij＝Cji＝Ce　　　　（i＝1，2，…，m，j＝1，2，…，m，iキj）

　　　　　Co＜Ce

としたときの（3．4．14）のベイズの識別手法と同等になる。ここに、事後確率は

　　　　　　　　　　P（A、I　X）～P（Ai）P（X　I　Ai）／P（X）　　　　　　　　　　　　（3．4．17）

一81



気象研究所技術報告　第16号　1985

を満たすと仮定した。

　次に、白井・徳弘（1979）による信号出現時刻の決定手法をベイズの識別手法の立場から見てみ

る。あるパラメータ（いまの場合信号出現時刻）を求めるために通常なされるように、（3．4．4）あ

るいは（3．4．5）式を時間について微分（正確にはいまの場合は離散的なので差分）してゼ・とおき

　　　　　　　　　　　　　　　　ズ　　　　　　　ぐ　　極値を求めることが考えられる。情報源NおよびS①Nを固定した前項の多時点識別法の手法2－1）

において

　　　　　　　　差分～AIC（k＋1）＝AIC（k）＝0→信号出現時刻はk時点

とすれば、森田・浜口（1984）が述べているように白井・徳弘（1979）と同等である。しかしなが

ら、これをもって白井・徳弘（1979）と横田ら（1981）の多時点識別法が同等であると主張（森田・

浜口（1984））することは正しくない。実際、極値は多数存在し、平滑化などの手続きが必要となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　白井・徳弘らの手法は、1時点しか情報がなく情報源N、S㊦Nが既知の場合のベイズの識別手法

による3・3節の信号検出問題である。

　一般化された信号出現時刻の決定は、（3．4．14）のベイズの識別手法により行われることを示した。

すなわち、各信号出現時刻k（クラスAk）の尤度は3．4．1項の手法で求め、その識別は（3．4．14）の

ベイズの識別手法により行われる。

　さて、信号出現時刻の決定を行うために重大な問題として、出現時刻kを決定する区間の設定が

ある。しかし、これもベイズの識別手法により解決される。いま、識別クラスをA＝｛…，A。＋・，

A・＋2，…，A・＋m，…／と拡張する。そしてこれら各事象の事前確率が

P（Ai）＝0　（i≦7，i≧7十m十1）

となるτおよびmを設定することにより判定区間の設定が行われる。

3．4．3　信号出現時刻の決定誤差

　ベイズの識別手法による信号出現時刻の決定手法について3．4．3項で述べた。ここでは、決定さ

れた出現時刻に対する誤差の評価について考えてみる。

　通常パラメータθの推定誤差を評価する方法は、標本数Nが十分大ぎいとき〉午「（θ一6も）が斬近

的に平均0共分散」一1（洗）1（島）の正規分布に従う（3．3．3項参照）ことを利用して行われる。しかし、

いまの場合、信号出現時刻kは（3。4．4）の尤度関数に陽として含まれていない。さらに言えば、信

号出現時刻kについての標本は1個しか得られていないのである。

　ベイスの識別手法にもどって考えてみよう。識別は損失が最小となるクラスを選ぶことにより行

われている。そして、これは各クラス間に棄却領域を設定して検定を行うことと同等であった。こ

のとき、事前確率に基づき棄却領域が設定されたものが、ベイズ解である。したがって、信号出現

時刻の決定誤差を、棄却領域の設定法の違いにより識別されるクラスの全体とすることができる。
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しかし・これは現実的な方式ではない。そこで識別されたAkに対して独自に棄却領域を設定し、こ

の棄却領域でAkと他のクラスとの検定を行い、棄却されないクラスを誤差として採用することにす

る。すなわち、

　kキm2L＝σ

A
A

＝
＝

レ
い
　

　A
A

　
　
　
　H
H

説
説

仮
仮

無
立

帰
対

の検定により、帰無仮説が採用されたクラスの全体を信号出現時刻の決定誤差とするのである。し

たがって、問題はAkに対して棄却領域をいかに設定するかということになる。

　3．4．1項で述べた各手法に対してみてみることにする。まず手法1について考えようこれは、情報

源モデルの推定を含めて同時に識別を行う方式であった。そこで、モデルの推定誤差すなわち

π「（a一疏）が平均0、共分数J『1（島）1（島）に従うことを利用することにする。つまり、パラメー

タの推定誤差の共分散行列がX2分布に従うことを利用して、AIC（k）であるいは尤度の推定誤差の

棄却領域を設定するのである。しかし、この場合J『1（島）1（島）は末知であることに注意しなければな

らない。

　次に手法2について考えよう。まず手法2－1は、情報源は既知としてその予測誤差の系列により

識別を行っている。森田・浜口（1984）は、この手法2－1）と同等の方法で信号出現時刻を決定し、

このときの誤差を、既知とした情報源のパラメータの推定誤差を利用することにより評価すること

を提案している。ここでは別の視点から考えてみる。手法2－1）は、本質的には予測誤差の共分散が

既知とした情報源の共分散と等しいか否かを検討している。そこでΣw　lC－1Wtがκ2分布に従うこと

を利用して検定を行うことにする。このとき、Ak自身についても検定を行うことができる。

　次に手法2－2）ついて考えてみよう。これはシステムダイナミックスは既知として予測誤差の共分

散行列を推測することにより識別を行っている。そこで、AkとAiのそれぞれのΣwlC『1Wtの比がF

分布に従うことを利用して検定を行うことにする。

　手法3－1）については簡単ではない。手法3－2）は、予測誤差に対する仮定は手法2－2）と基本的

には同等である。そこで手法2－2）と同等にF分布を利用して検牢を行うことにする。そして手法3－1）

についても手法3－2）と同様にF分布を利用して行う方式をとる。

　次に、Ak自身についても同様の目安を考えよう。Akは、信号が存在するという条件下のもとで識

別されたクラスである。そこで信号がないとした場合のAICとAkのAIC（k）との差を、エント・ビー

の意味での信号出現の確度として用いることにする。

　誤差に対するより実際的な評価の目安を考えてみよう。Akが識別された後、TN、Tsにっいての予

測誤差の共分散行列をそれぞれ計算し（情報源モデル自身も再計算してよい）、それぞれの情報源モ

　　　　　　　　　　デルからの予測誤差をS①Nについてはt＝k－1，k－2，…、Nについてはt二k，k＋1，…と両方向に

計算しながらF分布を利用して検定を行い、信頼区間を超えた時点のt1，t2をもって、信号出現時刻
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に対する区間推定［t1，t2］とする。これは手法1）～3）について共通に行うことができ、より実際的

な方法である。

　　　　　　　　　　　　　　　　参考文献

森田裕一・法口博之、1984二自己回帰過程による地震波初動の自動検測とその信頼区間、地震2、37、

　281－293。

白井克彦・徳弘一路、1979：地震波初動の自動検出、地震2、32、141－148。

横田崇・周勝奎・溝上恵・中村功、1981二地震波データの自動検測方式とオソライン処理システム

　における稼動実験、地震研究所彙報、55、449－984。

Allen，R．V．，1978：Automatic　earthquake　recognition　and　timing　from　signal　trace．Bull．Seism．Soc．

　　　Am．，68，1521－1532．

Anderson，K．R．，1978：Automatic　analysis　of　microearthquake　network　data，Computer－Aided　Sesmic

　　　Analysis　and　Discrirination．ed．C．H．Chen，Elsevier，Amsterdma，159－175．

Stewart，S．W．，W．H．K．Lee　and　J．P．Eaton，1971：Location　and　rea1－time　detection　of　microearth－

　　　quakes　along　the　San　Andreas　fault　system　in　central　Califomia．Roy．Soc．New　Zealand，9，

　　　205－209．

3．5　地震波信号における相の同定

　時系列データの信号検出手法については、2者強制選択問題として3．3節で述べた。検出したい

信号が複数個ある場合についても、基本的には3．2節で述べたBayesの決定手法により解決される。

このような複数のクラスの信号検出問題の一つとして、地震波信号がある。

　地震波信号は、P波、S波等の混合波からなり、特に震源を決定する上で重要なことは、これらP

波、s波の識別である。2者強制選択問題としての地震波信号検出は、通常次の3段階の手順により

行われる。

　　i）　地動雑音からP波信号の検出

　　ii）　地震波信号の終了検出

　　iii）　地震波信号の中からs波信号の検出

　地震波信号は、発震機構や波の伝播経路の地殼構造により非常に多様な様相を呈する。例えば、

震央からある方位の観測点では、P波信号が非常に微弱となり、S波信号しか識別できないようなこ

とがある。このような場合、単に最初に検出された信号をP波信号とする上述の手順では、S波を

P波と誤認し、震源決定に重大な悪影響を及ぽすことになる。

　しかし・P波・S波の情報モデルを設定することは容易ではない。なぜなら、これらの波は、発震

機構とその伝播経路により決まるもので・情報源モデルはこれら両者をあわせた伝達関数により表
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o

現されるからである。そこで、これらの波を、振動方向による特徴パラメータにより識別すること

を考える。

　地震波の振幅は、P波の場合は上下動成分に、S波の場合は水平動成分にそれぞれ卓越することが

多い。またP波は震央方向に振動する波である。このような特徴を利用し、P波、S波を識別する

ことおよび震央方位角を推定することは古くから行われている。最近では、竹山ら（1977）が、計

算機に接続された観測網で、また、彼らと類似の手法により中村ら（1984）が、1観測点のみでP波、

S波の識別および震央方位角を推定することを試みている。一方、Flim（1965）は、3成分波形を

particle　motionによりP波的、SH波的、SV波的な波に分離するためのpolarization　filterを提

案し、Montalbetti　andKanasewich（1970）は、この手法により遠地地震波形の中に含まれる構造

的な波形の抽出を行った。

　ここでは、振動方向の特徴パラメーターの抽出のために、Flinnらによるpolarizationfilterの概

念を利用した。以下に、地表面に入射したP波、S波の振動方向（3．5．1項）、主成分分析の立場か

ら再編成したpolarizationfilter（3．5．2項）、震央方位角の推定とその推定誤差（3．5．3項）、そし

て最後に、P波、S波の特徴パラメータによる識別基準について記述する。

3。5．1地表面でのP波、S波の振動方向

　地震波信号は、通常、地表面での振動を観測することにより得られている。P波、．S波の識別を振

動方向による特徴パラメータで行う準備として、これらの波が地表面に入射したときに観測される

見掛けの振動方向について簡単に記述しておく［詳しくは、例えばEwing　et　aL（1957），Aki　and

Richards（1980）］。

　P波は伝播方向に振動する縦波であり、S波は伝播方向に対して直交する方向に振動する横波で、

鉛直面内の振動成分（SV波）と水平面内の振動成分（SH波）に分けられる。いま、水平成層構造

で異方性を持たない場合には、それぞれの直達波が地表面に入射する直前の振動方向は、図3．5．1の

ようになる。したがって、これらの波のparticle　motionは、入射角（ここでは、水平面から下向き

に測った角度とする）と、震央方向（北から時計まわりの方向に測った角度）に対する情報を持っ

ている。

　地表面（自由表面）への入射問題として、最も簡単な半無限弾性体の自由表面に平面波が入射し

た場合を考えよう。SH波が入射した場合は振幅が2倍に増加されるだけで何ら特別なことは生じな

い。しかし、P波またはSV波が入射した場合には、反射P波、反射SV波が生成されSH波の入

射の場合とは事情を異にする。

　波が入射する角度をf、反射P波、反射SV波のそれぞれの角度をfp、fsとする。ただし、これら

の角度は、水平面から下向きに測るものとする（図3．5．2）。またP波、S波の速度をVp、Vsとす

る。このときSnel1の公式より
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図3．5．1 地表面へ入射直前のP波、S　V波、

SH波のparticle　motionの概念図。

Rは震央方向を示し、θは方位角で

ある。

P・rSv Sv

図3．5．2　半無限弾性体の自由表面入射の概念

　　　　図。fは入射角（P波入射のときfp、

　　　SV波入射のときf、）、f。は見かけの入

　　　射角を示す。

60sf　60sfp　60sfs
V Vp Vs

（3．5．1）

ただし

v一｛ll：認翻

となる。

　P波が入射した場合の見かけの振動方向f、は、上下動振幅Uと水平動振幅Hとの比として簡単に

求めることができ

伽fa＝一60渉2fs （3．5．2）

ただし

U／H＝如％fa

となる（図3．5．2参照）。fsは（3．5。1）より

聡一・・ガ1（蜘6・s鼻〉
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で与えられる・このとぎ、Vp＞Vsより、常に、60s　fs＜1である。（3．5．2）を変形すると、より直

接的な関係式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　fa＝2fs一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

で表わされる。

　次にSV波が入射した場合を見てみる。このとき（3．5．1）より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Vp
　　　　　　　　　　　　　　　　60sfp＝　60sf≧1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Vs

となる場合がある。等号が成立するときの入射角f。＝60s－1（Vs／V，）はcritical　angleと呼ばれてい

る。f＜f・の場合には、いわゆる全反射となりphaseshiftを生じる。このため水平方向の変位は、f＝

45。でゼ・となり、f＜45。では見かけの振動方向は、入射SV波の振動方向とは逆方向の振動となる。

すなわち、振動方向はP波の振動方向と同一の象限となる。

　さて、f＞f，の場合を考えてみよう。この場合の見かけの振動方向は簡単に求めることができ

伽fa＝2鰭fp／（1一伽2f） （3．5．3）

となる。ここで、振動方向として、U／Hをとっているので、（3。5．3）からすぐ解かるようにf、＜0

である。すなわち、P波入射の場合とは逆の象限で振動している。これに対し上述したf＜45。の場合

は、fa＞0である。

3．5．2主成分分析の立場から見たpolarization　filterの構成

　時刻tにおける水平2成分（通常は南北、東西）、上下動成分の振幅値をN（t）、E（t）、U（t）と

し、x（t）＝（N（t）E（t）U（t））’とおく。t＝t。、t。＋1、…、t。＋nに対するx（t）が3次元空間内で

描く軌跡は、particle　motionと呼ばれている。

　particlemotionの主たる振動方向を求めることを考えてみよう。これは、z・（t）＝xてt）e・という変

換を考え、ΣIZ・（t）／2→maxとなるベクトルe・を求めることにより実施される。但し、Il　e・II2二

1とする。同様にして、第2番目、第3番目の振動方向を求めることが考えられる。ただし、各振動

方向は直交するようにとる。このような手順で各eiおよびZi（t）を求めることは主成分分析と呼ばれ

ており、これはx（t）の共分散行列の固有値問題として解決される。

　いま、簡単のためにT＝／1，2，…，n｝とし、x（t）、（t∈T）は同じ波群からの出力と考えよう・

ここで、（x）tの標本共分散行列をR、Rの期待値をCとする

　　　　　　　　　　　C＝E［R］＝E［x（t）x’（t）］二xx’　　　　　　　　　　　　　　（3．5・4）

ここにx＝（N　E　U）・とする。以下、共分散行列Cについて考える。このことによって一般性は損
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なわれない。

　Cは正値対称行列なので、次のように分解される。

C二丁ΣT’ （3．5．5）

ただし

Σ一〔詫〕

λ1〉λ2＞λ3＞0

丁二［ele2e3］、TT’＝1

e、、e2、e3は固有値λ、、λ2、λ3にそれぞれ対応する固有ベクトルである。λ、、λ2、λ3に対応する主

成分をZ＝（Z、Z2Z3）’また、主成分得点（因子スコア）をZ（t）二（Z、（t）Z2（t）Z3（t））’とすると、

z＝T’x

z（t）＝T’x（t）

（3．5．6）

で表わされる。また、

E［z（t）z（t）’］二zz’＝Σ （3．5．7）

となる。すなわち、各主成分の分散はそれぞれ対応する固有値と等しい。各主成分の分散の全体に

占める割合は、寄与率と呼ばれ

　　　　　　　　　　　　　　γi二λf／trace　C

　　　　　　　　　　　　　で表わされる。またγ（」）＝Σ質は累積寄与率と呼ばれている。
　　　　　　　　　　　i冨1
　いま、主成分の標準偏差に境界面を設置すると、x（t）のparticle　motionは、

x’Cx＝1

（3．5．8）

（3．5．9）

の楕円体で表現されることになる。したがって主たる振動方向は、第1主成分に対応する固有ベク

トルで表わされ、全体の波形を代表する程度は、第1主成分の寄与率で見ることができる。また、

第2、第3主成分の影響度は、寄与率範、％を用いて評価できる。

　さて、各主成分を構成するもとの変量の割合は、効果ベクトルと呼ばれており、基底ベクトルを

［eNeEeu］とすると

xcj＝竹［NeN　EeE　Ueu］’ej （3．5．10）
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で定義される。また、主成分得点に対応するものは、

xc」（t）＝必［N（t）eN　E（t）eE　U（t）eu］窩 （3．5．11）

で定義される。この効果ベクトルを用いて、

　　　　　　　　　　　　　　　ゴ　　　　　　　　　　　　　又き＝ΣXc
　　　　　　　　　　　　　　　i一・ji　　　　　　　　　　（3．5．12）
　　　　　　　　　　　　　又き（t）二ΣXc（t）
　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1　　　i

を定義する。ただしj二1、2、3である。

　これは、累積寄与率に対応する効果ベクトルである。j＝1の場合が、Flimらのpolarizationfilter

に相当する。我々は（3．5．12）で定義される量をpolarizationfilterと呼ぶことにする。

　実際の波形へこのfilterを適用する際は、共分散行列が時間とともに変化していることを考慮して、

例えば共分散行列Cを

　　　　　　　　　　　　　　1　M　　　　　　　　　　R（t）二一Σ　x’（t十i）x（t十i）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5．13）
　　　　　　　　　　　　　2Mi一一M

で置き換えればよい。

3．5．3　震央方位角の推定

　震央方位角の推定に、サンプル時点毎の3成分の振幅値を用いる手法が採られることが多い。し

かし、各時点毎の値は非常にバラつくため、上下動方向の振幅を重みに採用して平滑化することに

より計算されている［例えば竹山ら・（1977）、中村ら（1984）］。この方法では、震央方位の推定誤差

を得ることは困難であり、さらに最小2乗法で求めた場合は、真の振動方向とはならない。また、

中村ら（1984）は、S波群についても、P波群と同様の計算により震央方位を推定しているが、これ

は3．5．1項で述べたように常に正しいとは限らない。すなわち、SH波の場合は±90。、SV波の場合

は全反射の領域では正しいが、そうでない領域では一180。ずれることになる。

　ここでは、固有ベクトルを用いることにより、P波、S波群からの震央方位の推定法およびその推

定誤差について記述する。

　（1〉P波群からの震央方位の推定

　P波群からの震央方位は、パーティクルモーショγが入射方向に振動することから、第1主成分の

固有ベクトルがP波群の入射方向を表わしている。また第1主成分が全体の波群をどれだけ代表し

ているかは寄与率で測られる。第1主成分の固有ベクトルをe、二（e、N　e、E　e、u）’とすると、北から時

計回り方向で表わした方位角命は

命二伽一1（e・E／e・N）一δqUπ （3．5．14）
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で与えられる。ここで、

鑑一〔1：盤

とする。e、u二〇のとき方位角は不定である。

　（2）S波群からの震央方位の推定

　S波群からの震央方位の推定はP波群からすでに述べたように単純ではない。すなわち、SV波が

全反射領域でphaseshiftを生ずるからである。さらに、SH波だけしか存在しない場合は、振動方

向に直交する直線上に震央が存在することは言えるが、そのいずれの方向であるかを規定すること

はできない。したがってここで述べる推定法は、あくまでも目安にすぎない。

　さて、S波は、SH波、SV波に分解して考えることはできるが、実際問題としてはその両方を含

んだ形でS波は観測されている。そこでSH波、およびSV波を同程度含んだ場合について考えよ

う。

　まず入射角がCritical　angleよりも大きい場合について考える。この場合は、第1、2主成分の固

有ベクドルによって張られる平面は、震央方位に対して垂直で、かつ震央の位置とは逆方向に傾い

ている。したがって、震央方位角θsは、第3主成分の固有ベクトルe3＝（e3N　e3E　e3u）’によりP波群

と同様の式：

醜＝伽一1（e3E／e3N）一δ馬Uπ （3．5．15）

で推定される。

　入射角がcritical　angleのときは、上下動成分はゼ・となり、S波は、一見真下から入射したと同

様になる。criticalangleから450の間も上式で求まる。

　さて、入射角がcritical　angleより小さいときは、phase　shiftにより、S波の振動面は、震央の

方向に傾いた面となる。したがって震央方位角は、

＆二勧一1（e3E／e3N）一（1一δ免U）π （3．5．16）

となる。

　（3．5．15）と（3．5．16）は、第3主成分の固有ベクトルの上下動方向の成分の正負により震央の位

置が異なる点である。これはSV波の地表面における効果によるものである。したがって、もしもSV

波しか存在しない場合は第1主成分の固有ベクトルにより、入射角が45。以上のときは（3．5．16）で、

45。以下のときは（3．5．15）でと逆の式で求めれぽよい。

　いずれの式で求めるかは、第1主成分、第2主成分の寄与率で判別すればよい。また震源に対し

て何の情報も持たない場合は、SV波に対応する固有ベクトルが寝ていれば（3．5．15）で、立ってい
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れば（3．5．16）で求めればよい。しかし、これらはあくまでも目安にしかすぎない点を注意してお

く。

　（3）方位角の推定誤差

　推定された方位角の誤差について考えてみる。震央方位を示す固有ベクトルを含む切断平面を水

平面に投影した2次元平面z＝（z、z2）’で考える。この平面において、z、を推定された震央方向にと

ることにする。このとき水平面に投影された固有値をそれぞれ6、6とすると、

唄鵬〕 （3．5．17）

となる。

方位角が正しく推定されているか否かは、上式が正規性の仮定のもとに成立しているか否かであ

る。すなわちZ、とZ2の独立性の検定問題になる。

　いま相関係数をρ、標本数をnとすると、相関係数ゼ・の仮定のもので、〉冠ρ／〉マは自

由度n－2のt分布に従う。t分布より求まる100α％の危険度での相関係数をραとすると、

　　　　　　zガー〔の
　　　　ρα（巧σゑ

ρα（巧（，2

　2　σ2

（3．5．18）

となる。この（3．5．18）から求まる角度を震央方位の推定誤差と定義すると、推定誤差θ。は

　　　　　　　　　　　　屍一⊥伽一・2ρ襯　　　　　　（3．5．19）

　　　　　　　　　　　　　2　　　　61一品

で与えられる。6二6のときは、震央方位角は不定である。

3．5。4　P波、S波の特徴表現

　観測されるP波、S波は、すでに述べたように地殻構造と震源パラメータにより非常に多様な様

相を呈する。3．5．1項で述べた最も単純な半無限弾性体の自由表面への入射の場合ですら、振動方向

は入射角度により大きく異なる。すなわち、地震波信号の振動の様相は、震源パラメータが決まっ

た後の比較判断により正しく評価されるべきものである。しかし、震源位置を正しく決定するため

には、震源位置が未知の状態でP波、S波の識別を行わなければならない。したがって、正しい震

源位置は、震源位置とP波、S波の識別とそれらの初動時刻のフィードバックにより評価され決定

される。

　震源パラメーターが末知な状態での第1義的なP波、S波の識別として、従来から行われている

ように、上下動成分が卓越すれぽP波、水平動成分が卓越すればS波という方式を利用しよう。こ

れは、入射角が立っている場合は正しい。そして一般に地表に近づく程入射角は立ってくるからで
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ある。

　さて、P波のparticlemotionは、第1主成分により代表され、S波はSH波、SV波を同程度に

含むとすれば第1、第2主成分により代表される。したがって、P波的な振動を上下動で見ることに

すると、P波度を表現するものは効果ベクトルの上下動成分、S波度を表現するものは効果ベクトル

の水平動成分とするこ，とができる。そこで、第i主成分の固有ベクトルの上下動方向の方向余弦を

eiUとし、P波度、S波度を、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Dゴ（P）＝Σ箕eぞu　　　　　　　　　　　　　　（3．5．20）
　　　　　　　　　　　　　　　　　t＝1

　　　　　　　　　　　　　　　　ま　　　　　　　　　　　　Dゴ（S）＝Σ％（1－eぞu）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5．21）

　　　　　　　　　　　　　　　　t＝1

で定義する。ただし、j二1または2。ここで、上下動方向および水平動方向の合計の効果を表現する

ためj二1または2とした。Dノ（P）、Dゴ（S）はparticlemotionの形状のみに依存している。次に固有

値の大きさに依存する量として

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D蓬（P）＝Σγ抗∫eぞu　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5．22）

　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1

　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ　　　　　　　　　　　　D蓬（S）＝Σ％λ，（1－eぞu）　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5．23）

　　　　　　　　　　　　　　　∫＝1

を定義し、これらをそれぞれ固有値依存なP波度、固有値依存なS波度と呼ぶことにする。D差（P）、

D差（S）は、それぞれ上下動方向、水平動方向の振幅のエネルギー的な効果を表現し、これらの平方根

は振幅的な効果を表現したものである。Dゴ（P）、D，’（S）およびD蓬（P）、D蓬（S）の比をそれぞれ

AI二D」’（P）／D」。（S） （3．5．24）

AE二D蓬（P）／D蓬（S） （3．5．25）

とおき、

Dpls二如盟一1A （3．5．26）

を定義し、DplsをP／S波度と呼ぶことにする。ただし、A二AiまたはAE。j二1のとき、A【＝AEとな

り、Dplsは第1主成分の見かけの入射角を表わす。

　A（二AIまたはAE）あるいはDplsを用いた第1義的なP波、S波の識別手法は

　　　　　　　　　A＞β（またはDpls＞如π一1β）→P波
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5．27）
　　　　　　　　　A＜β（またはDpls〈勧一1β）→S波
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となる。

　震源が求まった場合について考えよう。この場合、3成分の振幅を直接計算することによる比較

判断も行えるが、ここでは方位角を利用した評価量を導入する。

　いま求まった震源位置に対する方位角ベクトルをac、P波群およびS波群から3．5．3項の手法で

推定した方位角ベクトルをap、asとする。地殼構造に異方性がなければ、これら方位角ベクトルは

一致しなければならない。そこで、P波の確度r（P）、S波の確度r（S）を

r（P）二a6ap

r（S）二a6as

（3．5．28）

（3．5．29）

と定義する。これらの絶対値が1．0に近いときacと、apあるいはasは一致し、最も確度は高い。ま

た、r（P）、r（S）の誤差は、（3．5．19）式で与えられる方位角の推定誤差を持つ方位角ベクトルとの内

積で与えられる。

　ところで、S波群からの方位角の推定は、3．5．3項で述べたようにSV波に依存しており、その推

定式は入射角により異なる。そこでSH波に相当する固有ベクトル（上下動方向の方向余弦がほと

んどゼ・）の水平面への投影方向を持つ大きさ1のベクトルをaSHとし、これとacとの関係を表わす

量を考えよう。aSH、acは、直交することが期待されるので、r（P）、r（S）に相当する量として、SH

波の確度r（SH）を、

　　　　　　　　　　　　r（SHl）＝1－　I　a6asH　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5．30）

で定義する。r（SH）一・のとき最も確度が高し・。ただし、一・≦｛r（P）・r（S）／≦・に対し・・≦

r（SH）＜1である。

　次に、震央は不明であるがP波であることは正しく識別された場合のS波の確度を考えてみよう。

P波の第1主成分の固有ベクトルをep、SH波に対する固有ベクトル（第1主成分と第2主成分の固

有ベクトルのうち、水平に近い方）をeSHとすると、これらは直交することが期待される。そこでP

波に対するSH波の確度をr（SH　I　p）で表わし、

r（SH　I　p）＝1－I　eβesH　I－l　aβasH　l （3．5．31）

と定義する。r（SH　I　p）＝1のとき最も確度が高い。これは、対応するSH波が充分に含まれている時

には非常に有効であるがそうでないときはほとんど意味をなさないことに注意しなければならない。

　以上、相の同定のための量および、P波、S波を表現する量を定義した。ここで定義した量は最終

的な震源位置を決定する上で重要な評価量になる。そして、これらの量の信頼度は寄与率で評価さ

れる。また、これらはpolarizationfilterからの出力により計算することができ、これを用いてP波

信号あるいはS波信号の検出を行えることを付記しておく。
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3．6　おわりに

　信号検出とその出現時刻の決定問題を、ベイズの識別手法として一般化して述べた。図3．6．1～図

3．6．5に若干の解析例を示す。本章では信号出現の場合の問題しか述べなかったが、信号がある期間

だけ出現する現象においては、信号出現の判別と信号終了の判別を行わなければならない。しかし、

これら両者の問題は本質的に同等である。信号終了の判別の実際的手順としてはi）信号状態から

ノイズ状態への変化を識別する手法と、ii）ノイズ状態か否かを判断する手法がある。i）の手法

は本章で述べたクラスNとクラスsの仮定を入れ替えることにより実行される。ii）の手法は、ク

ラスNを既知としてクラスNか否かの識別を行えばよい。

　地震波信号処理に特有な問題として震源決定の問題がある。この問題の最良解決手法は、3．5節の

量を用いて、震源位置と地震波信号の比較判断を繰り返せばよい。このためのアルゴリズムのフ・・一

を図3．6．6および3．6．7に示す。これまでの単に初動時刻を用いただけの震源計算では大きく誤っ

ていた場合も、このアルゴリズムを適用することにより飛躍的に信頼度をますことが確認された。

　現在、時系列解析は、時変システムの解析、多数情報源モデルの分離、非線型システムの解析等、

新たな展開をしつつある。また、このような解析に不可欠な、母集団のパラメータの確率的構造を

明らかにする手段に関しての研究も行われつつある。一方、地震の発生のような事象系列データの

解析モデルについての研究も行われるようになった。今後、“事象系列＋時系列”の新しいデータ解

析手法の開発により、更に効率のよい地震活動、地震波信号、地殼変動データを含めた総合的な処

理も期待できるが、これには装置規模等の問題を含め未解決な部分があるので、ここではまとめな

い。
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図3．6．1 地震波信号に3．4．1項の手法1を適用した信号出現時刻の決定例。矢印P、S

はそれぞれ決定されたP波、S波の初動時刻を示す。
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図3．6．2 地震波信号に3．4．1項の手法3－2を適用し、第1成分の事前確率に…とベイ

ズ流の手順で決定した信号出現時刻の例。矢印P、Sは、それぞれ決定された

P波、S波の初動時刻を示す。
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す。矢印P、Sは、3．4．1項の手法2－2により決定されたP波S波の初動時
刻を示す。
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図3。6．4 Polarization　filterの適用例。

横軸は時間単位：秒である。上段は3成分の源波形を、下段はporalization

filterからの出力。ただし、固有値および固有ベクトルは1秒間の波形データ

の移動平均により求めた。
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図3．6．5 地震波信号の相の同定のための各種評価量の例。

横軸は、時間（単位：秒）。上3段は、細実細が3成分元波形、実線がpolari－

zation　filterからの出力。その下は順に、P／S波度、固有値依存なS波度、

第1主成分の寄与率、そして最下段が方位角である。方位角は、P波として求

めてある。したがって、S波以降乱れているのがわかる。各種量の中で黒く塗

られている部分は、寄与率80％以上の部分に対応している。なお、固有値お

よび固有ベクトルは2秒間のデータの移動平均により求めてある。それぞれ、

必要な部分にフラックが立てられることがわかる。
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地震波信号の1観測点の信

号に対する自動検測処理の

フローチャート。＊印は、

3．5節の量に対応する。

START

各観測点の検測情報の編集，結合

　　　　観測点の区域分け

noise

震源計算に使用する観測点の選択，結合，分離

震源計算

OK唖

　0－Cの検定

＊誤差の評価

　F－timeの検定

　最大振幅の検定

Ma8nitudeの検定

＊方位角の検定

地震の統合，分離

　　＊再検測

図3．6．6

図3．6．7 観測点毎の解折結果を統合編集

し、震源を求める反復処理のフ

・一チャート。再検測は、必要に

応じて、観測点毎の情報を再検測

することを意味する。

本章を閉じるにあたり、ていねいな指摘・議論等をいただいた地震火山研究部第1研究室伊藤秀

美研究官に感謝いたします。
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第4章　自動処理に関する関連研究

4．1初期の地震波形リアルタイム自動処理システム＊

4．1．1　はじめに

　筆者は東京大学地震研究所に在任中を、地震波のOn－Line自動処理法［Matumoto（1966）、松

本・宮村（1971）、松本（1977）］を他に先駆けて手掛け、完成を見ずして関連の研究から遠ざかっ

ていたが、今回気象研究所で類似システムの開発を手掛けその成果をまとめることになった。未完

成で論文として報告することのできなかった前回の地震波形自動処理システム開発の成果の一部を

紹介する。

　佳用した装置は1967年に製作し、1968年後半から東京大学地震研究所堂平微小地震観測所の小規

模配列地震計網で得られる信号を使用して実用化試験に入ったものである。このシステムは、1969

年までに第一期のテストを終え、続いて第二期テストのための工事と調整を開始した時点で研究は

中断した。

4．1．2　処理能力

　この項では、装置の処理能力のうち第一期テストで確認できた事項について報告する。なおこの

性能テストは、験測対象を人間が記録から読み取った結果と比較して行ったものであるから、必ず

しも現象そのものの情報との比較ではない面もある。しかし、一応図4．1．1および図4．1．2に示し

た記録上に見られる程度の地震についてのみ検定を実施したものであるから、人間による判断結果

には問題は少ないものと言えよう。以下、全数300の地震について行った験測事項とその評価結果

の分析結果を示す。

　検定事項（1）PかXかの判断について

　これは最初に決める初動検出設定条件によって、結果が大きく変化する事項と思われる。一応こ

の研究での設定条件2N＊＊を信号1．5Nを判断の規定値とした結果では、P：X＝1：3とXの打ち

出し回数がかなり多くなる。人間ならばPと判断しても当然と思われる地震初動をXと判読したも

のは全処理地震数に対し7％、その逆で人間ならぽXと読むであろう地震初動をPと読んだものは

＊松本英照：地震火山研究部

＊＊Nはグランドノイズレベルをしめし，2Nおよび1．5Nはグランドノイズレベルの2倍および1．5倍の振幅’

　を意味する。
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　　　　　　　　図4．1．1　初期の自動処理システムが打ち出した出力例。

　　　　　　　　　　　　横線で抹消の行以外は、期待される処理が行われている。

0．5％と、まずは妥当な判断をした。

　検定事項（2）初動時刻について

　Pと打ち出した地震については（Pとして処理した地震のみ）

近距離（S－P　25秒以下）

　　　±0．1秒以内＝83．5％　　　±0．2秒以内＝93．3％　　　±0．3秒以内二97．5％

中距離（S－P　25秒以上）

　　　±0．5秒以内＝89．5％　　　±1．0秒以内＝91．5％　　　±2．0秒以内＝95．7％

　打ち出し地震全数（P＋X）については

近距離（S－P　25秒以下）

　　　±0・1秒以内＝80・4％　　　±0・2秒以内二90・4％　　　．±0．3秒以内二94．4％

中距離（S－P　25秒以上）

　　　±0。5秒以内＝66．4％　　　±1．0秒以内＝76．5％　　　±2．0秒以内＝80．0％

となっており、目的あるいはデータの使用法によっては使用可能なデータが得られたものと思われ

た。

　検定事項（3）地震検知率

　全地震数比94％が検出された。S－P25秒以上のみでほ46％とあまりかんばしからぬ成績であるカ＼

この件に関しては誤検出の抑圧とどちらを優先するかといった問題とも関連があり、今後更に研究

を進めるべき事項と思われた。対象とする信号にS／Nの改善があれば、全数比99％を達成し実用に

供し得る検定結果と判断している。

　Pi4瀧5二h32019　　　　　　　　　　　　三∫145542．O－2∬00エ2171900ri4554206ゑ軽i45442014
　身1卑累0・　　ε　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蔓OOOOO9・O＋〈）OO　OO　OO　OO　Og　OOコ1…雛書g　O2翼ξ臣雛5了01ラ
　　　　　　　1エ209512QOOO組15179060707！607
　　　　　　　149954000102組450570908050809
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図4。1．2 自動処理で読み取りした地震記録例。

矢印の下に記した番号が図4．1．1のNoの数字に対応する。
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　検定事項（4）誤検出率

　この装置による誤検出率は、気象条件や航空機、自動車等による不確定な雑音の影響で日によっ

て大きく変化した。すなわち、堂平観測所の平常条件でも、日により5％から約30％までの範囲で

誤検出率は変化している。しかしながら、この誤動作の原因として一番大きな率を占めたのは、航

空機の飛来によるものであり、この種の誤動作は埋め込みの地震計を使用すれば阻止でぎることが

判ったので、結果的には5～10％程度には改善できるものと判断している。

　この程度の誤動作であれば、震源決定計算の過程で他観点に出現しない現象と判断し、誤処理デー

タとして除去する手段も残されている。したがって、この事項の自動処理を観測に導入することに

はもう解決のできない難問は残存していないと思われた。

　検定事項（5）S波検出率

　この装置によるS波の検出は全地震数に対して24％しか成功しなかった。また、人間が容易に判

断できる地震のみに対しては、かろうじて57％の検出率となった。

　この検定後に、この検出率の改善をめざし．て70mスパンに3台の地震計を配置した極小アレーに

信号相互相関係数をリアルタイムで求める処理を付加したテストを行ったが、目で確認した範囲で

は位相の同定精度の若干の改善は可能なように判断された。しかしながら研究の中断により、処理

結果を正確に解析したのではないから、過大な期待を持たせるような結論は示せない。

　検定事項（6）S波到来時刻検出の精度

　S波の検出率が十分ではないので、精度について検定することにはあまり意味がないと思われるが、

一応検定内容を示すと±0．5秒以内に収まづたものは68％、±1秒以内82％である。また、S波と

は思えない時刻を打ち出したものが14％もあり、使用可能な処理データ数は全地震数に対してはわ

ずか15％にすぎず、不満足な結果と判断せざるを得なかった。

　検定事項（7）地震終止時刻

　微小地震を観測する場合には、ダイナミックレンジの関係で振幅が制限されることもあって、最

近はF－P時間をマグニチュードの算定に使用する観測所が多い。この目的に使用できる程度の精度

を得られるならば、地震終止時刻の自動験測の利用価値は高いと言える。この装置による験測結果

と人間によるそれとの差は、±3秒以内90％、±5秒以内は96％、±10秒程度98％と判断され、

この結果からマグニチュードを決定するためのF－P時刻の自動読み取りの結果は十分実用に供し得

ると言える。

　検定時項（8）初動のおしひき

　初動のおしひきを可視記録から判断する処理は、記録紙速度によって、あるいは現象そのものの

不明確さによってかなり誤読しやすい要素である。そのため、この検定にはこれまでの検定項目ほ

どには確信は持てない。しかし、一応分析した結果は、Pと打ち出した地震については約80％は納

得のいく打ち出しを示し、他の20％も間違いと断定することはでぎないような現象であった。した
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がって、一応人間1こ準じた判断は、この種の装置でも可能であったと結論される。ついでながら、

Pの3倍にも達するXと判断された地震に関しては、当然問題はあったが、これは当然のことなの

で評価は差し控えておく。

　検定事項（9）各種周期

　この験測結果については、ゼ・ク・スの読み取りによる周期測定作業は人間よりも装置の読み取

りが、信用おける分野であることが結果的に証明できた。

　検定事項（10）各種振幅

　この作業についても9項と同じことが言える。

　検定事項（11）方位決定

　可視記録に示される一般的な振動の形状から推定するに、on－set時刻を電気回路で処理して得ら

れる精度は20～30ミリセコンドと思われる。この精度でも方位を決定できるに十分なひろがりを持っ

た大きな観測網でなければ、このような処理方法とその処理結果は利用できないことがわかった。

　検定事項（12）検出時刻の差

　このデータは、方位を決定する為に験測されたものであるが、

　　（S－P　25秒以下）の地震については　　±10m　s以下の精度　40％

　　（S－P　25秒以上）の地震については　　±30m　s以内の精度　10％

程度となり、この方式による地震計相互のrelativetime－pick（相対時刻差検出）の精度限界を示す

ものと思われた。

　以上、検定の結果について述べたが、筆者はこれら各種の処理内容の総合結論として、当時でも

このような処理装置の採用はすでに可能な状況に達しており、このためには前述の問題点の改良に

早急に取り組むべきと考えていた。幸いこの種の開発は、10年を経ずして地震研究所の新しい組織

に引き継がれ、殆ど実用の域に達したシステムが完成し、現在地震予知研究のための資料の提供に

大きく貢献している。

4．1．3　処理手法

　前項では、システムの処理能力として各処理内容とそのスコアとを報告したが、この項ではその

結果がどのような手法によって得られたのか、またそのスコアを反省材料として今後どうすればもっ

と良好なスコアを得られるだろうかといった面を述べてみたい。

　（1）初動の検出法及び地震と雑微動との識別法

　一般に地震の初動というものは大変小さな振幅までを読み取る必要があるので、近地地震を除い

ては、多くの場合大変複雑な判断を要する験測対象となる。したがって、それを単純な論理構成に

よる機械で正確に処理することは大変困難と言える。

　このような理由から、筆者が前回に手掛けた装置では規定値に達した信号はすべて験測処理対象
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としてとりあげて、まず地震か否かの判定を行い、その後に信号が地震の初動として震源決定等の

計算に使用可能な信号かどうかの判定処理を付加した。電気信号化した地震動の有無を検出する場

合には、原理的には何の困難もなく、したがって、突発現象である地震の初動を正確に捉えること

にも困難はない筈である。しかしながら、現実には装置雑音あるいは地面の雑微動という雑音要素

が信号と重畳しているので、地震初動の検出に際しては地震動か否かの識別が必要となり、この工

夫の良否が処理された初動データの利用価値を大きく左右する。すなわち、地震のみを正確に弁別

して利用価値の高いデータ（例えば0．1秒以下の験測精度を持つ地震波初動験測値）を得るには、

装置はただ単に有意な電圧が発生したかどうかだけの処理機能では不十分である。もちろん、対象

とする地震動が大きく、しかも雑音成分が小さい場合、あるいは雑音が極端に小さい等、S／Nの高

い信号を処理する場合には上記問題点の一部は除去されるが、その場合にしても初動の立ち上がり

の時刻検出の精度を向上させるためには、立ち上がり時点をできるだけ早い機会、すなわちできる

だけ小電圧のうちに処理を起動せしめる必要がある。しかしこれは、等価的にはS／Nを劣化せしめ

て処理するのと同等の効果があるので、初動時刻の正確な験測には問題が残る。

　このような観点からこの装置は、初動の検出に際し下記の手法を用いた。

i）平均的雑音波高値（以下Nと記す）の2倍の信号が発生したら、とりあえず地震波が到来し

たものと判断する。

ii）　その信号の到来前1秒間内に1．5N以上の信号が検出されていたら、その信号はPではなく

Xと判断する。（前駆波等の有無の確認）

iii）観測網を地震のP波が通過するに要する最大の時間（このシステムでは小アレーの展開距離

1．1kmを、表面層のP波伝播速度4km／秒で割って得た、最大のP波到来時刻差約3秒を用いた）

内に5点中3点以上の観測点に信号が到来した時に初めて地震であると判断して処理の持続を決定

し、その条件が満たされなければ処理を打ち切り、次の地震の待受状態とする6（自動車等の雑音対

策）

iv）　2N以上の信号の持続時間が1秒以下の場合には、その信号は地震でないと判断して処理を

中止し、次の地震の到来を待ち受ける。（多発する伝送路の瞬断対策）

v）　Pと判断できる信号とそうでない信号との表示は、出力時に着震時刻の頭部にPあるいはX

と印字することによって、データの信頼度表示とした。したがって、Pと打ち出した地震の97．5％

に当たる地震の着震時刻の精度が±0．3秒内に収まっていたことは当然と言える。

　上記のような論理構成で処理を行った結果について前項で報告したが、この論理構成の欠陥とそ

の対策は、

　i）　この手法では飛来する航空機による振動あるいは吹き続ける強風が持続する時の土地微動の

ように、観測網の殆どの観測点に、同時に持続する振動を与えるような雑音源に対しては、誤験測＊

＊誤験測：地震でない振動を地震として処理して結果を打ち出してしまうこと。
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を防止できない。飛行機の場合には、1観測点だけでも埋め込み式地震計とする等の手段によって、

処理の決め手として使用できるS／Nのよい観測点を設けて、誤検測を防ぐ必要がある。検出レベル

を大振幅に移し検知率を犠牲にすることも一つの解決ではある。

ii）　近地地震に対しては、x付のデータが本当の初動である場合は少なくこの判定は信用できる

が、遠地地震の場合には系統的な間違いが生じている。すなわち遠地地震のように、立ち上がりの

シャープでない初動を示す地震に対しては、Pと判読した方が良い場合にX、Xと判読した方が良

い場合にPと出力する誤処理が増加する。この対策としては、周期の験測を参照してPまたはXの

判定の条件をさらに細分してデータの質を識別しておく方法の採用が良い。また観測点ごとにディ

ジタルスウィッチで、検出の敷居値レベルを容易に変更できる装置構成にして、初動の検出と信号

遅延の双方を、ハード・ジック回路化する方が良い結果が得られる可能性が強い。

iii）　この装置に応用した手法では、go％以上の地震の初動時刻の決定精度をo．1秒以内に収める

ことは、遠地地震・近地地震のすべての地震現象の性格からして不可能である。現在では、処理速

度が高速化し付加メモリーも大容量化したミニコンを容易に採用できる趨勢にあるから、今後の開

発では、デジタル形式の地震の波形信号を一旦メモリーに取り込んでしまい、地震が終わってから

パターン識別等の高度な手法を用いて、初動の決定処理を行う方が、精度・確度の両面を向上させ

るために望ましい。筆者が使用したミニコンは、4KWのCPUメモリーのみで全部の処理を実行

させたので、処理内容には限界があり、誤験測あるいは欠測が十分に除去できなかったのであるが、

この手法を導入すれば初動時刻も地震か否かの判定も確度が向上し、処理結果の利用価値は飛躍的

に向上すると思われる。

　（2）S波の検出法

　S波の判読は、それぞれの地震、観測点、それに使用した地震計などによって難易度は一様でない。

相当に熟練した作業者でも判読が困難な地震波形の場合もあれば、振幅や周期が顕著に変化し、教

科書で地震波の特徴を学んだだけの初心者でも容易に判読できる場合もある。したがって、S波を誤

読あるいは見逃しなしに自動験測することは至難の業と言える。そこで、筆者は次のような方法で

S波の験測を試みた。

　S波の検出に一番効果的だった手法は次の方法であった。すなわち、まず規定値を超える振動を検

出したならば、1秒後から4秒後までの3秒間の上下動成分の信号の最高振幅を計測して、メモリー

に記憶し、4秒後以降の水平動2成分の信号の絶対値を加算した振幅と比較してメモリー内の振幅

値の3倍以上の数値に達する振幅を持つ信号の到着を検出し、S波の到着と判定する。

　この手法には明確な物理的根拠はなく、堂平観測所ではS－P時間が4秒以内の地震がほとんど観

測されないという事実と、振幅の変化からS波の到来を判断するといった人間が判断する場合の経

験的な判断根拠を数値化してみただけのことである。したがって、もしもこの手法を他で応用する

場合には、この設定数値は観測所によって、また波形の特徴に応じて決定することが必要である。
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一方、前にも述べたようにS波の性状は複雑であるから、この方法だけではすべての地震に対しS

波を験測することは困難で、このままの手法では好成績の験測は望むべくもない。

　そこで、補助的な手法としてP波とS波では振動面が直交する性質を利用して、S波を検出する

ことを試みた。しかしながら、良く知られているように、短周期地震計の地震波形は、オービット

を書いても非常に複雑で、S波の到来時に2波あるいは3波も続けてS波的振動をする地震波形は

非常に稀である。またコンバートウェーブとかスタンディングウェーブ等、P波とS波の中間に位

置し正体のさだかではない波群にもS波と同じ振動面の波動が存在する場合があるので、孤立した

波形のみを用いる手法でS波を験測するのでは正確を期すことはできない。そこで第1の手法でS

波を検出した時に、その対象が本当にS波かどうかをチェックするのみにとどめた。さらに第二期

開発に際しては、70mスパソのほぼ正三角形に配列した3つの地震計出力の0．5秒区間毎の相互相

関を計算して、コヒーレントな波群の到来を検出することによらて、S波を捉えることを試みた。こ

の結果については、データを解析するだけ資料を得られなかったので評価はさし控えるが、実験観

測中に受けた感触では、今後研究するに価する手法と判断された。

　（3）　最大動の検出

　この作業はコンピューターとしては最も得意な単純作業なので省略する。

　（4）各種周期

　この測定はコンピューターではなく、カウンターを使用してその出力をコンピューターに取り込

んで打ち出す方式とした。これはコンピューターの・一ド軽減に有効な手法と言える。

　（5）地震の終了時刻の処理

　地震動の終止は、S波の判読と同様にそれぞれの地震観測点・観測測器によって判定時刻は大きく

変動する。しかしながら、津村（1967）や堀（1973）の論文によれば、地震規模を決定するのに大変

有効なデータとなり得るし、またMF．p≧1の地震ならば5秒の読み取り違いがMF－pに対して0．3以

下、MF．p≧2に対しては0．1以下であるから、5秒程度の読み取り誤差は実質的な地震規模決定に

は問題はなく、その判読作業は比較的簡易な方法でも、利用可能なデータを得ることができるよう

に思われる。そこでこのシステムでは、L5Nに達する信号が5秒間に1回も出現しないことを判読

した時の5秒のウィンドウの始まり時刻を、地震終止時刻とし処理を行わしめた。

　したがって、この処理の精度は、本質的に1～2秒を上回ることは期待できないが、使用目的に合

致した精度を保持しつつ誤処理を防止できていることを評価すれば妥当な手法選択と言えよう。

　（6）初動方向

　地震波初動方向は、1地点の観測から地震波の到来方向を検知するのに、また多地点の初動デー

タを総合して発震機構を決定するために用いられる。観測点が地震動の放射パターンの節線上に位

置する場合、あるいは遠方で発生した小さな地震の場合には、この験測は原理的に困難となる。こ

のシステムでは初動を検出した時点での信号の±をそのまま初動方向として採用する手法を採った
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ので、この験測の良否はすべて初動の判定の良否に左右された。

　将来、初動の験測に良い手法が開発されれば、この験測結果もより信頼のおけるものに改善され

るものと判断された。
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4．2　マイクロプロセッサーによるデータ処理＊

4．2．1導入の背景と経緯

　マイク・プ・セッサー（以後マイク・コンピューター、マイコンと適宜略称する）を地震観測機

器に応用することが考えられ始めた時期は、1976年頃からである。当時地震観測に関連した、マイ

コンの有望な用途として考えられた使い方には、データの転送や制御の他に、信号の遅延と地震の

判別があった。

　当時、地震の信号の時間的遅延をとる方法として、アナ・グ方式の磁気ドラムによる遅延が、67

型磁気テープ式地震計で用いられていたが、信号のS／Nや保守の手間などの点で改善すべき問題が

残されていた。その後A／D変換した信号をシフトレジスターに入れて遅延するデジタル方式が開発

されて、76型地震計や火山の機動観測用の機器に導入された。デジタル方式により、性能に関する

問題は解決された。しかし大容量のRAM（ランダムアクセスメモリー）の開発と、価格の低下が進

むに従い、マイコンとRAMを用いて信号の遅延を行う方が、シフトレジスターを用いる場合に比

べ経済的であることが、明らかになってきた。

　地震の判別については、従来はアナ・グ方式が用いられてきた。信号とある設定電圧をコンパレー

ターで比較して、入力信号の大きさにより地震の有無を判別するものである。しかしこのような単

純な論理では、効率のよい地震の選別は困難である。各種のノイズにより、地震の数以上にノイズ

を地震として拾うことも珍しくなかった。76型地震計では、ノイズレベルをアナ・グ的に加算して

＊浜田信生：地震火山研究部
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求め、トリガーレベルをノイズレベルに追従するようにした改良方式が用いられたが、地震判別の

効率向上に、大きくは寄与していない。一一方、ミニコンを用いた地震波の自動験測が、市川（1980）

によりすでに開発実用化されており、初期のミニコン程度の性能を持つマイコソを用いるならば、

複雑な論理による効率のよい地震判別を行うことが、可能なことが予測されていた。

　このような状況のもとで、檜皮ら（1980）は、USGSにおけるマイコンを用いた記録システムの

開発を参考にして、地震観測所においてマイコンを用いた各種ゐ実験を行った。その結果、地震信

号の遅延や判別その他地震観測に様々な用途が考えられることを明らかにした。

　その後地震課では、東海地震予知のための観測体制の整備が進められ、大学や研究機関のデータ

をテレメーターするための東海テレメーターシステムが、また海底地震計で捕えた地震を東京で観

測するための海底地震常時観測システム（OBSシステム）が、1979年3月に相次いで設置された。

これら2つのシステムには、マイコンが信号の転送制御、遅延、判別のために用いられており、気

象庁では初めての、マイコソを用いた地震観測システムが実現した。その後、マイコンを用いたシ

ステムは、本庁では、地震資料伝送網（L一アデス）、体積歪観測システム、松代の地震観測所にお

いては、歪地震計、小規模群列地震観測システム（アレー）、さらには一部の火山観測官署には、火

山性震動計数器が導入されている。現在では、マイコンを使用していない機器の方が、小数派にな

りつつある。これらの業務観測に用いられている機器の特徴と問題点を概観し、マイコンを有効に

生かす地震観測システムに必要な条件の検討を行った。

4．2．2東海テレメーターシステム

　マイコンの機能本位の立場から見た、システムのブ・ック図を図4．2．1に示す。このシステムの

仕様は、名古屋大学地震予知観測センターに納入された観測システムとほぽ同一であう。16ビット

のマイコンが用いられ、データの転送制御、信号の遅延を行っている。地震の判別は、アナ・グの

コソパレーター出力をマイコンで監視する、アナ・グ、デジタル折衷方式が、採用されている。マ

イコンの役割は、アナログのコンパレーターの出力をモニターし、記録器の制御を行っているに過

ぎない。したがって、通常のアナ・グ方式の地震判別と同じように、論理は単純である。テレメー

ター回線のノイズや脈動の変化などへの対応は、不十分である。このシステムでは、信号の転送制

御、遅延処理については、マイコンの能力が十分に活用されているが、地震判別にはあまり生かさ

れていないと考える。

4．2．3　海底地震常時観測システム

　東海沖の海底に設置された地震計からの信号は、御前崎測候所でA／D変換された後、電話回線を

通じて東京へ伝送される。．東京の本庁にある受信システムのブ・ック図を図4．2．2に示す。このシ

ステムにおいては、信号の遅延と地震の判別にマイコンが用いられている。東海テレメーターシス
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L一アデス分岐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リアルタイム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　モニター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アナログコンバレータ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　DA変換
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地　震　判　別〉

　　　4800BPS（2），4〕〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　M　P　U
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30秒遅延信号　　　　　トリガーレコーダー
御前崎　富士川、浜松・　　　モデム　　　　　　　　　受　信
尾鷲、泡大、飯田等　　　　　信号遅延

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　DA変換

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　M　P　U

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制御用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トリガー制御

　　　　　アナログ信号入力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　AD変換　　　　　　　　　　DA変換
　　　　　　岡部、中伊豆等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地殻変動データ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　PT　P

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連続モニター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（打点式レコーダ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地殻変動毎時ヂーワ紙テーブ出力

　　　　　　　　　東海テレメーターシスデ！、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊測D［（』11〔T。Pr・cessrn呂しlnr量）

　　　　　　　　　　　　　図4．2．1東海テレメーターシステムのデータ処理ブ・ック図。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L一アデス分岐

9600BPS（4｝）

モデム 受信盤

M　P　U
　信号遅延 DA変換 トリガーレコーダー

地震データ

9600BPS（4））

記録制御盤
M　P　U
地震判別盤 トリガー制御

DA変換

リアルタイム

　モニター

（ドラム）

i
モデム 受信盤 　DA変換

殻変動データ

　　　　　　　　　　1
　　連続モニター　1

（職綴圧等）i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連続モニター　I

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l（職綴圧等）i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊MPU（臨croProcessm8U“i七）

海底地震常時観測システム　（OB＄）

　　　図4．2．2　海底地震常時監視システムのデータ処理ブ・ック図。
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テムとの相違は、システムの各種機能の独立性が高く、分散した処理が行われていることにある。

例えば、データの転送制御は、マイコンを用いず、純粋のハードウェアだけで行われている。一方、

信号の遅延と地震の判別には、独立にそれぞれ8bitのマイコンが用いられている。

　このシステムでの地震判別は、純粋のデジタル処理である。ノイズレベルの積算、トリガーレベ

ルの設定、入力信号のレベル、周期の測定、波数のカウントなどを行うなど、マイコンならではの

複雑な論理が用いられている。海底地震計は、脈動などのノイズの他に、船の振動、丁相など、海

底下特有の各種ノイズを記録している。これらの本質的に重要でない信号によるミストリガーを防

正し、回線から入ってくるノイズによる誤動作を防ぐためには、マイコンを用いた複雑な論理によ

る地震判別が必要である。但しマイコンのソフトウェアの仕様決定、作成に関しては、観測が開始

されてからも、何度かの変更、調整が行われ、ソフトウェアめ作成とデバックの方法については、

問題を残した。

4．2．4　歪地震計

　地震観測所では、昭和54年度に2成分の100m伸縮計の更新を行った。更新により、伸縮計の出

力ばかりでなく、地殼変動関係の各種データ、地震計の出力も総合的に記録するシステムが設けら

れた［山岸ら（1980、1981）］。

　本庁に導入された2つのシステムに比べ、このシステムではマイコンの果たす役割がさらに大き

くなっている。マイコンの果たす役割が大きくなった理由は、主として連続観測に対する配慮から

である。ミニコンを直接データの収集に用いると、保守、点検のため定期的なシステムの停止が必

要となる。サンプル数の比較的少ないデータの収集をマイコンで行うことにすれば、データの欠測

を最小限にすることができる。

　受信システムのブ・ック図を図4．2．3に示す。観測壕の各種計器からの信号は、光ファイバーケー

ブルにより受信システムヘ送られる。受信側では、3台のマイコンが信号の受信処理を分担している。

この受信装置は、データの解析と最終処理を行うミニコンとは独立したシステムになっている。っ

まり、短周期地震波以外の信号は、マイコンにより、フ・ッピーディスクに直接収録されるので、

ミニコソの動作にかかわらず連続観測が可能である。

　地震判別に関するマイコンの機能は、既に述べた2つのシステムに比べ、高度になっている。地

震判別に用いられる信号は、デジタルフィルタリングにより、長周期成分と短周期成分に分解され、

それぞれ遠地地震、近地地震の判別に利用される。遠地地震検出用の判別処理は、いわゆる長期平

均（LTA）と短期平均（STA）の比較による方法である［ASRO長周期地震計についての判別処理

が、地震観測所（1979）により紹介されている］。一方近地地震検出用の判別処理は、檜皮ら（1980）

により開発されたパルスを計数する論理が用いられた。

　マイコンにどこまで高度な機能を分担させるかは、システムを考える上で重要な問題である。例
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9600BPS

光ファィバーモテム

M　P　U　■

　受　信

信　号　遅　延

M　P　U2
フィノレタリング

地　震　判　別

Dへ変換

長周期成分
リアルタイムモニタ

騰劉トリガー・一

　　　　M　P　U　3トリガーコマンド

　　　　　制　　御
　　　　　データ転送
バラメーターセット

トリガー制御

ミニコン

解析装置

（U－400）

　　　　　　　　　　　コンソール
　　　　　　　　　　　タイブライタ　　　　　フロッビーディスク　　　　　　亥嚇時装匿
　地殻変動データ

　　　　　　　DA変換　　　　　　　　　　　　　　　　LP信号収集
打点式レコーダー　DC成分l　　　　　DCl言号収集

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊MPU（岡lcroProcessin8Unit）

　　　　　　　　　　　　歪士也震言十

図4．2．3　地震観測所の歪地震計システムにおけるデータ処理ブ・ック図。

えば信号のフィルタリングなどは、鋭いCut　offをもつフィルターでない限り、アナ・グ方式の方が

容易である。このシステムでは、マイコンがハードウェアの一部という部品としてではなく、従来

ミニコンが果たして来た役割を果たしている。マイコソヘの各種の指示を、コンソールタイプライ

ターから行う形式になっている点などに、その性格がよく表されている。このようにマイコンの機

能を最大限に活用するか、それとも機能をある程度限定すべきかは、設計、制作、保守等、様々な

角度から得失を検討しなければならない。

4。2．5地震資料伝送網（L－ADESS）

　かつて小地震観測用に展開された地震計の磁気テープ記録は、すべて郵送により管区、本庁へ集

められ処理が行われていた。しかし、このような体制では、処理に時間がかかり、地震活動の即時

監視を行うことは不可能である。これらの地震計からの信号を、気象資料伝送網の展開に合わせて、

各管区へ伝送することが計画された［市川（1981）］。このシステムでは、各観測点から送られて来

る信号を、中枢の地震入力処理装置で受け、最終的には、ミニコン4台で構成される処理装置へ信

号を転送し、処理を行う形態が採られている（図4．2．4）。このシステムにおいて、マイコンの果た

している役割は、今までに述べて来た各システムに比べ、限定されている。

　このシステムでマイコンが受け持つ役割は、信号の送受信の制御と、遅延のみである。地震の判

別や記録器の制御は、ミニコン（FEP）により行われている。マイコンの活用形態が、むしろ後退
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地震データ

4800BPS（4））

各観測点より

気象データ

モデム

気象データ

アナログ信号入力

OBS，束海テレメータ等

AD変換

M　P　U
受信専用

M　P　U
信号遅延用

（S　l　P〉

遅延信号

DA変換

リアルタイム信号

DA変換

ル
　
理

ア

ユ
別
処

デ

（
判
集

P
震
収

E
地
録

F
　
己

リアルタイムモニタ

　ドラム記録

トリガーレコーダ

C　P　U
ホストミニコン

（オルタネート）

トリカー制御

＊MPU（卜1量croProcess聖ngUnit）

地震資料伝送網（L－ADESS〉

図4．2．4　地震資料伝送網（L－ADESS）のデータ処理ブ・ック図。

した形になった経緯には、いろいろな事情が絡むものと考えられる。ここでは、以下の2点につい

て、評価してみた。

　1）地震判別処理をミニコン（FEP）で行うことの是非

　ミニコンによる演算処理は、マイコンに比べ高速であるため、ミニコンを用いると多数の観測点

からの信号の地震判別を一度に行うことができる。またミニコンは、管理用のソフトウェアが充実

しているために、高度な論理を用いることが可能であり、ソフトウェアのデバックや判別プ・グラ

ムのパラメーターの設定が、柔軟に行えるなどの利点が考えられる。

　しかし、実際に組み込まれたプ・グラムについてみる限り、’ミニコンならではの特徴は認め難い。

さらにミニコンは2台一組で、気象データの制御もリアルタイムで平行して行っているため、パラ

メーターの設定、変更などの作業に制約が多い。また最適なパラメーター値を求めるに必要な情報

を取り出すことも不可能に近い。したがって、ミニコンで判別処理を行う利点は、ほとんど生かさ

れていないように考えられる。

　2）システムの複雑化と冗長性

　ミニコンの容量が大きい場合は、地震の判別ばかりでなく、信号の遅延も同時に行うことができ

るので、システムの構成を単純化することができる。しかし、十分な能力を確保できない場合は、

機能のげ部を、マイコンを含むハードウェアに分担させざるを得ない。現実のシステムでは、信号

の遅延をハードウェア（マイコン）に分担させたため、ミニコソの入力チャンネル数は2倍（リア

ルタイム信号、遅延信号）になった。このように、中途半端な構成になると、かえってシステムが
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複雑になる。マイコンに多くの機能を分担させることの是非は別にして、機能の分担を整理してシ

ステムの構成をできるだけ単純化することが望ましいと考えられる。

4．2。6群列地震観測システム

　地震観測所に設置されたこのシステムは、昭和59年度から本運用に入った。このシステムは、直

径10kmの円形上に配列された7つの観測点の信号を合成して観測する小アレーで、諸外国では主

として地下核実験探知などを目的にしたものが多い。本システムでは、近地の大地震の余震観測に

活用することを主目的に、柔軟な処理形態をとることができるように設計されている［地震観測所

（1984）］。

　このシステムの特徴は、地震の信号の収集がマイコンを主体とした機器で構成されている点であ

る（図4．2．5）。信号の収集を分担する伝送システムには、今までに述べたシステムに比べ、更に進

んだマイコンの活用が計られている。その主な特徴は次の通りである。

　1）伝送
　7つの観測点の信号を同期させるために、テレメーター回線の伝送時間を考慮して、受信側から各

観測点のサンプリングの制御を行っている。観測点のサンプリングを同期させる方法は、国立防災

科学技術センター［浜田ら（1982）］の観測システムに初めて導入されたものである。

フレ

M　P　〔．I　l

　受　　信

　遅　　延

フィルター処理

D・＼変検
長周期成分リアルタイムモニヲ

D　A変換

短周期成分トリガー

トリガー一レ；コーダー

刻時装置

（水晶時計

』，IY受1言機）

M　P　互一1　2

地震判別処理 トリガー制御

群列地震観測システム（アレー）
コンソール

タイブライタ

＊MPU（門lcroProcessin8Unit）

図4．2．5　群列地震観測システムのデータ処理ブ・ック図。
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　2）地震判別

　歪地震計に用いられたマイコンによる地震判別の機能をさらに強化している。例えば、複数の観

測点の判別結果を比較して判別の信頼度を向上させた4ポイントトリガー方式、複数の地震波伝搬

方向を仮定して信号をあらかじめ合成してS／N比を改善しながら地震の判別を行うビームフォーミ

ングトリガー、地震波とノイズのスペクトラムの違いをFirst　FourierTransformation（FFT）に

より求め判別に利用するFFTトリガーの3つの判別方式を併用している。

　3）地震波の周期と伝播方向の推定

　ミニコンによる対話方式を用いた最終処理の参考とするために、判別した地震波に関するいくつ

かの情報をあらかじめマイコンを用いて求めている。その内容は、ゼ、・ク・ス法による簡単な卓越

周期の読み取り、伝播方向の計測などである。

　群列地震観測システムに、使用されているマイコンのソフトウェアの量は、今までに述べたシス

テムの中では、最も多い。それだけに、調整、ディバッグに多くの労力を費やした。マイコソによ

る機能が、実際の観測にどのように生かされているかは、今後十分に評価を行う必要がある。

4．2．7既存のシステムに共通する問題

　マイク・プ・セッサーの機能、応用技術はまだ発達途上にあり、変化しているので、今までに導

入された各システムにおける役割、性格は、様々である。また、個々のシステムの経験が、制作メー

カーの違いもあって、後のシステムの設計に十分反映されているとはいい難い。しかし、いわば独

立に設計された各ジステムにおいて、いくつかの共通した問題が認められる。これらの共通する問

題点は、今後マイク・プ・セッサーを地震観測に利用していく以上、対策を検討Lておく必要があ

る。以下にいくつかの問題点を列挙してみた。

　1）信号の遅延と同期

　地震波信号の遅延は、比較的ソフトウェアが単純で、マイコンに適した機能である。連続的に入っ

てくる信号をRAMに記憶させ、一定時間の後、取り出せばよい。しかし、遅廷のタイミングの取

り方には、いろいろな方式がある。入力信号に同期させて遅延を行う方式が最も多いが、この方式

は、入力信号が定期的に、連続して入力されることを前提として設計されている。ところが、送信

側や、テレメーター回線のトラブルにより、信号の入力が円滑にいかない場合がしばしば生ずる。

そのような時に、信号の遅延が正常にできなくなるだけでなく、システムの他の部分の動作に影響

をおよぽすことが、いくつかのシステムで認められる。群列地震観測システムのように、信号のサ

ンプルをすべて受信側で同期制御させる方式の場合は、このような問題が起こる余地はない。しか

し、信号のサンプル、送信が、受信側のシステムと同期していない場合、データの流れが滞ると様々

な問題が生ずる。このような問題はシステムが順調に動作している時には表面化しない。システム

の設計時に、現実に起こる事態をすべて想定、考慮することもかなり困難である。
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　システムに複数のマイコンを用いる場合は、完全な同期をとるか、もしくは非同期で、個々のマ

イコンが独立に動作し、かつ他ヘトラブルを及ぽさないように設計すべきである。

　具体的には、信号の遅延の場合、観測データの一サンプル程度の不揃いは無視し、遅延用のマイ

コン独自のタイミングにより信号の遅延を行うべきである。

　2）地震の判別

　同じような短周期地震波を対象としながら、地震判別のためのソフトウェアは、各システムで少

しずつ異なっている。最も優れた方法を見極め、固定化すべき段階に近づいていると考えられる。

しかしその見通しとなると、未だに十分でない。見通しの立たない理由は、次の点に原因があると

考えられる。まず判別のためのバラメーターの最適値を設定する方法が確立していない。いずれの

システムにおいても、パラメーターの設定が個人的な経験とカンに頼って行われている。極端な場

合は、ソフトウェアが完全にブラックボックス化して、ソフトウェアの欠陥があるかどうかの判断

も不可能で、パラメーター設定の手がかりすらつかめないようなシステムも見受けられる。このよ

うな状態では、個々のソフトウェアの優劣を判断することは、不可能に近い。

　対策として考えられることは、一つは事前に地震波の性質をよく調べ、マイコンのソフトウェア

を別の計算機でシュミレーションを行い、最適のパラメーターをあらかじめ決定することである。

もう一つは、マイコンの動作状態をモニターできるハードウェアを用意し、観測を続けながら、パ

ラメーターの調整を行うことである。いずれかの対策がなされない限り、マイコンを地震判別に用

いることは、その場限りの設計者の思いつきに終わってしまう。

　ミニコンの高速化、容量の増大が進むことにより、地震波の遅延、判別をミニコンで一括して行

うことは、だんだん容易になりつつある。しかしシステムの冗長性を持たせるためには1ハードウェ

アの中に、地震判別機能を平行して残しておくことが必要であろう。今後もマイコンによる地震判

別をシステムに設けるとすれば、地震判別用のユニット（モジュール）の仕様を検討しておくこと

が望ましい。

　以下は、仕様についての一案である。

入力：アナ・グ入力とする。デジタル化して伝送されてくる信号も、一旦アナ・グに戻して入力す

　　るQ

フィルター：Aliasingフィルターと脈動などのノイズ除去を兼ねたアナ・グフィルターを設ける。

　　時定数は選択可能とし、できれば、直流成分の除去を兼ねる。

A／D二8bitのA／D変換とし、サンプリングは、ソフトウェアによるが20－30Hzとする。地震判別

　　だけの目的であれば、分解能、サンプリングを減らすことが可能になるので、伝送データを直

　　接処理する場合に比べ、マイコンの機能を小さく押さえることができる。

CPUとソフトウェアニ8bitのCPUを用い、ソフトウェアは、いままでに開発されたものの中から

　　選ぶが、Walsh変換（Goforth　and　Herrin，1981）などを応用したものとする。
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出力：能動的な出力として割り込み出力、受動的な出力として、標準的な直列出力形式の出力

　　（RS232－C，GP－IBなど）．をもうけ、トリガーのフラッグなどを読み出せるようにする。

その他ニソフトウェアの容量や、サンプリソグ数によっては、複数成分の地震判別が可能である。

　　その場合は、一台で、複数の観測点の信号を処理できる。

　観測点から送られて記録の対象となる信号をそのまま、地震判別に用いているシステムが多いが、

これは明らかに適当でない。観測の対象とする地震、観測点のノイズの性質などにより、対象とす

る周波数帯を絞る必要がある。地震観測所のシステムで行っているようなデジタルフィルタリング

も考えられるが、現時点では、アナ・グ処理の方が容易と考えられる。上記のような仕様の判別ユ

ニットが実現すると、観測する信号の性質の違いに対し、柔軟な対処ができる。伝送信号を分岐し

てアナ・グ信号に戻すことによりシステムが多少複雑化する。しかし、その他の点では、システム

をコンパクトにまとめられる利点の方が大きいであろう。また出力のインターフェイスを汎用のも

のにしておけば、最終処理を行う計算機の機種の変更に対しても対処できる。

　3）仕様とソフトウェアの作成にっいての問題点

　マイコンを組み込んだ装置は、一応ハードウェアと見なされる場合が多く、仕様の作成などの手

順に、特別な考慮が払われている場合は少ない。しかしマイコソといえども、ソフトウェアの仕様

の作成、ディバッグなどの作業は、普通の計算機と同じだけの手間を必要とするはずである。マイ

コンの場合、製作段階での調整、ディバッグは入念に行われているかもしれないが、現実には設置

段階での調整が十分でない場合が多いように、見受けられる。これは先に述べたように、マイコン

の動作状態を把握する手段が乏しいことが理由の一っになっている。リアルタイム処理において起

こり得る頻度の少ない状態に対し、不十分な対処しかできない潜在的な欠陥をソフトウェアが持っ

ていたとしても、発見される機会は乏しい。このことは多くのシステムで、欠陥を持ったままのソ

フトウェアが使われている可能性が、大きいことを意味している。このような危険性を減らすため

には、仕様作成の段階でより入念な検討を行い、又製作されるプ・グラムについても、詳細な説明

書を作っておく必要がある。

　ソフトウェアの制作に関する別の問題として、制作方法がある。マイコンのソフトウェアも、最

近は直接機械語（アセンブラ）で作られるのではなく、高級言語で作ったプ・グラムをコンパイル

する方法が用いられる場合が多い。このような方法で作られるプ・グラムの長さは、直接機械語で

組まれるプ・グラムに比べ、数十パーセントのオーダーで長くなり、実行時間も遅くなる。プログ

ラムをできるだけ圧縮するためには、仕様の段階で、十分な意志疎通をはかり、無駄な機能を作ら

ないようにする、あるいは仕様を切詰めるなどの工夫が必要であろう。信号の遅延や、地震の判別

などユニット化が可能なプ・グラムについては、直接機械語で組み立てるべぎであろう。いずれに

せよ、今までのシステムにおいては、マイコンのソフトウェアに対する考慮が、十分に払われてい

るとはいい難い。マイコンのソフトウェアにもっと考慮を払うべきと考えられる。
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4．3　地殼変動観測データの補間方法＊

　地殻変動観測では、通信回線のノイズ、タイムマーク、テープの交換など様々な原因によって、

1時間程度またはそれより短い欠測がよく生じる。このような短時間の欠測の場合は、その前後の

値が正常であり、補間しておくと便利なことが多い。欠測の状況によっては、正常な値が必ずしも

等問隔にならないことを配慮して、r地震活動総合監視システム」では、基本的に多項式による補間

（ラグランジェの補間法）を使用している。

　補間を行うまでに、データ処理の中間成果として、10分間平均のデータが得られており、障害等

で生じた異常値は、データをディスプレイに表示して、マニュアル操作ですでに削除されている。

欠測となった10分間値Y（Xk）を次の計算式で補間している。

　　Y（瓦）一＆Y（渇）讐…鶏1鴇≡菱：illl語≡藷まll三三議課

　計算で使用するデータ（Xj，Yj）は求める時刻の前後60分ずつの間に得られた正常な観測値（12

個以内）であるが、補間の精度を保つために、正常な値が半分（6個）未満の場合や、6個でも片

側のみの場合嫉欠測とし、補間しない。データ収録のテープを交換すると、1時間欠測となるが、

前後が正常であれば補間条件を満たすので、上式で計算した値を採用することになる。しかし、そ

れ以上に欠測が続くときなどはデータを補充せず、欠測として処理される。

＊岡田正実二地震火山研究部
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　ラグランジェの補間法は、（Xj，Yj）に誤差が含まれないことを前提としており、観測値の分布に

よっては推定誤差が異常に拡大し、不自然な値が求まることがあり得る。実際のデータ処理にもま

れに異常な推定値が現われた。このような問題を避けるために、前後の観測値の標準偏差から見て、

異常に離れた推定値は採用せずに、直線補間の値を用いた。安定した補間値を得るためには、最小

2乗法によって適当な回帰曲線（例えぽ2次式）を求め、欠測部分を補間することも考えられる。

この方法は計算量が増えるので採用しなかったが、自動化のために今後検討する必要があろう。

　今回のデータ処理（2．4節）では主に60分以内の欠測に対して補間を行っているが、それより長

く欠測が継続した場合にも、長時間の傾向などをみるために、データを補間する必要が生じ得る。

潮汐の影響をほとんど受けない要素（例えばラドン濃度や地下水位）については、毎時値または1

時間平均値を用いて数時間以内の欠測を上述の方法などによって補間することは可能であろう。潮

汐をかなり含むもの（例えば傾斜、潮位差）は、天文潮を除いてから適当な方法で補間し、天文潮

の分を加えるのが適当である。そのためには傾斜等についても潮汐調和分解を行い、天文潮の計算

を実施する必要がある。いずれの場合も降雨などによって大きく変化している部分については十分

注意する必要がある。

　どの程度までの欠測を補間し、正常な観測値と同等に扱うかは、データの利用目的によって異な

る。しかし、定常的なデータ処理におい宅は、一定の基準を設けておくことも必要であろう。例え

ば、気象統計では、欠測が20％以下であれぽ平均値を算出することになっている。また、潮汐観測

では、4時間以内の欠測で満干潮を含まない場合は、観測者が自記紙上で補間し、それを正常値と

ほぼ同等に扱っている。地震予知業務では、r2～3日以内の地震発生」を予測するごとが重要な柱

となっているので、一応の目安として予測期間の10％程度、すなわち数時間以内であれば、r短時間」

の欠測として扱うことができよう。そこで毎時値の欠測の場合にはr5時間以内」が一つの目安と

考えられる。

　長期の傾向を見るために、移動平均がよく行われているが、欠測が含まれている部分は計算でき

ない。このような場合には、ベイズ情報基準（ABIc）を用いた方法（Ishiguro，1981）が適当である。

この方法は次のような特徴がある。

i）

ii）

iii）

iv）

v）

極めて滑らかな平滑曲線が合理的に得られ、容易に変化速度を知ることができる。

比較的長期の欠測が含まれていても、連続的な平滑値が得られる。

観測期間の端まで平滑値が得られ、現状の把握に有効である。

将来の予測値を得ることが可能である。

計算量は移動平均よりはるかに多い。

　したがって、計算機の能力に余裕があり、この方法で平滑曲線を求める際は、あらかじめ欠測を

補充する必要性はあまりない。
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第5章　傾斜計による地殼変動の観測と評価＊

5．1観測の経緯

　東海・南関東地域においては、大規模地震の予知を目的とした各種の観測が高密度に行われてい

るが、観測点の多くは静岡県以東にあって、愛知県より以西においては比較的少ない。それは大規

模地震の直前に震源近くで発生する様々な変化を捉えるのが目的であるためだが、一方それに至る

まえに周辺地域で進行する地殼変動を明らかにすることは、長・中期予報にとって重要な意味を持っ

ていると考えられている。本研究では、そうした観点に基づき、広域の異常発生が検出された場合

の、地上傾斜観測の情報捕捉能力の限界の確認を兼ねて、伊良湖と尾鷲で傾斜観測を行うこととし

た。これらの地点を選んだのは、1944年東南海地震の震源域の境界にあたるということのほかに、

前述のように、予想されている大規模地震の震源域の周辺で、かつ現在比較的観測網のまばらな地

域であるからである。

5．2観測の概要

　今回使用した傾斜計は、米国NorthAmericanRockwel1，Autometrics社製の双軸型の傾斜計で、

伊良湖では地中埋設型（TM－1B型）尾鷲では地上型（TM－1A型）を用いた。地中埋設型と地上

型では、検出部の設置方法が異なるだけで、検出方法およびエレクト・ニクス部は同じである。検

出部の基本原理は泡式水準器と同じもので、その主要部分は大きな泡を1個含んだ電解液で満たさ

れている。検出部の構造を図5．2．1に示すが、泡の位置を中央のプラチナ電極および十字に配置さ

れた4本の電極で検出する。エレクト・ニクス部のブ・ックダイヤグラムを図5．2．2に示す。傾斜

計の仕様は次の通りである。

　　●RMS分解能二1Hz域において1．4×10－3秒角又は8x10『9ラジアン

　　●零点の再現性二RMS　O．1秒角以内

　　●安定性：0．08秒角　20日間

　　●測定範囲二X　and　Y　DEMOD　Output　200秒角、

　　　　　　　X　and　Y　OUT　Output　50秒角

＊森俊雄・吉田明夫二地震火山研究部

一123一



気象研究所技術報告　第16号　1985

CAP

MECHAMCAL
CENTER　OF

DEVICE＼

CAPTERMINAL
l4EACHl

ノ
し
一
　
一

BUBBLE
CAVITY

　　　　LIQUlD

　　　　ELECTROしYTE

1

BASE／

∠
7
蒙
馴

J－

BASE
TERMINAL

A’07ε

メ、η9’θbefW・eθη’OCヨ’γεπ’‘∂’∂ηゴ

’”ecん∂〃’c∂’ceηfεr冨∂ρ91θOJ「f〃C．

8
卜＼L。cAL

　　　　　　VERTICAL

ンノ

3θη50〆〆、5∫θ所b’γ

図5．2．1検出部構造。

X・CHANNEL

ELECTROMCS

X・CHANNEL

AMPLIFIER FILTER＆
PROCESSOR

OUTPUTS
EXCITATION
SIGNALSENSOR

Y・CHANNEL Y・CHANNEL

AMPしIFIER
臼LTER＆
PROCESSOR

TILTIACCELERATlON
lNPUT　DATA

VOLTAGE
REGULATORS

十12V
τ”fπ，θrθ1β’oc女0’∂grヨm

＋12V
・12V POWER　INPUT

図5．2。2　ブロックダイヤグラム。

一124



気象研究所技術報告　第16号　1985

　　●出力レベル：最大±5V

　　●スヶ一ルファクタ：X　and　Y　DEMOD　Output　25mV／秒角、

　　　　　　　　　　X　and　Y　OUT　Output　100mV／秒角

　　●電源：＋12～＋15V及び一12～一15V

　　●消費電力：650mW

　　●使用温度範囲：一20。～＋120。F（一29～＋49。C）

また、短周期振動等のノイズを除去するため、エレクト・ニクス部にフィルターが組込まれており、

フィルターなしか、1．6Hz又は、0．008Hzの・一パスフィルターのどれかを選択できるようになっ

ている。通常は0．008Hzの・一パスフィルターをかけて記録した。なお購入時に添付された検定感

度は下記の通りである。

　No．351（伊良湖）EW（Xcomp）　　96．48mV／秒角

　　　　　　　　　NS（Ycomp）　　95．03mV／秒角

　　No．332（尾鷲）　EW（Xcomp）　　84．84mV／秒角

　　　　　　　　　NS（Ycomp）　　89．21mV／秒角

　伊良湖における傾斜観測は、伊良湖岬の先端に近い山上にある風波観測所（図5．2．3）で行った。

設置方法は図5．2．4に示すように、深さ約4．5mの観測壕を堀り、その底に埋設した直径15cm長

さ2．5mのケーシングの中に検出部を設置した。観測点付近の地質については後述するが、『検出部

は粘板岩のところに設置された。尾鷲では廃坑になっていた横穴を改造し、その中に傾斜計を設置

した。設置方法の概観を図5．2．5に示す。検出部を約4mの横穴の奥の機械台の上に置き、記録紙

取替等で観測室に人が入った際にも検出部に温度変化を与えないよう、検出部と記録計の間は扉で

仕切られた。

　両地点とも記録計は東亜電波のEPR－200A型2ペンレコーダーを用い、通常チャートスピードを

20mm／hourとした。記録計の入力レソジは最初±250mV／±75mmとしたが、スケールアウトす

ることがあったため、一定した感度で記録し続けることは困難であった。記録紙の交換は通常・1か

月毎にそれぞれの測候所の職員に行ってもらい、その際、記録状態のチェック、記録計のペンの位

置調整、感度の調整等も行ってもらった。感度の検定は年2～3回、気象研究所から出張して行っ

た。伊良湖における記録計の感度は下記の通りである。

　　1979年8月～　　　　±250mV（／±75mm）

　　1980年1月14日11h～±500mV

　　1980年2月7日15h～±250mV

　　1981年1月19日10h～±500mV

　　1983年3月9日15h～±250mV

　　1983年11月21日11h～±500mV
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　　1984年2月20日16h　観測終了

　また、尾鷲における記録計の感度は下記の通りである。

　　1979年8月～　　　　±500mV（／±75mm）

　　1980年1月19日12h～±250mV

　　1980年11月22日16h～±1000mV

　　1983年3月10日15h～±500mV

　　1984年2月21日12h　観測終了

　傾斜観測は両地点とも1979年8月から1984年2月まで行ったが、その間の主な出来事は次の通

りである。

i）伊良湖1980年2月頃傾斜量が大きく、エレクト・ニクス部での調整では記録困難になった

ため、検出部を堀りおこし、再設置を行った。

ii）伊良湖1983年7月頃から、記録状態が不安定になってきたため点検したところ、記録計の

内部基板に腐食が認められた。記録計内部には蛇の抜殼や糞があり、それらが抵抗等を腐食させて

いることがわかった。抵抗の取替等応急処置を施し、1984年2月まで記録させた。

iii）尾鷲1979年9月～10月にかけての大雨により、エレクト・ニクス部が水につかり測定不

能となった。傾斜計を取替えて同年11月より記録再開した。

iv）　尾　鷲　1983年10月頃観測室の中にカタツムリが異常発生し、記録済記録紙がかじられる。

そのため、所々欠測が生じた。

　次に観測点付近の地質状況について簡単にふれてお．く。

　1）伊良湖

　伊良湖における観測点としては岬の近くにある風波観測所を選んだ（図5．2．3）。条件として地表

近くに岩盤が露出していること、記録器等のおける小屋が近くにあって、しかも電気がすぐ使える

ことのほかに、測候所の職員が定期的に見回わりしていることも好都合であった。伊良湖では埋設

型のモデルTM－1Bを設置したために、4．5mの深さの穴を掘った。その時の土質柱状断面図を表

5．2。1に示す。60cmの硬質・一ム層の下は粘板岩で一部チャートを含み、全体に風化して亀裂が多

く入っている。

　伊良湖のある渥美半島は、三波川帯の古生層であるチャート系統の岩がところどころに顔をだし

ているが、大部分は洪積層の渥美層群や沖積層がその基盤をおおい、低い台地をつくっている。ま

た渥美半島の北縁をかすめて中央構造線が通っており、傾斜観測を行うにあたってはこの構造線と

の関連においても興味がもたれた。

　2）尾鷲
　尾鷲における設定場所を選定するにあたっては、旧街道の現在使われていない随道や、第二次大

戦当時の防空壕など市内7、8か所を現地調査した。その中で、旧坂下トンネル、旧尾鷲トンネル、
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表5．2．1伊良湖傾斜観測壕の土質柱状断面

昏

深度

（m）

層厚

（m）
土質名 色　調 ．記　　　事

相対密

度調度

0．60 砂質・一ム 褐　灰
含水中位

0．60 砂分主体

風化して軟岩状

1．00 粘板岩 淡黄色 亀裂多く岩質はもろい 軟岩

1．60 全体に蛇紋化している

粘板岩主体

粘板岩
淡黄色

赤色チャート状

1．20 チャート

互　層
（赤褐）

風化して軟岩状

亀裂多い

軟岩

2．80 全体に蛇紋化している

風化して軟岩状

0．50 粘板岩 淡緑灰 亀裂多い 軟岩

3．30 蛇紋化している

風化してもろい

1．20 粘板岩 淡緑灰 亀裂多く、全体に蛇紋 軟岩

4．50 化している

小原野、八幡神社下の防空壕などが一応候補地として考えられた。特に旧坂下トンネルは硬い岩盤

が露出していてノイズも少なく、観測点として最も有望であったが、山の中で電気を引くのが困難

であり、しかも遠くて交通が不便ということで諦めざるを得なかった。最終的には、市内の岩に掘

りぬいた防空壕跡が、測候所に近く、内部の温度変化もそれほどないだろうということで選ぽれた。、

　この地域の地質は中世代四万十帯の十津川層群に属し、紀伊半島西岸の日高層群に連続して東西

に延びる大規模な泥質物を主とする地向斜堆積層である。中村山は砂岩を部分的にはさんだ頁岩か

らなり、割れ目が多く入って風化はかなり進んでいる、設置当時、この中村山の西端を崩して公共

の施設をつくる工事が進んでおり、その影響がどの程度のものか気がかりな点もあった。また壕内

は湿気がひどく、水のたまる心配もあったので、傾斜計は岩盤に直接置くことはせず、石を岩盤上

にコンクリートで固定して、その上にセットした。

5．3観測結果

　傾斜計の記録をペンレコーダで行ったため、スケールアウトや記録に不鮮明な部分が生じたり、

不測の事態が発生する等、必ずしも満足できる記録は得られなかったが、毎時の値を読取り数値化

した。図5．3．lA～Dは両地点における東西（EW）、南北（NS）の各成分の変動を示し、W側およ
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びN側が上がった場合を正にプ・ットしている。記録が接続されていない部分は欠測で、その両端

間の傾斜変動量は連続ではない。同図の上から3番目と6番目には、伊良湖および尾鷲における日

降水量、7番目に主な地震の規模をそれぞれプ・ットした。また、傾斜の日平均値、日降水量、地

震を図5．3．2に示す。降水量は伊良湖測候所および尾鷲測候所における観測値である。なお、日降

水量は地上気象時別観測テープ（SDPテープ）による。

　表5．3．1に震源リストを示す。このリストは気象庁地震火山部でMT編集しているEARTH－

QUAKE　ORIGINSによるものである。

　震源の位置を図5．3．3にプ・ットした。これらの地震は次の基準で選択された。

深さ70km未満　　日本付近　　　　　　　　　　　M≧7．0

　　　〃　　　　伊良湖・尾鷲より200km以内M≧6．0

　　　〃　　　　　伊良湖・尾鷲より　50km以内　M≧4．0

　降水と傾斜の関係では次のようないくつかの特徴がみられる。

　i）　図5．3．1に見られるように、伊良湖においては、日降水量15mm以上の場合は2成分ともそ

れと関係があると考えられる傾斜変動が見られる。尾鷲では日降水量100mm程度の雨で、それと

関係していると思われる傾斜変動がある。

ii）伊良湖の場合は、降水があったときに必ずしも一定の方向に傾斜するとは限らない。例えば、

1979年8月21日の降水（160．5mm）に対してはNNW方向に傾斜したが、1980年10月14日の降

水（171．5mm）のときにはSE方向に傾斜した。また、傾斜量についても、日降水量と比例関係に

あるとはいえないようである。図5．3．4に降水があった場合の傾斜計の記録例を示すが、1980年10

月14日には伊良湖で約170mm、1981年10月22日には尾鷲で約330mmの日降水量が観測された。

これらの降雨に対して、伊良湖ではNSおよびEW成分にそれぞれ約0．5秒角および1秒角の傾斜、

奮

表5．3．1震源リスト

番号 位　　　　置 年　月　日　時　分 東　経 北　緯 深度（km） マグニチュード

1 伊豆半島東方沖 1980　6　29　16　30 139。14’ 34。55〆 10 6．7

2 宮城県沖 1981　1　19　3　17 14258 3836 0 7．0

3 知多半島中部 1981　4　27　5　30 13654 3451 40 4．4

4 浦河沖 1982　3　21　11　32 14236 42　4 40 7．1

5 渥美湾 1982　6　21　9　24 1373 3441 40 4．9

6 茨城県沖 1982　7　23　23　24 14157 3611 30 7．0

7 日本海中部 1983　5　26　11　59 13946 4021 14 7．7

8 青森県西方沖 1983　6　21　15　25 1390 4116 6 7．1

9 奈良・和歌山県境 1983　7　18　9　20 13546 3414 64 4．7

10 愛知県中部 1983　12　19　2　11 1372 3451 15 4．0

11 奈良県南部 1984　2　11　4　49 13543 343 67 5．5
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　　　　　図5．3．2　傾斜変動（日平均値）、日降水量および地震。

尾鷲ではNSおよびEW成分にそれぞれ3秒および2秒角の傾斜が観測された。

iii）尾鷲では、降水に対すPる傾斜の応答は、1979年10月以前、1981年9月まで、およびそれ以

後で異なっているようにみえる。中間の1979年11月から1981年9月までの期間は、他の期間と比

較して降水量が少ないことが原因している可能性があるが、降水に対してあまり速い応答はせずに

SSEの方向に傾斜する傾向がある。それに対して、両端の期間では、傾斜の応答が速く、いちどNNW

に傾斜したあと反対側のSSEにより大きく傾斜して徐々にもとの状態にもどるという形態をとるこ

とが多い。観測壕の位置がSSE斜面にあるため、斜面の方向に大きく傾動するということを示Lて

いると思われる。

　図5．3．3に示した地震と傾斜変動についての考察を行ったが、図5．3．2および5。3．3からは地震

に関係すると考えられるような傾斜変動は見い出すことができない。この原肉として、前兆的変化

が期待されるような地震が発生しなかったこと、降水量と関係している傾斜変動が大きいこともあ

るが、地震とは関係ないと思われるような原因不明の変化が多いことがあげられる。図5．3．5に1980
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図5．3．3　震央分布図。

　　　　1RおよびOWは伊良湖および尾鷲の位置を示す。

年6月29日の伊豆半島東方沖地震（M二6．．7）の時の記録を示す。伊良湖NS成分の記録では約1

時間前に変化量は小さいが、ステップに近いような変化をしている。しかし、このような変化は地

震がないときにも見られることがあり、地震の前兆現象かどうかの断定はできない。

　その他、次のような変化の特徴があげられる。

i）伊良湖における長周期変動は図5．3．2からも分かるように、EW，NSともほぽ類似の変化を

している。すなわち、NW又はSEの方向に傾斜する方向は降水時におこる傾斜の方向とほぼ一致

する。

ii）尾鷲における長周期変動も傾斜の方向がNNW又はSSE方向で、降水に対する場合とほぽ一

致する。

iii）伊良湖では毎年7月から8月にかけてNW方向に大きく傾斜すると同時に、日変化の振幅が

他の期間より大きくなる傾向がある。

iv）　尾鷲においては、伊良湖の場合のように大きく傾動する傾向はないが、毎年2月頃に日変化

に振幅が増大する傾向がある。
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5．4　フーリエ解析

　通常は記録計の感度を250mv／75mm（＝3．33mv／mm）としたが、日変化解析には分解能が不足

するため、1982年10月6日～25日にかけて高感度記録を行った。用いた記録計は東亜EPR－66Aで

100mv／125mm（＝0．8mv／mm）の感度で記録した。30分毎に読取り、17日間のデータについて

フーリエ解析した結果を図5．4．1に示す。主な分潮に対する振幅は次の通りである。

o
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図5．4．1に示すようにEW成分では周期6時間（S4）、8時間（S3）および12．3時間（M2）に

ピークが見られるが、NS成分ではM2およびS1（24時間）にピークが見られる。

5．5　まとめ

　伊良湖および尾鷲において、簡易設置型傾斜計による傾斜観測を行った。伊良湖では地中埋没型、

尾鷲では地上型で両地点とも1979年8月から1984年2月まで行った。

　機械の故障、記録のスケールアウト等が生じたため、長期間の連続記録を得ることはできなかっ

た。しかし、傾斜計本体のトラブルはほとんど生じなかったため、ディジタル集録等記録方法を工

夫すれば長期間の連続記録を得ることも可能と思われる。

　伊良湖、尾鷲とも降水時に傾斜変動を生じるが必ずしも変動量が降水量に比例するとは限らない。

　数日から1年程度までの傾斜変動の方向が、降水時の変動方向とほぼ一致する。これは傾動する

方向が、それらの場所ではほぽ特定の方向にだけ大きく傾動することを意味する。ただし、太陽ま

たは太陰週潮に関連する周期の変化については、そのかぎりではない。

　日本付近および両観測地点に近い地震との対応について検討したが、地震と関連すると思われる

ような傾斜変動を見いだすことはできなかった。何らかの方法で降水に対する影響を取り除かなけ

れば地震との関係を見いだすことは困難と思われる。

　伊良湖では、毎年8月頃、尾鷲では毎年2月頃に傾斜の日変化振幅が大きくなるが、この原因は

不明である。

　伊良湖では、短期間であるが高感度記録を行い、フーリエ解析を行った。この結果EW方向（ほ

ぼ半島方向）ではM2、S3、S4の各分潮に対応する周期にピークが現われ、NS方向（半島に直交

する方向）ではS1、M2にピークが表われた。

　以上、5年にわたる観測によって地上傾斜観測に現われるバックグランド雑音の調査を行ったが、

これらが異常を検出した後に必要となる補足観測の計画の際の一助となれば幸である。最後に、傾

斜計の設置、記録装置の保守等でお世話になった東京管区気象台、伊良湖測候所および尾鷲測候所

の方々に感謝します。
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第6章　地震予知にかかわる前兆現象に関する研究

　地震予知の有力な手がかりとみられる前兆現象については、多くの研究があり、その種類は、地

球物理学的現象に関するものから、地球化学的又は生物学的現象に関するものまで多岐にわたって

いる。この章における研究は、地球物理学的前兆現象に関するものに限定され、主として、地殼変

動、電磁気学的異常現象、震源域における地震活動、及び前震の規模別度数分布についての解析、

理論的吟味又は検定等の結果を報告する。当初、地震波速度の変化も予定されていたが、数年前か

ら、観測値の精度等に再検討の必要が指摘された事情もあって、ここでの議論は省略することとし

た。

6．1検潮記録による地殼変動解析＊

　地震予知にとって、地殼変動とその経過の解明が重要であることは言うまでもないが、いわゆる

r東海地震」に強い関心が寄せられるまでは、東海地域においても地殼変動観測は限られていた。例

えば、御前崎周辺の水準測量は、1976年以後毎年実施されているが、それ以前（1945～75）はわず

か4回のみであり、長期的な水準変動の推移を十分掌握することはできない。また、最近は傾斜計、

伸縮計、歪計などが多数設置され、多くの連続記録が得られているが、これらは設置環境の影響を

受けやすく、地殼の長期変動を調べるのにはやや難点がある。しかし、検潮資料を用いれば、基準

面が明確であり、長期の推移を連続的に追跡することが可能である。今回の研究では、ベイズ情報

規準（ABIC）などを用いて潮位変動の解析を行い、御前崎の沈下について考察した。

6．1．1検潮資料

　地殼変動の調査には、長期間にわたって安定した検潮所の資料が必要である。海況・気象の変動

による影響を除くために、同じ海域（津村、1963）にある検潮所間の潮位差がよく用いられている。

静岡県下には20箇所近く検潮所があるが、地殼変動調査に利用できるものは少ない。観測期間等を

考慮して、図6．1．1に示した主な検潮所のうち、御前崎、内浦および舞阪の資料を用いた。

　　●御前崎（OM）二1958年設置（再建）。66～67年に合計12か月間欠測、70年に現在地へ移転

　　（潮位観測基準面の高さは不変）。

＊岡田正実：地震火山研究部、　高橋道夫：気象庁地震予知情報課
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　　●内浦（UC）：1932年に設置。その後の移転・改築なし

　　●舞阪（MI）二1933年に設置。その後の移転なし。浜名湖入口より内側にある。

　図6ユ．2にこれら各検潮所の年平均潮位を示す。この他の検潮所は、地盤が軟弱な所（清水港）、

・観測期間が短い所（田子、焼津ン、海域が異なる所（南伊豆、伊東）などであり、今回は使用しなかっ

た。図に示した内浦の潮位記録で、観測開始～1942、53～55、59～62、75～76年に潮位が高くなっ

ているが、津村（1963）や岡田（1978）らによって指摘されているように、これらは主に黒潮大蛇

行によるものである。海況に起因する変動を除くと、長期的な潮位の上昇・下降はほとんど認めら

れずほぼ安定している。また、駿河湾中央部における海洋観測資料を用いて、海水密度の効果を補

正した結果（気象研究所、1984）を見ても、顕著な上昇（または下降）傾向は認められない。

　一方、御前崎の潮位には、海況変動によるもの以外に、明らかな上昇傾向が認められ、地盤が沈

下していることを示している。また、舞阪では、大きな潮位下降が見られるが、これは主に浜名湖

入口（今切口）の拡張・しゅんせつ・固定のための工事（1946～73）の影響（松田、1983）による

ものであり、工事終了後はほぽ安定している。

6．1．2御前崎の沈下

　海流などの長期変動によって生じる潮位変化と地殼変動によるものを、1か所だけの検潮資料で

分離することは容易でない。しかし、同じ海域内にある検潮所の潮位の差をとれば、海況・気象の

影響が大幅に除去でき、両地点の相対的な上下変動を詳しく検出できる。このため、地殼変動の調

査には、潮位そのものより、検潮所間の潮位差がよく用いられている6図6。1．3に潮位差の推移、

および水準測量の結果を示す。欠測時の処理は、短時間でも欠測があれば、両検潮所とも当日の日
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御前崎、舞阪および内浦検潮所の

年平均潮位。

舞阪の大きな潮位低下は浜名湖入

口の改修工事によるものである。
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平均潮位を欠測とし、原則として残り

の日平均から月平均潮位を求めた。年

平均潮位差は、月平均潮位差の平均で

ある。図に示した内浦・御前崎の潮位

差（UC－OM）を見ると、1967年頃ま

では比較的安定しているが、それ以後

はかなりの速さで下降している。前記

のように、内浦の地盤がほぽ安定して

いると見られるので、この変化は主と

して御前崎検潮所の沈下によるものと

考えられる。

　平滑曲線はABIC（A　Bayesian　In－

formationCriterion）を利用した石黒

の方法（lshiguro、1981）で求めたも

のである。この方法では、観測データ

yiが平滑値miと誤差riで

　　　　ABM－OM
　　　　（leveling）
　　←　　転扁←二尊＝＋一争一＋～＋　　＋令＿寺＿†．＋＿←＿＋＿寺
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図6．1．3
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年平均潮位潮差および水準測量結果。

UC－OM二内浦・御前崎の潮位差、

（UC＋MI）／2－OM二（内浦・舞阪の平

均）と御前崎の潮位差、KK－OM二掛

川～御前崎検潮所の水準差、ABM
－OMl検潮所付属水準点～検潮所の

水準差。

　　　　　　　　　　　　　　　　　yi＝mi＋ri

と表され、mi、r1が次の条件を満足することを仮定して、各成分が求められる。

　i）miの2回差分（mi＋、＋mi－r2mi）が平均0の正規分布に従う。

　ii）riは平均0の正規分布に従う。

この方法は従来行われていた数値フィルターなどより統計学的に優れており、客観的で精度の高い

地殻変動解析が可能である。なお、現用のプ・グラムは、大竹・浅田（1983）が指摘したような不

連続的な地殼変動を考慮していない。

　加藤・津村（1979）は、潮位記録から日本沿岸各地の地殻変動を津村（1963）の方法で推定して

いる。東海地域では、紀伊半島東岸（浦神検潮所）から伊豆半島西岸（内浦検潮所）までを1つの

海域（原著ではregion　iv）として扱い、各検潮所の垂直変動が求められている。御前崎の長期的な

推移は今回のものとよく似た傾向であるが、沈下速度の変化はあまり明確になっていない。津村の

方法は、全国的な調査には優れている。しかし、この海域の沿岸付近で黒潮流路が急に曲がる場合

は、その東西で潮位変動の様相が異なっており、同じ海域として扱うことができない。そのような

海況の場合には注意を要する。

　検潮所には、建物の沈下を監視するために、付属水準点が設置されている。図6．1．3の下段は付

属水準点と御前崎検潮所との間約200mの水準差の変化を示したものである。1970年から73年にか

けて少し検潮所が沈下しているが、これは検潮所移転直後のごく局所的な沈下によるものと思われ
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る。内浦との潮位差から求められた全期間の沈下量（約20cm）と比べ、付属水準点に対する変動量

は数mmであり、非常に小さい。また、御前崎の中央部にある測候所水準標石（1952年設置）に対

しても、観測開始から25年間に潮位観測基準面はわずか2cmしか沈下していない。したがって、

検潮所は御前崎地域の水準変化を十分代表しており、潮位差から求めた御前崎検潮所の沈下は主に

広域の地殼変動によって生じたものであると言えよう。

　国土地理院等では、掛川（一等水準点140．1）を基準にして、検潮所を含めた御前崎周辺の水準測

量を繰り返し実施している。それらの結果も図6．1．3に記入してあるが、1978年頃までは潮位差の

結果と大差ない。それ以後はかなり系統的な相違が見られる。なお、1979年以後は水準測量が毎年

2回以上実施されているが、水準の”季節変化〆’の影響を避けるために、5月前後に行われたもの

のみを載せてある。1962年および70年の水準測量は、残念ながら御前崎まで達していない。73年、

76年、および77年の結果を参考にして、次の方法で推定したものである。

　　　　　　　　　　　　　　　YoM＝1．4YHM十〇．5cm

ここで、Y。Mは掛川～御前崎検潮所間の水準変動量、YHMは掛川～浜岡間の水準変動量、0．5cmは

検潮所移転に伴う局所的な沈下量である。この推定値には水準の”季節変化”は考慮していない。

この式の推定値を見る限りでは、潮位差の結果とかなりよく整合している。しかし、水準点を浜岡

（2595）より検潮所に近い位置にある相良（2593）を使用すると、様相が異なっており、推定恒の取

り扱いに注意を要する。

　海況変動の影響をより一層除くためには、御前崎の両側にある検潮所の平均との差を用いるのが

よい。図6．1．3で、内浦・御前崎の潮位差に比べ、（内浦・舞阪の平均）と御前崎との潮位差［（UC＋

MI）／2－OM］の方が多少バラツキが小さい。後述する月平均潮位差を用いる場合には、検潮所の組

み合わせによる効果が一層大きい。しかし、舞阪を含めた潮位差は、浜名湖入口の工事の影響を受

けるので、地殼変動の解析に利用できる期間が短い。

　各年の潮位差の平滑値から差分をとれば、年間の変動量（沈下速度）が求まる。図6．1．4に潮位

差の平滑曲線から求めた沈下速度を示す。　　　　　　　　　　　　～

UC－OMを見ると、1965年頃まで一1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－1一一唯一一一2一一一＊一3→卜一一4－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0～一2mm／yと比較的安定していたこと

がわかる。それ以後徐々に沈下が加速し

ていたが、76～77年頃から速度が幾分に

ぶってきている。従来の手法では沈下速

度の変動をこのように細かく求めること

は困難であり、今回用いたものがすぐれ

た解析法であることを示している。

　（UC＋MI）／2－OMによる沈下速度は、
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図6．1．4　潮位差から求めた御前崎検潮所

　　　　の年間変動量（沈下速度）。
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中間部の71～77年頃はUC－OMのものとほぽ一致するが、前後は多少相違している。初期の相違は

浜名湖入口の工事などによって、舞阪の潮位が下降したことによるものである。78年頃以後の相違

は、舞阪の潮位が相対的に低下したことを示している。その原因として、黒潮変動や浜名湖入口の

状況変化も考えられるが、地殼変動の可能性もある。同じ期間に内浦・掛川でも相対的な変動が生

じているので、地殼変動の可能性が高く、注目される。

　地震の短期予知のためには、比較的短期の地殼変動を検出する必要がある。月平均潮位差につい

ては、統計数理研究所で開発したプ・グラムBAYSEA（Akaike　and　Ishiguro，1980）を用いて、

年平均潮位差と同様な解析が可能である。この方法では、観測値yiが平滑値mi、季節変動成分Si、

雑音riに分解され

　　　　　　　　　　　　　　　　yi二mi十Sl十ri

で表わされる。但し、miは2階差分（mi＋、＋mi一、一2mi）が平均0の正規分布に、sは前後の年の

同じ月で作った2階差分（si＋、2＋si一、2－2si）が平均0の正規分布に、riは平均0の正規分布に、そ

れぞれ従うものとして各成分が求められる。計算能力の都合で、全区間を一度に解析せずに、小区

間について計算し、解析区間をずらして、全区間を求めている。また、外部入力の重要なパラメー

タとして、平滑の強さを示すRIGIDの項がある。この値を小さくするすると直線に近い平滑曲線が

得られ、RIGIDを大きくすると、曲率が大きくなりやすい。求まった結果の統計学的な優劣はABIC

で評価するが、一般的にはABICの小さいものが良い。

　図6．1．5に上述の方法による月平均潮位差の解析結果を示すが、上段が月平均潮位差（yi）とその

平滑値（m1）、2段目が変化速度、3段目が季節変動成分（si）、下段が雑音（ri）である。UC－OM

にっいて、”ABICが最小”という条件で求めると、海況変動の影響が変化速度（沈下速度）にかな

り大きく現われ、地殼変動の変化速度が求まらない。図では、海況の長期変動の効果を抑えるため

に、パラメータRIGIDを小さくして求めてある。海況変動の効果を数値化して説明変数に取り入れ

ることが困難なので、現状ではやむを得ない。一方、（UC＋MI）／2－OMの場合は、海況の長期変動

の影響が小さく、”ABICを最小にする”という条件だけで十分であった。このように、月平均潮位

差の場合は、検潮所の組み合わせが重要な要素となってくる。傾向はいずれの場合も年平均潮位差

から求めたものとほぽ一致している。

6．1．3　地殼変動との関連

御前崎の地殼変動は、沈下を中心として見ると、次の4段階に分けられよう。

　第1期（1965年頃まで）地殼変動があまりなく、御前崎の水準が安定している。

　第2期（1965年頃～74年頃）御前崎の沈下が加速する。

　第3期（1974年頃～78年頃）御前崎の沈下は13～15mm／yで、沈下速度は安定する。内浦、掛

　　　　川、及び舞阪に地殼変動がほとんど及んでいないと見なされる。
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図6．1．5A ベイズ情報量基準（ABIC）を用いた月平均潮位差の解析。

内浦・御前崎の潮位差。1段目は潮位差とその平滑曲線、2段目は変化速度

（mm／y）、3段目は季節変動成分、および4段目はノイズ成分である。
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図6．1．5B ベイズ情報量基準（ABIC）を用いた月平均潮位差の解析。

（内浦・舞阪の平均）と御前崎の潮位差。1段目は潮位差とその平滑曲線、2

段目は変化速度（mm／y）、3段目は季節変動成分、および4段目はノイズ

成分である。
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　　第4期（1978年頃以後）御前崎の沈下はいくぶん鈍るが、基準点によって大きさが多少異なる。

　　　　内浦、掛川、舞阪で相対的な変動も考えられる。

　各期の区切りに相当する時期に、次のような大きい地震が周辺で発生しており、注目される。

　　1965年4月20日　静岡市付近　　M6．1

　　1974年5月9日　伊豆半島沖　　M6．9

　　1978年1月14日　伊豆大島近海　M7．0

なお、図6．1．4の上段に示した各期の区切りは、これらの地震発生時によっている。

　プレート間の巨大地震の前に見られる地殼変動は、沈み込む海洋プレートと島孤側プレートとの

相互作用によって生じるとされている。Katsumata　andYoshida（1980）は、巨大地震の震源域生

成過程を、プレート間のカップリソグの状態に対応するものとして、いくつかの段階に分けたモデ

ルを提案している。図6．L6にその模式図を示すが、各段階の特徴は次の通りである。

［A］　大規模な地震発生により解かれたプレート間のカップリングは、短期間では復活せず、ディ

カップリングの状態が続いている。

［B］　小規模なカップリングが生じ、小地震の発生を繰り返す。小地震の繰り返しにより、プレー

ト間の一様化が進み、大きなスケールでのカップリソグに成長していく。

［C］　大きなスケールでのカップリングが形成され、震源域の核が完成する、核には地震が発生し

なくなり、大地震前の空白域となるが、その隣接地域では部分的に応力増加が生じ、地震活動が活
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図6．1．6　プレート間巨大地震の繰り返しモデル。
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発化する。

［D］　大地震直前の前震等の活動を経て、大地震が発生し、余震活動が続く。

　御前崎の沈下をこのモデルに対応させるならば、第1期が［A］に当たろう。・東南海地震の震源

域は、駿河湾に及んでいないとするモデルが従来多かった。しかし、最近では水準測量の結果（藤

井、1980）や内浦検潮所の津波解析などから、変位量は小さいが、御前崎周辺から駿河湾の一部に

まで地殼変動が達していたとする説が有力になっている。後者の考えに立てば、［A］の始まりは、

東南海地震の余震活動終了時となる。

　第2期は［B］に当たり、カップリングの規模が大きくなるにつれて、沈下速度が大きくなった

と考えられる。第3期は［C］の初期に当たり、第4期に入ってから震源域の核の周辺部まで地殼

変動が及ぶようになったために、内浦、掛川、舞阪で相対的な水準変動が生じるようになったとい

うことも考えられる。

　大地震前の地殻変動に伴う潮位変化の事例はいくつかあるが、図6．1．7に太平洋岸における観測

例を示す。花咲と鮎川は途中で観測基準面が変動しているので、適当にずらしてある。白丸で示し
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図6．1．7　大地震前後の年平均潮位。

　　　　上から花咲、鮎川、油壺、および串本検潮所。白丸は基準面に疑問があるもの。
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図6．1．8A 日本海沿岸で発生した大地震前の潮位差。

新潟地震（1964）前の柏崎・鼠ヶ関の潮位差。
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図6．1．8B 日本海沿岸で発生した大地震前の潮位差。

日本海中部地震（1983）前の鼠ヶ関・深浦の潮位差。
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た点は疑わしい。花咲の潮位変化を見ると、1894年の地震から15～20年間はあまり変化していない。

Kasahara（1975）は、この期間に深部で非地震性の断層運動が生じ、それによる隆起と定常的な沈

下が打消し合ったのではないかとしている。その後、根室半島沖地震（1973）の前60年間程はほぼ

一様な沈下が続いていたと思われる。宮城県沖地震（1978）の前に鮎川が30～50年間に渡って沈下

していたが、それ以前は安定していた。鮎川の沈下開始に金華山沖地震（1936）が関連していた可

能性がある。一方、油壷や串本の記録では観測期間が足らず、関東大地震（1923）や南海地震前の

沈下の始まりがわからない。関東大地震直後から油壷の沈下が続いているのに対し、串本は南海地

震後15～20年間やや隆起した後に沈下傾向に転じている。

　日本海沿岸で観測した潮位差の例を図6．1．8に示す。新潟地震（1964）前の数年間は柏崎に対し

鼠ケ関が隆起しているが、それ以前は比較的安定していたようである。日本海中部地震（1983）の

前にも鼠ケ関に対する深浦の隆起が6～10年間続いている。

　最近の御前崎の沈下速度は前述のいくつかの例より大きい。同じフィリピン海プレートの潜り込

みによって生じた関東大地震［油壺6mm／y（津村、1970）］や南海地震［串本5mm／y］に比べ、

2倍程度の速さで沈下している。これはプレート運動に対する観測点の相対的な位置関係もあるが、

フィリピソ海プレートの沈み込む角度の相違による影響も大きいと思われる。

　大地震の前兆的な地殻変動がどの程度続くかは、長期予知のために極めて興味ある問題である。

根室半島沖地震のように、60年前後続いた例もあるし、新潟地震や日本海中部地震のように、沿岸

検潮所では5～10年しか観測されていないものもある。このような相違の一因として、地殼変動の

パターンが時間と共に変化・拡大することが考えられる。同一地震でも震源域との相対的位置関係

によって、水準変動の期間が大きく異なるのであろう。

　r東海地震」に対して想定されているような直前の地震予知には、日平均潮位や毎時潮位による短

期の地殻変動の解析が重要である。月平均や年平均と比べ、短期の潮位は気象・海況の影響が一段

と大きく、取り扱いが難しい。潮汐は分潮数を増すことなどにより現状よりある程度予報精度を向

上させることが可能である。また、気圧・風の効果は、高潮数値実験の技術を応用すれば、かなり

解析できるであろう。しかし、海況変動を海洋観測に基づいて毎日追跡することは、現在のところ

不可能である。多数地点の潮位資料から海況変動に伴う潮位変化の特性を把握し、実験式等で海況

変動の影響を除去して、地殼変動の急変を探知するのが適当であろう。地震予知の重要性から見て、

今後これらの技術開発を図るとともに、短期の地殼変動の検出に必要な潮位データ（例えば南伊豆

や伊豆諸島）がリアルタイムで利用できるようにすることが望まれる。

　　　　　　　　　　　　　　　　参考文献

藤井陽一郎、1980二関東・東海地方の地殼変動と1944年東南海地震の震源域、地震一地震学者と地質学者と

　の対話、東海大学出版会、41－64。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
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加藤照之・津村建四朗、1979二潮位記録から推定される日本の垂直地殻変動（1951－1978）、地震研究所彙報、

　54、　559－628Q

気象研究所、1984二潮位変動からみた御前崎の沈下（1958－82）、地震予知連絡会会報、32、262－265。

松田義弘、1983＝浜名湖の海洋環境一湖口地形変化による湖内潮汐の経年変化一、沿岸海洋研究ノート、20、

　178－188。

大竹政和・浅田　敏、1983：季節変動を補正した水準測量データに基づく東海地域の最近の地殼変動、地震

　2、36、597－608。

岡田正実、1978：黒潮の大蛇行歴（1854－1977）と潮汐観測、黒潮一その諸問題、号外海洋科学2、81－88。

津村建四朗、1963二日本沿岸の平均海面及びその変動の研究（1）一潮位変化の地域分布、1則地学会誌、9、

　49－90。

Akaike，H．，and　M．Ishiguro，1980：BAYSEA，A　Bayesian　seasonal　adjustment　program．Computer

　　　Sci．Monographs，Inst．Statistical　Mathematics，No．13．1－50．

Ishiguro，M．，198L　A　Bayesian　approachto　theanalysisofthedataofcrustalmovement．Jour．Geodetic

　　　Soc。Japan，27，256－262．

Kasahara，K．，1975：Aseismic　faulting　following　the1973Nemuro－oki　earthquake．Hokkaido，Japan，（a

　　　possibility）．Pageoph，113，127－139．

Katsumata，M．，and　A．Yoshida，1980：Change　in　seismicity　and　development　of　the　focal　region．Pap．

　　　Met．Geophys．，31，15－32．

Tsumura，K．，1970：Investigation　of　mean　sea　level　and　its　variation　along　the　coast　of　Japan（part2）

　　　一change　in　ground　level　at　various　places　hl　Japan　as　deduced　from　tidal　data　and　earthquake

　　　prediction．Jour．Geodetic　Soc．Japan，16，239－275．

6．2　東海沖海底地電位変化と地震＊

6．2．1　はじめに

　1978年に設置された海底地震常時観測システムの定電流装置を利用して、海底地電位変化観測を

行・）ている。このシステムの海底部装置は、4組の地震計と先端部の津波計からなり、御前崎から1

本の海底同軸ケーブルで接続されている。海底部へ供給する電源には高精度の直流定電流装置が採

用されており、給電装置から供給された電流は海底ケーブルを通り、先端部近くのアースから海中

および海底下を経由して、御前崎海岸アースからとりこまれる。このため、両アース間にかかる外

部電位に変動があると給電電圧が変化する。その変化を監視することによって、海底地震計先端部

アースと御前崎海岸アース間約110km間の電位変化を知ることができる。この方式による海底地電

＊森俊雄：地震火山研究部
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位変化観測の有効性は、気象研究所地震火山研究部（1980）および森（1982）によってすでに報告

されている。

　森（1982）によると、1980年6月12日16時20分に発生したM二6．7の伊豆半島東方沖地震（以

下本節で伊豆半島東方沖地震と記す場合は本地震を示す）の際に海底地電位に異常現象が記録され

た。図6．2．1にその時の地電位記録を示すが、地震の10数時間前から地震直前までのバルス状変化

の集合とコサイスミックな湾型変化が記録されている。今回はこのような異常現象が他の地震の際

にも発生していたかどうかを詳細に検討してみた。 」

h
l
，
．
i
且
“
，
，

O
i
．
、
叫

　
1
1
「
ー
i
ー

旧
鐸
＃

聖
藤

・
署

　
一

　
V
ー

　
豊
S
i

Oh（JSTl

　　　　　　　㌧一＋t・πに頃．，』il、｝； 蒲．．！

　　　　　　　号 †誓一r…．4．．…、…乙寸寸 rド…「」1・

　　　　　　　　　　　　　　　　／　＼

11』・…㌧暑釜ll寵妬」…1

7hl2m　　l3　　　　14　　　　15　　　　　　59　　　15hOOm
　l　　　　　　l　　　　　　l　　　　　　I　　　　　　　　　　0　　　　　　1

1炉

　
　
V

　
　
m

　
　
O

曾
1
0
↓

16
1　，

棚…

17h
口

1
2

図6．2．1

　　16hi5m
　　　．l　I　I

　t
I・・mv：i．1＝．．

一、

20　　　25　　　：50
1l　I，l　I　l　I　I　I81

1980年6月29日の伊豆半島東方沖地震（M二6．7）前後の東海沖海底地電位

変化記録［森（1982）］。

6．2．2地電位異常現象

　1980年4月から1981年12月までの間に東海地方に発生した地震の前後、数日間の東海沖海底地

電位変化の異常現象について調査した。調査の対象とした地震を図6．2．2に示す。御前崎海岸アー

スE1と海底地震計先端部アースE2を焦点とする同図に示した楕円内のマグニチュード2以上の地

震および136．5。～139．5。E、32．5。～35．5。Nの範囲のマグニチュード4以上の地震を対象とした。た
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だし、同図にプ・ットした地震は、地電

位記録が欠測した時間帯の地震は除いて

ある。

　地電位は通常磁気テープにアナ・グで

記録している。図6．2．2に示した地震の

2～3日前から海底地電位変化をペンレ

コーダに再生し、その記録について検討

した。その結果、同図で黒くぬりつぶし

た地震の前に、地震と関係があるかもし

れないと思われる特異現象が記録されて

いることがわかった。

　番号1の地震は伊豆半島東方沖の地震

で、森（1982）の報告と同じものである。

　番号2および3の地震はそれぞれ、1980

年7月12日15時9分の赤石山脈南端に

発生した地震（M＝2．5、H＝O　km）お

よび翌日7月13日17時31分の御前崎

沖南の地震（M二2．2、H＝20km）であ

る。これらの地震の前、7月12日6時頃
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図6．2．2 特異現象検出の対象とした地震の震央。

E1：海底地震常時監視システム御前

崎海岸アース、E2二海底地震常時監

視システム海底部アース。

●印は異常らしき現象が現われた地

震、○印は深発地震である。

から10時頃にかけて、地電位記録にパルス状変化の集合が現われた（図6．2．3）。この記録は、伊豆

半島東方沖地震の直前13時から16時頃に発生したバルス状変化とほとんど同じである。伊豆半島

東方沖地震の際には、御前崎白羽小学校々庭で観測している地電位記録にもわずかではあるがパル

ス状変化が記録されていた。しかし、この場合には、白羽小学校の地電位記録にはパルス状変化が

見られないことから、多少異った変化かもしれない。ここで取上げた地震のマグニチュードが2程

度と非常に小さいことから、地電位に現われた特異現象は、地震とは直接関係ない広域応力場の変

化等を反映したものであるかもしれない。
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　番号4の地震は、1981年8月15日11時54分の静岡県中部の地震（M＝4．8、H二40km）であ

る。異常現象は、同日8月15日の9時11分～9時17分に現われた継続時間数秒のパルス状および

sin状の変化である（図6．2．4）。測定系に接触不良が発生した時にもパルス状変化が記録されるが、

そのバルスとは形状が異っているように思われる。
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図6．2．41981年8月15日の海底地電位変化記録。

　伊豆半島東方沖地震のときに見られたようなコサイスミックな地電位湾型変化は、他の地震では

見られなかった。

　地磁気変化に伴って地下に誘導された電位変化は、地下電気比抵抗構造を反映する。地震前に地

下の比抵抗構造が変化すれば、地磁気変化に対する地電位変化の応答が変化するが、海底地電位変

化には海水の運動に伴う電磁誘導変化も含まれていると考えられる。したがって、地下の比抵抗変

化に伴う地電位変化を検出するためには、地電位変化を地磁気変化に伴う部分と海水運動に伴う部

分に分離する必要がある。現在まだこの点については十分な検討を行っていないので、地下の比抵

抗変化に伴う地電位変化については、地磁気変化、海水の運動との関係を調べたうえで検討する。

6。2．3　まとめ

　地震と地電位変化の関係を調べるため、海底地震常時監視システムを利用して測定している東海

沖海底地電位差に、1980年6月29日に発生した伊豆半島東方沖地震の際に現われたような現象やそ

の他の異常現象が、他の地震の際にも現われているかどうかについて追跡調査した。その結果、あ

るいは地震の前兆かもしれないと思われる現象が発具されたが、真に地震の前兆かどうかについて

はまだ判断はできない。また、コサイスミックな地震位変化の事例は得られなかった。

　特異現象が発生した場合、その現象が何に伴って現われたものかを判断することは非常に難かし

い。特に、地震予知に関連してとりあげられている前兆現象は、地震の発生を待たなければなその

有効性を確認することはできないといった面をもっているので、今後とも、種々の事例を得て検討

していくことが必要である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　参考文献
気象研究所地震火山研究部、1980二海底地震常時観測システムの開発、気象研究所技術報告、4、1－233。

森俊雄、1982：東海沖の海底地電位変化について一海底地震常時観測システムの利用一、地震2、35、

　213－221。

6．3　東海沖地域の地震活動＊
ひ

6．3．1サイスミックギャップ

　（1）震源地域配列の空白

　1960年代の中頃から、サイスミック・ギャップ（Seismic　gap）なる概念が出現し、地震発生の

長～中期的予測の手段として重視されるようになった。これは、古くからあった経験にもとづく考

察を発展させたものともいえる。地震学の黎明期、地震帯の輪郭が判明すると同時に、それに沿っ

て発生する地震の習性が盛んに調べられた。例えば、今村（1924）は次の様に述べている一『大地

震は年代順に一つの場所から隣の場所へ順序を追って移って行く。例外として或大地震が順序を追

わずして飛離れた場所に起こった時、中間の空隙は容易に他の大地震に依って填補される。』

　プレートテクトニクスの台頭に伴い、地震帯はプレート境界に置き換えられ、断層モデルの発展

により、震源域の意味やその形状も明瞭なものとなってきた。これを受けて、Fedotov（1965），Mogi

（1968a），Sykes（1971）等によって、サイスミック・ギャヅプの概念が確立され、世界各地につい

てその調査が進められた。それらを要約すると、

　i）　プレート境界（以下では主としてサブダクション・ゾーンを扱う）のある区間に着目すると、

大規模地震の発生に活動期と静穏期との繰り返しが認められる。

ii）　ある活動期に発生する一連の大規模地震の震源域は、相互に重り合うことなく、また隙間を

残すことなくプレート境界の全域を埋めつくし、静穏期（通常、活動期より長期間）となる。

iii）　したがって、あ．る活動期に震源域の配列から取り残されている隙間（空白）の部分は、近い

将来大規模地震の震源域となる可能性が高い。

　このような大規模地震発生の規則性は、東北日本一千島を始め、世界各地のプレート境界に見い

出されている［例えば、Kelleher　et　a1，（1973）］。なお、ここでいう大規模地震とは、海洋プレート

の沈み込み運動を直接に反映して発生する第一級の地震という意味で、M7号以上の地震を指すこと

が多い。以下では、上記の震源域の空白地域を簡単のため”ギャップ”と呼ぶことにする。ギャッ

プは茂木（1977）のいう第1種地震空白域に相当する。

　ギャップは、ある活動の時系列が進行したとき、地震予知の一手法となり得るが、そのためには

＊勝又　護：地震火山研究部
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前記i）、ii）の時空間的境界を、歴史地震やテクトニックな条件により、見定めなくてはならない。

すなわち、ある時系列が繰り返し成り立つことが前提となる。6．3．2項で述べる東海地域においても

i）の東側の限界、ii）の時間的範囲等の判定が重要課題となる。

　（2）地震活動の空白域

　常時地震活動のバターンは、地域的に大きく相違するだけでなく、時間的な変化も認められる。

長時間にわたり活動度の低い地域としては、

i）　地体構造的に安定、あるいは、ひずみを非地震的現象によって解消し、地震が発生しない（あ

るいは、少ない）地域。

ii）　大地震に続く余震や群発地震等の活動期が収束し、現在静穏期にある地域。

　一方、大地震の前に、将来その震源域となる地域や周辺で地震活動のレベルが一時的に異常に低

下することがある［例えば、井上（1965）、宇津（1968）、Mogi（1968b）］。

iii）　大地震前に一時的に静穏となっている地域。

　常時地震活動の空白域を時空間的に追跡し、それらがi）～iii）のいずれに属するかを判別するこ

とは、それぞれの意味で重要である。そのうちiii）は、中期的な地震予知にかなり有力な手段として

注目され、数多くの調査研究が行われている［例えば、大竹（1980）、Katsumata・Yosida（1980）、

Lay　et　al．（1982）］。iii）の大地震発生に先行して出現する地震活動の空白域を、以下では簡単のた

め”空白域”と呼ぶことにする。空白域は茂木（1977）のいう第2種地震空白域に相当する。

　空白域は、プレート境界の大規模地震ではかなり普遍的現象のように見える。すなわち、ギャッ

プ＝空白域となることが多い。また、空白域が内陸の比較的小規模な地震に先行した例もいくつか

報告されている［例えば、大竹（1980）］。空白域の出現に伴う地震活動の諸相は、震源域の形成お

よびその発達段階を反映したものと考えられる。しかし、それらの物理的機構に関しては、いくつ

かの議論［例えば、茂木（1978）、金森（1980）、Katsumata・Yosida（1980）、Lay　et　a1．（1982）1

が提出されたにとどまっている。さらに、空白域の空間的形状やその時間的推移、地震の規模との

関係等はそれぞれの地震によって大幅に異なり、明瞭な関係はつかまれていない。その原因の一つ

は、空白域そのもの、客観的同定の困難さにある。例えぽ、マグニチュードのスレッシュホールド

をどこに置くかは、空白域の同定に大きく影響する。また、資料の地域的、時間的な不均質による

影響も無視できない。空白域を地震予知に活用するためには、その系統的な検索と客観的な表示方

法を開発することが必要である。6．3．2項で述べる東海地震においても、空白域の拡がりと位置を正

確に定めることが求められている。

　上記のような観点から、今までいくつかの地域について、ギャップや空白域の特性について調査

を行ってきたが［Katsumata・Yosida（1980）、勝又・山本（1980）、勝又・石川（1984）等］ここ

では、東海沖地域について述べる。
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6．3．2　「東海地震」をめぐる問題

　（1）東海沖地域におけるギャップ

　四国沖から東側の南海・駿河トラフ沿いの地域は、古くから繰り返し巨大地震の震源域となって

ぎた。例えば宝永地震（1707年）は、上記の全域を一つの震源域として発生した我が国最大の地震

とされている。次の安政地震（1854年）は、2つの地震（先ず東側の半分を震源域とする地震、32

時間後に西半分を震源域とする地震）の震源域で同地域をカバーした。1944年12月7日東南海地震

および1946年12月21日南海道地震は、時間間隔は異なるが、安政地震と同様な経過で発生した。

このように、上記の地域では、100年間程度の間隔で、巨大地震が連続して発生し（場合によっては

1回で）、全域を破壊するという習性があることが知られている［Ando（1975）、Utsu（1977）等］。

ところが、1944年東南海地震に関しては、その震源域が上記の地域の東端部まで及んだことを示す

証拠を欠いている。

　1969，年上記地域が特定観測地域に指定されたこと、Mogi（1970）による危険性の指摘等を契機に、

いわゆるr東海地震」の可能性をめぐり多くの研究成果が発表された。その結果、1854年安政地震

（東側）と1944年東南海地震との震源域の相違が次第に明らかとなった。すなわち、前者の震源域

が駿河湾奥まで達している［羽鳥（1976）、石橋（1977）等］のに対して、後者の震源域はそこまで

達していないとする意見が大勢を占めるようになった。この意見に従えば、1854年の震源域から1944

年の震源域を差し引いた残りの部分（東側）がギャップであり、ここでは1854年以来蓄積されたひ

ずみが存在していることになる。

　ギャップ＝東海地震の震源域として、初期には遠州灘を中心とする地域が想定されていたが、石

橋（1977）の指摘以後、むしろ駿河湾西岸を中心とする地域が注目されるようになっている［lshibashi

（1981）］。いずれにしろ、1944年東南海地震の震源域の拡がりをより明確にすることは重要である。

　（2）　1944年東南海地震（M7．9）の余震域

　本震後比較的短期間に発生した余震の分布は、破壊域としての震源の形状を表わすとされている。

東南海地震の余震に関してはすでに多くの調査がある［例えば、関谷・徳永（1975）、勝又（1982）］。

ここでは、主として気象庁（1982）の資料によって再調査した結果を述べる。

1）　小さ目に見積ると、余震域は図6．3．1aに点線で示すような、長径180km、短径110km程度

の長円形となる。この場合、余震域の東側の限界は天竜海底谷付近となり、本震後約1目間で形成

されたことになる。西側では直後の余震は少ない（点線は10日間の分布を参考にした）。上記の余

震域は、Kanamori（1972）やAndo（1975）の震源モデルによる断層面の拡がりよりは広く、石橋

（1977）のもの（2つの断層面の合計）とほぽ一致する。余震活動の推移からみて、その東側の限界

は比較的明瞭で、しかも、一短期間で形成されていることから、前記の地域を破壊域の東側とみるの

が妥当と考えられる。

　2）図6．3．2に示すように、御前崎、静岡で、付近に発生したと考えられるP～S時間の短い地震
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図6．3．1 1944年東南海地震の余震分布図。

a：3日以内に発生した余震の分布で、★印は本震、●印は1日間の余震、○

印は2～3日間の余震である。点線は余震域を示す。

b二30日以内に発生した余震分布で、●印は10日間に、○印は11～30日間

に発生した余震である。
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（5秒以下、それ以上は伊豆地方の地震をふく

む可能性がある）が観測されている。このこ

とから、駿河湾西岸地域でも小地震の活動が

あったと推定されるが、震源の決められたも

のはほとんどない。

3）　上記のことも考慮に入れて、余震域を大

きく見積ると、図6．3．1bに点線で示すよう

に、長径280km程度となる。この場合、東

側の限界は御前崎の東側まで達する。これは、

ほぽ10日間に形成された余震域に相当する。

しかし、形成された時間経過が長く、時空間

分布が連続的でないこと等から、直接的な余

震域としては過大と思われる。西側は30日程

度の期間をとっても、余震域は余り拡大され

ていない。関谷・徳永（1975）は、潮岬より

御前崎に至る地域の沿岸よりの細長い地域を

余震域としているが（その結果、ギャップを

その沖合地域としている）、より南側まで拡大

していると見るべきであろう。

4）

100

50

Omaezak董

騨zu。ka

5　10　15　20　25　30
　　　　　S－P（sec）

図6．3．2 東南海地震後30日以内に御前崎

と静岡で観測された地震のP～S

度数分布。

　　本震の約16時間後から伊豆半島一伊豆諸島北部地域で地震活動が活発化している（特に、8

～10日）。また、伊豆大島付近に有感地震が頻発している（東南海地震前から？）。しかし、余震活

動が南海・駿河トラフをこえて、これらの活動と直接的につながっているとみるわけにはいかない。

ただし、間接的な関係まで否定するわけではない。

5）　関谷・徳永（1965）は、トラフ東側の地震活動を、火山付近で誘発された局地的なものとして

いるが、比較的規模の大きい地震が含まれていること、活動の範囲が広いことおよび長期間にわたっ

ていることに注意する必要がある。勝又（1984）は、後にも述べるように、東南海地震を契機に、

伊豆一銭州海嶺に沿う地域の地震活動が活発化したことを指摘している。このことは、フィリピソ

海プレート北部のテクトニクスを考察する上で重要と思われる。同様に、東南海地震の余震域に接

して発生した三河地震（1945年1月13目、M6．8）との係わりも重要である。

6）志摩半島から南々東に延びる地帯（以下ではS－S’ゾーンと呼ぶ）に余震が集中しているのが

認められる。このゾーンは、後でもふれるように、地震の前および後にも長期間にわたり存在して

いる。S－S’ゾーンの構造的な意味は明らかではないが、石橋（1977）の震源モデルにおける2つの

断層面の境界とほぼ一致していることが興味深い。
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　（3）　空白域の範囲

　東海沖地域は、1944年東南海地震の余震活動が盛んであった時期を除いて、常時地震活動は一般

的に静穏である。この地域（他も同様）の地震活動の推移を考察するさい、第2次大戦末期一戦後

の地震観測の状況を認識しておく必要がある。特に、1944年を中心とする時期は、社会情勢と同様、

地震観測の最も混乱した時代で、資料も質・量ともにその影響を大きく受けている。現在、可能な

限りそれらの見直しを行っているが、前後（特に後）の時期に比べ、資料の信頼度は低いことは否

定できない。ここでは、気象庁（1982）および地震月報の資料を中心に、それらを再検討した結果

も含めて、東海地震に関連した空白域を考察する。

1）　図6．3．3aに、1944年東南海地震以前の地震の分布を示す。図中に三角形で示したのは、宇津

（1982）による1926年以前の地震を参考のため記載したものである。矢印を附してあるものは、気

象庁（1982）の資料を再検討した結果［勝又・武尾・浜田（1984）］、震央を矢印の先端の位置に修

正した方が妥当と考えられる地震である（図6．3．3bも同様）。図からわかるように、後に東南海地

震の震源域となる地域をふくめ、東海沖地域は全般に活動度が低い。したがって、（3）で述べる空

白域も他地域（例えば、1952年十勝沖地震）程明瞭ではない。

　東南海地震に先行する地震活動はほとんど知られていないが、S－S’ゾーンに2つの地震（修正後

の位置、1939年5月6目、M5．2およびM5．4）が発生していることに注意する必要がある。これ

らを直接的前震とする根拠はないとしても、気象庁地震予知情報課（1984）も指摘しているように、

前兆的活動である可能性は大きい。これらの近傍で発生している三角型で示されている2つの地震

も（地震観測初期のもので震央は定かではないが）、同一線上の地震であったことも考えられる。

2）　図6．3．3bに、1944東南海地震（星印）、および長期的にみた余震活動の状況を示す。図から

わかるように、S－S’ゾーンに地震活動が集中している。また、銭州海嶺に沿う地域に活動が見られ

る。東海沖地域では、前後の時期に比べ、活動がやや活発化している。

3）図6．3．3cに示すように、S－S7ゾーンの東側から駿河トラフに至る海域には、1951年以降、

M4．5以上の地震が全く発生していない空白地域となっている。一方、トラフの東側では、銭州海

嶺に沿う活動帯の存在が明瞭になっている。

4）海底地震計の設置（1978年8月）、沿岸地域の観測網の強化等により、東海沖地域の地震検知

力は飛躍的に増大し、1980年以降は、M3程度以上の地震はほぽもれなく震源が決められるように

なった［浜田（1983）］。その結果、図6．3．4aに示すように、上記3）で述べた空白地域にも多数の

地震が発生していることが確かめられた。図6．3．4bに示されているのは、1980年～1984年9月の

期間に、東海監視システムで捕捉した全地震である。したがって、これら小～微小地震まで含めれ

ば、東海沖地域に地震活動の空白な地域は認められないことに．なる。しかし、図6．3．4aに示されて

いる地震の大部分はM3以下である。M4以上の地震だけ示すと、図6．3．4bのようになり、図6．3．3

cと同様、東海沖地域は空白となる。
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図6．3．3 東南海地震前後の地震活動（浅い地震）。矢印は再決定した震央位置を示す。

a＝1926年～本震まで。△印は1885年～1926年に発生した地震（宇津、1980年）。

b：東南海地震～1950年。

c：1951年～1983年。

　（4）要約

　以上を要約したものを図6．3．5に示す。図中にgで示した範囲には、1951年以降M4．5以上の地

震は発生していない。ただし、小～微小地震の発生は認められる。一般に、巨大地震に先行して出

現した空白域として報告されているものは、M5程度以上に着目している例が多い［Mogi（1968，b）、

宇津（1968）、勝又（1978、1979等］。このような意味で、g地域は空白域といえる．．g地域は1951
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図6．3．4 東海沖地域の地震活動（1980年～84年9月、浅い地震）。

a：東海監視システムにとらえられた全地震。

bニマグニチュード4以上の地震。
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6

年以前の時期にも地震活動は低調であり、

空白域の出現時期やその範囲も明瞭なも

のではない。

　g地域の1980年以前における微一小地

震の活動状況は不明である。したがって、

この空白域が現在Katsumata・Yosida

（1980）のいう震源域形成段階のいずれの

ステージに相当するかを判断するのはむ

ずかしい。

　図中でtで示した範囲を1944年東南海

地震の震源域にとり、1854年安政地震

（およびそれ以前のシリーズも）の震源域

が駿河湾奥まで及んだとすれば、tの東端

（天竜海底谷付近）から駿河トラフに至る

地域が震源域のギャップとなる。したがっ

て、同地域は地震活動からみて”空白域”

であり、震源域の配列からみて”ギャッ

プ”でもあることになる。

f，

t
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イ

ら・

9 ，髪 ’ ！

’ ／●
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図6．3．5 東海沖地域の構造図。

　　t：東南海地震（1944）の震源域

　m二三河地震（1945）の震源域

　n二南海一駿河トラフの軸
　　z：銭州海嶺の軸

　9二地震活動の空白域
s－s〆二地震が線状に配列する地帯。

　上記の地域が1944年東南海、1946年南海道地震と同一時系列の活動から取り残されているか否か

は（時間的許容範囲の問題）、地震活動以外の要素（地殼変動等）をふくめて検討されるべきであろう。

浜田信生、1983：

羽鳥徳太郎、1976

　51、　13－28。

今村明恒、1924：

井上宇胤、1965：
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勝又　護、1979二

　103－104。
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6．4　前震の規模別度数分布一b値の変化にっいて＊

6。4。1　はじめに

　ある地震群について、地震の規模Mとその度数n（M）との間にGutenberg－Richterの式

　　　　　　　　　　　　　10g　n（M）＝a－bM　　　　　　　　　　　　　　　（6。4．1）

が成り立ち、更にこの式がMのある下限値から無限大まで成立するという条件で、M以上の地震の

累積度数N（M）は次のようになる：

　　　　　　　　　　　　　10g　N（M）＝a〆一bM　　　　　　　　　　　　　　（6．4．2）

ここで、a、a〆及びbは定数で、b値はほぽ1となることが多い。

　1960年代中頃から、大地震に先立つ前震グループのb値と大地震に続く余震グループのb値との

間に有意な違いがあり、前震のb値は余震のb値と比較して小さいという研究結果が発表されてい

る。例えば、1964年1月22日の松代付近で発生した小地震（SuyehiroetaL，1964）、1960年5月

23日のチリ地震（Suyehiro，1966）、1945年1月13日の三河地震（Utsu，1974）、1963年10月のザ

ソビア・カリバ湖付近の群発地震（Guha，1979）などである。こうした結果が確かであるならば、

前震を伴うような大地震の予知にとって有力な手段となりうる。前震のb値が余震のb値より小さ

いという結果の解釈は、主として岩石破壊の室内実験（Mogi，1963及びscholz，1968）の結果から

推測されている。すなわち、地殼は本震の前後で破壊の状態が大きく相違し、本震によって破壊さ

れた地殼は不均質性が大きく、この状態下での余震のb値が大きいという解釈、あるいは地殼にか

かる応力は本震発生前の方が後より大きく、応力が大きい状態の地殼に発生する前震のb値は応力

が解放された状態における余震のb値より小さいという解釈などである。

　しかし、1930年11月26日の北伊豆地震（PartyofSeismogr．Obs．ofMatsushiroEarthq．and

Seismometr．Sec．1966）、1968年5月16日の十勝沖地震（本谷、1969）などでは、前震と余震のb

＊清野政明二地震火山研究部
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値に差はほとんど認められないという結果が報告されている。

　ここでは、特定の地震群をみるのではなく、1926～82年に日本とその周辺に発生した本震の規模

（M、）が7．0以上、震源の深さ80km以浅の地震群全てについて調査し、前震のb値が余震のb値

と比較して小さい場合がどの程度の割合で存在するかを調べ、かつその信頼度と意味について検討

することを目的とした。資料は、主として気象庁地震月報、同別冊第5（1972）、6（1982）号を用い、

部分的には調査凍簿を用いた。前記の条件をみたす地震は全部で56個あり、図6．4．1にその震央分

布を示してある。ただし、前震に属する1個と余震に属する7個を除くと48個となる。更に、余震

域を定め、余震のb値を求めるに足る地震が観測されるような地震群は、図6．4．1の黒丸で示され

る32個となる。これら32個について、前震の有無と、前震及び余震のb値の比較を行った。

　前震の定義は必ずしも明確ではない。通常、、本震の付近又はその余震域程度の範囲内で、本震に

先立って発生する地震が前震と呼ばれている。この調査の目的が地震活動の監視に役立たせる目的

もあるため、前震の定義を細かく定めることはさけた方がよい。ここでは“余震域を丁度囲むよう

な緯度及び経度線に沿った四角形の地域”で、図6．4．2に示すような“本震の前2年間に発生した

地震”を前震とみなした。したがって、平常から地震活動が多い地域では、バックグランドの地震

1926－82．

M≧7．0，h≦80km．

　　　　一．㌔一…4・
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／

140。E

図6．4．2 前震、本震、及び余震からなる

地震系列の概念図。

130

図6．4．1　日本及びその周辺で発生した大

　　　地震（M、≧7．0、h≦80km、

　　　1926年～82年）。●印は多くの

　　　余震が観測された地震（表
　　　6．4．1参照）。
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」

活動によるものも含まれる。又、余震活動については、同じ四角形の地域で、本震後1年間に発生

した地震に限定して検討した。各地震群についての本震の発生年月日、場所、規模及び前震と余震

の調査地域は、表6．4．1に示してある。

　なお、b値は最尤法（宇津、1965）により、

　　　　　　　　　　　　　　　　10ge　　　　　　　　　　　　　　b＝一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．4．3）
　　　　　　　　　　　　　　　M－Mt

より求められた。ここで、Mtは観測もれがないとみなされる地震規模の下限、Mは規模の平均値で

ある。又、余震のb値は、通常本震を除いた余震の資料から求められる。

6．4．2　前震及び余震の震央分布と規模別度数分布

　表6．4．1にあげられた地震群は、次の基準に従って3つのグループに大別される。

i）　本震の前2年間のある時期に顕著な地震活動の高まりがある場合。

ii）　本震の前2年間に顕著な地震活動の高まりはないが、平常からバックグランドの地震活動が

　　観測される場合。

iii）　本震の前2年間で地震はほとんど観測されない場合。

　このようなグループ分けは、多分に便宜的なものであり、iiiのグループでも地震の検知力が増せ

ばiやiiのグループに入るし、iとiiの両方の性格を持つものもある。しかし、群発活動をする地

震群とバックグランドとしての地震群のb値に違いがあるならば、上記の分け方である程度明らか

にできよう。32地震群中、iiiのグループに属するものは19例、iとiiのグループに属するものは13

例であった。なお、表6．4．1のNo．24の地震は、No．23の地震と時間的空間的に近接しているた

め、前震活動の識別はできなかったのでiiiのグループに入れた。

　以下に、iとiiのグループに属する13地震群について、前震及び余震の発生状況と規模別度数分

布を紹介する。

　1930年11月26日北伊豆地震（No．3）：前震、本震及び余震の震央分布（M≧4．0）は図6．4．3

左に示される。図中、黒丸は本震の前2年間にこの地域で発生した地震（前震）で、最大の白1丸は

本震、他の白丸は本震発生後1年間の地震（余震）である。ここで前震とした109個の地震の内、

96個は1930年2月21日～8月24日頃に発生したいわゆる伊東群発地震で、13個は本震直前の11

月20～26日に群発した地震、1個はその他の時期の地震である。従って、この地震群はiのグルー

プに入る。その規模別累積度数分布は図6．4．3右に示される。同図の分布（1）は2月21日～8月24

日の地震、分布（2）は11月20～26日の地震、分布（3）は本震及び余震の累積度数分布である。前

震の度数分布（1）、（2）、及び分布（3）より本震を除いた余震のb値は、1．09、1．08及び0．87とな

る。この場合、前震のb値は余震のb値よりやや大きい。

　1933年3月3日三陸沖地震（No．5）二前震、本震及び余震の震央分布（M≧5．5）は図6．4．4左
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表6．4．1 日本及びその周辺で発生し、多くの余震が観測された大地震
　　　　（M1≧7．0、h≦80km、1926～82年）。

No． Date Location N E h　　　　Mlkm N
Region

E

7
7
6
2
3
8
3
5
0
7
1
8
4
6
7
1
2
9
3
6
6
2
9
4
7
0
4
5
2
9
1
3

　
2
2
　
　

1
2
　
1
　

2
2
　
2
　

2
1
1
1
1
1
1
2
　
1
1
1
2
1
1
2
2

3
5
1
1
3
0
5
1
9
2
2
6
3
1
1
3
8
8
0
6
5
8
2
2
6
6
1
3
6
1
3
7

　
　
1
1
　
　
1
　

1
　

1
　
1
　
　
　
1
1
　
　
　
　

1
　
　
　
　
　

1

7
8
0
1
3
5
8
8
3
4
6
8
2
3
8
0
1
1
3
4
8
9
2
2
3
5
8
8
8
1
2
2

2
2
3
3
3
3
3
3
4
4
4
4
5
5
5
6
6
6
6
6
6
6
7
7
7
7
7
7
7
8
8
8
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7。3　 34．75－35．3

7．1　　31．5－32．4

8．1　　38．2－41．0

7．1　　39．9－40．9

7．0　　36．3－36．9
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7．2　 35．2－35．7

7．9　33．3－35．3
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7．2　 38．9－40．4
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7．0　35．85－36．2

8．1　43．3－44．9
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7．9　39．0－41．8

7，8　42．3－43．9

7．1　33．0－33．9

7．2　33．0－33．9

7。4　　42。1－43．2

（7．0）42．4－43．25

7．0　　34．6－34．9

7．3　　43．75－44．9

7．4　　38．0－38．65

7．0　　38．1－38．9

7．1　　41．85－42．35

7．0　　35．9－36。5

134．6－135．60

143．0－144．0

138．8－139．3

131．7－132．7

143．0－145．0

143．2－144．6

140．8－141．7

141．1一一142．8

133．6－134．7

135。6－138．2

133．8－136．2

136．0－136．4

143．4－146．2

140．7－142．1

147．4一一149．8

143．0－144．1

145．0－146．O

l36．45－136．9

148．4－150．8

138．8－139．7

142．0－144．5

146。4－149．0

140。2－141．5
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145．0－147．1

146。9－148．4

138。75－139．4

148．8－150．1
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142．5－144．0

142。3－142。8

141．4－142。3

＊No．26はいわゆる長周期地震，（）は修正された本震規模（地震月報，1975年6月号）
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に示される。前震とした地震数は10個あり、全てこの地域の北側の部分で発生した。この内6個は

1933年1月に群発したものである。規模別度分布は図6．4．4右に示される。前震とした分布（1）の

b値は0．89、1月に群発した6個からのb値は0．75、余震のb値は0．95となる。バックグランドの

地震を含めた地震のb値は余震のものとほぼ等しいが、群発した前震のb値は余震のものよりやや

小さい。

　1935年10月18日三陸沖地震（No．6）：震央分布（M≧5．4）は図6．4．5左に示される。前震と

した地震は8個あり、この中の7個は本震直前の10月13～15日に群発している。累積度数分布は

図6．4．5右に示される。分布（1）は本震直前の地震によるもので、b値は0．61となり、分布（2）は

本震及び余震によるもので、余震のb値は0．79となる。したがって、前震のb値は余震のb値より

やや小さい。

　1943年9月10日鳥取地震（No．9）二震央分布（M≧4．5）は図6．4．6左に示される。前震とした

地震数は7個で、全て同年3月4日～5月4日に発生している。本震及び余震は、前震の発生した

地域を囲むように両側に分布している。累積度数分布は図6．4．6右に示される。分布（1）は3月4日

～5月4日の地震のもので、b値は0．46となり、分布（2）は本震及び余震のもので、余震のb値は

0．95となる。前震のb値は余震のb値よりかなり小さい。

　1958年11月7日エト・フ島沖地震（No．15）二震央分布（M≧5．5）は図6．4．7左に示される。

前震とした地震数は7個であり、時期的に集中していないので、iiのグループに入る。累積度数分

布は図6．4．7右に示される。分布（1）は前震とした地震によるもので、b値は0．94となり、分布（2）

は本震及び余震によるもので、余震のb値は0．99となる。2つのb値はほぽ等しい。

　1968年5月16日十勝沖地震（No．21）：震央分布（M≧5．0）は図6．4．8左に示される。前震と

した地震数は10個あり、そのうち本震直前に発生した地震は1個（M＜5．0では数個観測されてい

る）である。これらは余震域の西端及び北端に発生している。この地震群では前震の群発状態はみ

られないのでiiのグループに入る。累積度数分布は図6．4．8右に示される。分布（1）は前震とした

10個の地震によるもので、b値は1．14となり、分布（2）は本震及び余震によるもので、余震のb値

は0．97となる。前震のb値は余震のb値よりやや大きい。

　1969年8月12日北海道東方沖地震（No．22）：震央分布（M≧5．0）は図6．4．9左に示される。

前震とした地震は27個ある。この内19個の地震は、1968年1月29日～2月8日、余震域の南西側

に集中し、1月29日19時19分のM6．9の地震とその余震とみることもできる。累積度数分布は図

6．4．9右に示される。分布（1）は前震とした27個の地震によるもので、b値は1．08となり、1～2月

に集中した地震によるb値は0．98となる。分布（2）は本震及び余震によるもので、余震のb値は1．09

となる。3つのb値はほぽ等しい。

　1978年1月14日大島近海地震（No．27）二震央分布（M≧3．5）は図6．4．10左に示される。この

地域では、本震の前2年間、後1年間の期間に幾つかの群発地震が観測されている。したがって、
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左図の黒丸：前震、白丸：本震及び余震。右図の（1）及び（2）は前震、（3）は

本震及び余震。
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ここでの前震を同年1月13～14日の本震直前の地震とし、余震を本震後2月28日までの地震とし

た。前震も余震も、大島付近と伊豆半島中部の両地域に発生している。累積度数分布は図6．4．10右

に示される。分布（1）は14個の前震によるもので、b値は0。84となり、分布（2）は本震及び余震

によるもので、余震のb値は0．77とな：る。2つのb値はほぼ等しい。

　1978年3月25日エト・ラ島沖地震（No．28）：震央分布（M≧5．0）は図6．4．11左に示される。

前震とした地震は19個あり、その中で15個が同年3月22～25日の本震直前に集中している。累積

度数分布は図6．4．11右に示される。分布（1）は本震直前の15個の地震によるもので、b値は0．56

となり、分布（2）は本震及び余震によるもので、b値はL35となる。前震のb値は余震のb値と比

較して非常に小さい。

　1978年6月12日宮城県沖地震（No．29）二震央分布（M≧3．5）は図6．4．12左に示される。前

震とした13個の地震は、余震域を囲むように発生しており、本震直前に1個の地震はあるが、時期

的な集中はみられない。従って、この地震群はiiのグループに入る。累積度数分布は図6．4．12右に

示される。分布（1）は前震とした13個の地震によるもので、b値は0．43となり、分布（2）は本震

及び余震によるもので、b値は0．85となる。前震のb値は余震のb値と比較してかなり小さい。

　1981年1月19日三陸沖地震（No．30）二震央分布（M≧4．5）は図6．4．13左に示される。前震

とした地震は7個で、その内6個は1980年12月19日から本震までの1ケ月間に群発している。累

積度数分布は図6．4．13右に示される。分布（1）は本震前に群発した6個の前震によるものであるが、

M4．5～4．9の地震は観測されておらず、M≧4．5の資料からb値を求めると0．37となる。分布（2）

は本震及び余震によるもので、余震のb値は0．71となる。前震のb値は余震のb値と比較してかな

り小さい。

　1982年3月21日浦河沖地震（No．31）：震央分布（M≧4．0）は図6．4．14左に示される。前震

とした地震は10個あり、余震域の南西部に多い。又、これらは時期的に集中していないのでiiのグ

ループに入る。累積度数分布は図6．4．14右に示される。分布（1）は前震とした10個の地震による

もので、b値は0．99となり、分布（2）は本震及び余震によるもので、余震のb値ほ0．91となる。

2つのb値はほぽ等しい。

　1982年7月23日茨城県沖地震（No．32）：震央分布（M≧3．5）は図6．4．15左に示される。前

震とした地震は48個あり、その内17個は7月22～23日の本震直前に本震付近で群発している。累

積度数分布は図6．4．15右に示される。分布（1）は前震とした48個の地震によるものであり、分布

（2）は本震直前に群発した17個の地震のものである。したがって、分布（1）には31個のバックグ

ランドの地震活動によるものが含まれている。分布（2）によるb値は0．55となり、分布（3）に基づ

く余震のb値0．71と比較してやや小さい。しかし、分布（1）によるb値は0．74となり、余震のb

値と等しい。
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No．29

入

　●

　褥…亀
㊤・　馨・

　　　o　げ

げ・．幽

　　。鬼。
　　O　　　oo
。『『。・●

　δ。。

o　　　　●

oo

o

141．0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　100　．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　39．6’N　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　No．29
　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　●．（2》

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●●
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ω　　　　・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　10　　・　　　　　　』●
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0　　　　0

　　　　　　　　　　　　38．0

　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『

　　　　142・OE　　　　　　　40　 5ρM6。0

図6．4．12　地震群（表6．4．1のNo。29）の震央分布（左）と規模別累積度数分布（右）。
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図6．4．14　地震群（表6．4．1のNo．31）の震央分布（左）と規模別累積度数分布（右）。
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地震群（表6．4．1のNo．32）の震央分布（左）と規模別累積度数分布（右）。

右図の（1）二前震とした全ての地震、（2）：群発した前震、（3）二本震及び余震。

7，0

6．4．3前震と余震のb値の比較

　6．4．2で調べられた結果をまとめると表6．4．2のようになる。同表のNo．は表6．4．1の地震番号に

相当する。Mtは地震の発生した時期、地域を考慮した検知力からみた地震規模の下限であり、N、は

本震及び余震の数、b、は余震によるb値、b乙は後で説明されるが本震を含めた余震のb値である。Nf

は前震とした地震の数、bfはこれらによるb値である。各地震群は、前述した3つのグループに分け

てあるが、i及びiiの両方の性格をもつ地震群、即ちある時期に群発した前震があり、かつバック

グランドの地震もあるものについては、前者を重視してiのグループに入れ、そのb値と群発した

期間を示してある。バックグラソドの地震もかなりある地震については、これも含めて前震とした

全ての地震によるb値を求め、括弧を付して示した。
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表6．4。2

　　気象研究所技術報告

前震及び余震のb値。

第16号

　No．

1985

は表6．4．1参照、。

No． Mt Na ba’ ba 9「oup Nf bf Period　of　foreshocks　clustering

1 4．5 27 0．54 0．60 11i 0
2 5．5 12 0．71 0．83 11i 0
3 4．0 16 0．64 0．87 109

1 95 1．09 1930．2．21－8．24．

1 13 1．08 1930．11．20－26．

4 5．0 10 0．72 1．02 11i 4
5 5．5 45 0．86 0．95 10 （0．89）

1 6 0．75 1933．1．4－9．

6 5．4 9 0．64 0．79 8
1 7 0．61 1935．10．13－15．

7 5．0 15 0．58 0．67 11i 4
8 5．5 63 0．74 0．77

11i 4
9 4．5 57 0．87 0．95 1 7 0．46 1943．3．4－5．4．

10 5．0 42 0．79 0．88 11i 0
11 5．0 43 0．77 0．86 iii 5
12 4．5 19 0．75 0．94 iii 0
13 5．5 44 0．89 1．00 11i 4
14 5．0 38 0．84 0．94 11i 0
15 5．5 17 0．77 0．99 11 7 0．94

16 5．5 19 1．12 1．40 111 1
17 5．0 13 0．50 0．58 ll1 1
18 4．0 15 0．70 0．98 11i 0
19 5．5 26 0．86 1．04 11i 1
20 4．0 171 0．96 1．00 11i 3
21 5．0 169 0．93 0．97

li 10 1．14

22 5．0 103 1．03 1．09 27 （1．08）

1 19 0．98 1968．1．29－2．8．

23 4．5 46 1．07 1．23 ili 4
24 4．5 65 1．29 1．45 11i

25 5．0 44 0．78 0．85 11i 3
26 5．0 48 1．03 1．12 11i 0
27 3．5 33 0．66 0．77 1 14 0．84 1978．1．13－14．

28 5．0 30 1．11 1．35 19

1 15 0．56 1978．3．22－25．

29 3．5 96 0．79 0．85
1i 13 0．43

30 4．5 26 0．63 0．71 7
i 6 0．37 1980．12．19一’81．1．19．

31 4．0 65 0．83 0．91
ii 10 0．99

32 3．5 105 0．68 0．71 48 （0．74）

1 17 0．55 1982．7．22－23．
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　前震のb値と余震のb値との関係

は図6．4．16に示される。図中、白丸

はiのグループに入れた地震群、黒

丸はiiのグループに入れた地震群の

結果をプ・ットしたものである。図

下段の白丸はiiiのグループに入れた

地震群の余震によるb値を比較のた

めに示した結果である。点線はbf二

b、である場合の関係を示したものであ

る。プ・ットされた丸印に付けてあ

る実線は、宇津（1967）による検定

法を用いて、母集団のb値が80％の

確率で存在しうる範囲を意味する。

同図によると、bfとb。との間に直線

的な相関は認められない。全体とし

て、前震のb値が余震のb値より小

さい傾向は認められる。具体的にみ

ると、13地震群のbfの平均値は

0．75、32地震群のb。の平均値は

0．94（bfが求められた13地震群のb、

の平均値は0．92）であり、前震のb

1．5

b

1．0

O．5

1黙＿
　I　l［

0．5　　　　　　　1．0　　　　　　　1．5

　⑥O　O⑪）◎⑩○　O　　OO

図6．4．16

　0、5 1．O

　　ba
1．5

前震のb値（bf）と余震のb値（b。）

との関係。

点線はbf＝baの場合。

○：表6．4．2に示すiのグループ。

●：iiのグループ。

丸印に付随する実線は80％の確率領域を示す。

図下段はiiiのグループのbaである。

値の方が0．19小さい。個別にみると、80％の確率領域でみて、前震のb値が有意に小さい地震群は

4例あるが、有意に大きい例はない。更に、5％の危険率で検定（宇津、1967）してもbf≠b、である

地震群は、1943年鳥取地震（No．9）、1978年エト・フ島沖地震（No．28）、1978年宮城県沖地震

（No．29）の3例あり、いづれも前震のb値は小さい。

　以上のように、前震のb値は余震のb値と比較して小さい傾向があると結論できるが、このこと

が6．4．1で述べた地殻の不均質性あるいは応力状態というような物理的性状によると解釈する前に、

統計を行う手続上の問題を検討する必要がある。Utsu（1969）は、本震が余震と同じ母集団に入る

にはその規模が大きすぎることを示し、余震のb値決定に際しては本震を除いている。その後、多

くの研究老も同様の手続きを行っている。余震のb値決定の際に本震を機械的に除くだけでよいか

どうかは議論もある（清野、1983）が、本震が余震と同じ母集団として取り扱えないことは確かで

ある。問題は、一方で前震や群発地震とみなされた地震群のb値決定の際に、その群の最大地震は

除外していないことの当否である。今、標準的地震群の例として、本震と最大余震との規模ゐ差が
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1．2あり、本震を除く余震のb値が1．04

ある例を考えよう。図6．4．17はこうした

地震群の規模別累積度数分布である。そ

して、この地震群が、やはり同図にある

ような相似の分布、即ちMに関する平行

移動をした分布を示す前震群をもつとし

よう。その結果、当然のことながら前震

のb値は余震のb値より小さくなる。そ

の差は、両地震群の数、本震と最大余震

との規模の差などにより変化するが、同

図の場合で0．1、色々な場合を想定すると

N

10

1

●
．

　●．　　　　　　　　　aftershocks

　　●　　●．　　　　　　　　ba＝1．04

　　　●．
　　　　●●
foreshocks　　　●
　　　　　　●
●
．
　

bf＝0・91　　　　●．

　●●

図6．4．17

M

本震・余震群と前震群の規模別

度数分布が相似である場合。

一

0．1～0．3程度となる。表6．4．2のb義は、参考までに本震を含あて求めたb値であり、これと前震の

b値との比較とすれば、本震の出入りによる影響はおよそ判断できるであろう。32地震群のb診平

均値は0．82（bfが求められた13地震群のb急の平均値は0．80）となる。前震のbfの平均値0．75との

差は0．07となり、まだ前震のb値がやや小さいものの、ほとんど等しい値といってよい。このこと

は、先に示されたbfとb。との差0．19の大部分が本震の取り扱いなどの統計を行う手続の相違による

可能性を示す。但し、個別にみると、No．28及び29の地震群は95％、No．9の地震群は90％の有

意水準で、bfは砿より小さい。

6．4。4　前震のb値が有意に小さい地震群について

　6．4．3で、前震のb値と本震を含めた余震のb値（b＆）とは、平均値であまり変らないという結果

がえられた。しかし、個別の地震群では、やはり高い有意水準で前震のb値が小さい場合は存在す

る。そこで、b値の出現頻度分布型をみてみる。図6．4．18は、上から前震のb値、余震のb値、本

震・余震のb値の出現頻度分布である。なお、斜線は前震のb値が求められた地震群に対応する。

これをみると、b、及びb診分布型は、ひとつのピークをもち、平均値もこれに対応するけれども、

bfの分布型は、明瞭なピークをもたず、他の2つの分布型とは違っている。このことと、前震のb値

が著しく小さい地震群の存在を考えると、bの平均値のみで結論を出すのではなく、個別の地震群

についての検討が必要である。

　Utsu（1970）は、複数の大きな地震（1次事象）とそれぞれの余震（2次事象）との組合せから

なる地震群の規模別累積度数分布が直線状にならないことを指摘している。このような場合、（6．4．2）

式により求められるb値は著しく小さくなることがあり、1次事象の数に比較して2次事象の数が多

くない時に顕著にあらわれる。前節で前震のb値が有意に小さいと指摘された1978年エト・フ島沖

地震（No．28）について、清野（1983）は、Utsu（1970）と同様の考え方にもとづいてその前震の
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規模別累積度数分布を説明している。

　この地震群の度数分布は図6．4．19に示される。この図の結果は、余震域及び余震活動期間のとり

方に本報告と若干の相違があるため、地震数及びb値にやや違いがある。図上段の黒丸、二重丸は、

前震、本震及び余震を合せた観測資料による分布である。この規模系列をみると、5番目の地震

（M6．5）と6番目の地震（M6。0）との間に0．5に及ぶマグニチュード・ギャップがあることから、

M6．5以上の5個の地震を1次事象とし、各地震はb値がL1となるような2次事象を伴うモデル

を考える。但し、各1次事象とその最大の2次事象とのMの差はL1とする。図上段の白丸は、こ

　bf
妙
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図6．4．18bf、b、及びb会（本震及び余震

　　　　のb値）の出現頻度分布。

　　　　矢印：平均値。

5．0

図6．4．19

6．0
●』一一一一＿

　　．OM

No．28地震群の規模別累積度数分布

［清野（1983）による図を修正］。

上段：この地震群の全地震。

中段：本震及び余震。

下段：前震。

　●：観測値。

　◎二1次事象とされた大きな地震。

　〇二各1次事象に余震（2次事象）

　　が件うモデルによる計算値。
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6．4．20に再掲される。図上段は本震及び余

震による分布、下段は前震による分布であ

る。この前震群は、Utsu（1970）によりそ

の規模系列から既に上のモデルと同様の群

発型であることが指摘されている。その後、

資料の改訂があり、規模系列にやや相違は

あるが、前震群の4番目の地震（M5．7）

と5番目の地震（M4．8）との間に0．9に

及ぶマグニチュード・ギャップがある。こ

のことから、この前震群も、4個の1次事象

とそれらの2次事象の複合として説明でき

る。更に、検知力以下の小さい地震を含め

ると、図中の小さい黒丸のような分布とな

る。これは、観測もれを考慮すればなおの

ことbf＝0。46の分布の延長とはいえず、前

述したモデルにより説明できることを意味

する。そして、この前震群のb値が著しく

のモデルによって作られた分布である。図中段は、本震及び余震系列による分布である。図下段は、

前震系列の分布であり、4個の1次事象とそれらの2次事象からなる。

　これらの結果をみると、特に前震系列の観測値（黒丸）と計算値（白丸）はよく合っており、前

震のb値は上記のモデルにより著しく小さくなることがわかる。更に、同地域で前震活動の期間に

発生したと思われるおよそM4．5以上の地震は、根室測候所の資料から約60個（図下段の＋印）あっ

たと認められる。この数と、b値0．6の分布の延長上の前震数（小さい黒丸）及び上のモデルで推

定される前震数（小さい白丸）とを比較すると、明らかに後者が適合していることがわかる。この

ことは、2次事象によるb値は1．1程度であっても、前震群のb値は4個の大きい地震（1次事象）・

により著しく小さくなりうることを意味している。

　1943年鳥取地震（No．9）の場合、その

規模別累積度数分布は追加部分を含めて図
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図6．4．20

5．0 6・O　M

No．9地震群の規模別度数分布。

図上段は本震及び余震、下段は前震に

よる。小さい黒丸は、検出力より小さ

い地震規模を含む資料である。

小さいことには、4個の大きい地震（1次事象）が主要な役割を果していると判断できる。

　こうして、iのグループに属する地震群の中の前震のb値が著しく小さい例は上のモデルで説明

できるとすると、その原因を地殼の物理的性状に求める前に、地震群の規模系列や度数分布の形を

充分に検討することが必要となることがわかる。又、2次事象の数が1次事象の数と比較して充分多

けれぽ、1次事象の影響が少ない2次事象のb値がえられるはずで、こうした結果も検討の対象とす
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る必要がある。

　1978年宮城県沖地震（No．29）の場合も、前震とした地震群によるb値が有意に小さい。この地

震群は、iiのグル‘プに入り、前震は、時・空間的に集中しておらず、バックグランドゐ地震活動

とみなせる。したがって、前2者と同様のモデルのみでは、必ずしも説明できない例として残る。

この地域は、b値が小さい地域として知られており、更に2年間さかのぼった地震活動からb値を

求めると、0．68となる。バックグランドの地震活動に対するb値の問題は、別途検討する必要があ

ろう。

6．4．5　まとめ

　これまでの検討結果をまとめると次のようになる。

1）前震のb値は、余震のb値と比較して平均値で0．19ほど小さい。又、13地震群中3地震群の

前震のb値は、95％の有意水準で余震のb値より小さい。

2）前震の平均b値が余震のそれと比較して0．19小さい原因として、統計の手続き上の1つの問

題が指摘される。即ち、前震群及び本震・余震群の中の最大地震を、計算の際に含めるか否かであ

る。両地震群の最大地震や本震を含めて比較すると、b値の差は0．07となり、ほぼ等しい値となる。

3）　1943年鳥取地震、1978年エト・フ島沖地震及び1978年宮城県沖地震の前震によるb値は著し

く小さい。前2者の前震の規模別度数分布は、複数の大きい地震（1次事象）とそれらの余震（2

次事象）の組合せで説明でき、そのb値がみかけ上著しく小さくなることを証明できる。宮城県沖

地震の前震は、バックグランドの地震活動で、前2者とは区別して検討しなければならない。

　以上であるが、地震の予知との関連でみる場合、本文で指摘した2つの問題に留意して検討する

必要がある。1つは、地震群の中のとりわけ大きい地震（1次事象）の影響をさけて、充分多くの2

次事象の資料にもとづいてb値の比較をすることである。もう1つは、b値というより、地震群の

規模系列及び規模別累積度数分布の形を検討し、その特徴と大地震の発生との関係をみることであ

る。このことは、もし大地震の前に複数の1次事象を含む前震群が発生し易いとすると、この前震

活動を、時間・空間・地震規模の3要素に沿ってもっと詳細に検討することが必要であることを意

味している。
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あとがき

　特別研究の終了にあたって

　気象庁は、r大規模地震対策特別惜置法」にもとづく“東海地震”予知にかかわる責任を全うする

ために、組織の強化をはかってきた。また、現在までに予知に関して内外で得られた知見を統合し、

大地震発生の可能性の正確な評価を期すために、観測とデータ処理とを直結して、即時的に前兆現

象を抽出・判定するシステムの整備を計画している。気象研究所はこの計画の実行に資するために、

実験的研究の即効的な項目として、地震活動総合監視技術の開発に取り組み、基本的な観測を強化

するために高性能強震計の開発を行った。また地震活動監視に係わる手法の理論的な裏付を目的と

して、各種前兆現象の吟味を行い、地震予知業務への適否についてまとめてみた。

　この報告は、これらの成果を今後の気象庁の地震予知業務に取込むための資料として、活用され

ることを期待し作成したものである。
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